
１　環境回復プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

1-1 応 ⑧ 4

モニタリング

ポスト緊急整

備事業

- 国 5,760,000 －

　発電所周辺及び県内全域に可搬型モ

ニタリングポストを、学校等に小型のリ

アルタイム線量計を設置し、空間線量を

インターネット上にわかりやすく公開す

る。（ふくしまの子どもを守る緊急プロ

ジェクト事業）

・リアルタイム線量計2,700台（平成24年

2月21日運用開始）

・可搬型モニタリングポスト525台設置完

了

・リアルタイム線量計2,700台及び可搬

型モニタリングポスト545台（応急的モニ

タリングポスト整備事業の20台を含む）

平成24年4月2日より本格運用開始

・測定結果をホームページ上で閲覧可

能。

【福島県】

http://radioactivity.mext.go.jp/map/ja/

【文部科学省】

http://fukushima-radioactivity.jp/

生活

環境

部

1-1 応 ⑧ 5

応急的モニ

タリングポス

ト整備事業

- 国 181,446 －

　長期化する事故の状況に対応し、恒

常的にモニタリングができるよう県内各

地域の主要都市や発電所周辺に可搬

型モニタリングポストを設置し、空間線

量をインターネット上にわかりやすく公

開する。（国当初予算）

・可搬型モニタリングポスト20台（平成23

年9月9日運用開始）

・リアルタイム線量計2,700台及び可搬

型モニタリングポスト545台（応急的モニ

タリングポスト整備事業の20台を含む）

平成24年4月2日より本格運用開始

・測定結果をホームページ上で閲覧可

能。

【福島県】

http://radioactivity.mext.go.jp/map/ja/

【文部科学省】

http://fukushima-radioactivity.jp/

生活

環境

部

1-1 応 ⑧ 15

線量低減化

機器等整備

事業

教育施設等

線量低減化

実施事業

県 32,589

　学校等において、校舎等を洗浄するた

めの機器等を整備する。

（県立学校）緊急時避難準備区域内の

学校も含め、校舎等の洗浄を実施。

（市町村立学校）４１市町村（うち高圧洗

浄機の申請は３９市町村）から補助申請

があり、校舎等の洗浄を実施。

（Ｈ２３事業終了）

教育

庁

1-1 応 ⑧ 15

線量低減化

機器等整備

事業

私立学校運営

費補助金（一

般分）

私立幼稚園教

育振興助成事

業補助金

私立専修学校

運営費補助金

私立専修学校

振興助成事業

補助金

私立

学校

等

8,118

　学校等において、校舎等を洗浄するた

めの機器等を整備する。

（私立学校等）3/31現在181校中（高圧

洗浄機）実施済76、実施中0、今後実施

予定0、実施予定なし105、（泥落としマッ

ト）実施済49、実施中0、今後実施予定

0、実施予定なし132

（Ｈ２３事業終了）

総務

部

事業番号

重点重点重点重点プロジェクトにプロジェクトにプロジェクトにプロジェクトに係係係係るるるる主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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１　環境回復プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

1-1 応 ⑧ 15

線量低減化

機器等整備

事業

児童福祉施設表

土改善等事業

（児童養護施設

等線量低減化実

施事業、保育施

設等線量低減化

実施事業）

障害児施設等表

土改善等事業

（障害児施設等

線量低減化実施

事業）

市町

村、私

立設

置者

10,274

7,693(子

育て支援

課)

　学校等において、校舎等を洗浄するた

めの機器等を整備する。

（保育園等）3/31現在の実施済施設数：

高圧洗浄機　411、

泥落としマット　439

（Ｈ２３事業終了）

保健

福祉

部

1-1 応 ⑧ 17

線量低減化

活動支援事

業

（市町村除染

対策支援事

業）

線量低減化

活動支援事

業

民間

団体

1,593,519 1,991,096

　県内の町内会等が通学路、公園等の

放射線量を調査し、放射線量低減の活

動をする場合に、その作業に必要な経

費等について市町村経由で支援を行

う。

3,107団体(44市町村)が本事業を利用

し、除染活動を実施した。

町内会等の自主的な除染活動により、

3,500団体（新規1,600、継続1,900）から

の申請を見込む。

生活

環境

部

（１）事業者等の育成加速化

　・業務従事者コース　約7,500名

（2,500名×３期）

　・現場監督者コース　約1,500名　（50

名×30回）

　・業務監理者コース　約1,000名　（50

名×20回）

（２）技術的支援の強化

　　除染技術実証事業　公募２回

（３）住民理解の促進

　　リスクコミュニケーション事業

　　　・地域対話フォーラム４回

　　　・住民説明会への専門家派遣30名

生活

環境

部

1-1 応 ⑧ 18

除染推進体

制整備事業

（旧：緊急的

生活空間除

染事業）

同左 県 176,385 210,949

　除染事業に従事する者を対象に、基

礎的知識と技能習得を目的とした講習

会を実施するとともに、本格的な除染の

実施に向け、市町村が発注する除染業

務に対して監督員を派遣できるシステム

を構築するため、人材の育成を図る。

　また、除染技術の普及を行うとともに、

県民の安全・安心を醸成する情報の発

信を行う。

（１）除染業務講習会

　　15回開催3,373名

　　・第Ⅰ期（10～11月県北・県中・計5回

開催：受講者500名）

　　・第Ⅱ期（11～12月県中・会津・相双・い

わき・計5回開催：受講者608名）

　　・第Ⅲ期（1～3月県北・県中・会津・相

双・いわき・計５回開催：受講者2,265名）

（２）面的除染モデル事業・除染技術実証

事業

　　・一般住宅・農地等の除染、実証試験

の実施。

　※福島県面的除染モデル事業（11/14～

2/29)

　　・面的除染の手引き（３月29日公表）

※福島県除染技術実証事業

　・除染技術の公募→応募件数177件、選

定技術20件

　・実地試験（12/1～2/4)→実証成果(3月

29日公表)

（３）仮置場設置等に係るリスクコミュニ

ケーション事業

・安全安心フォーラム（福島市、郡山市、南

相馬市、いわき市）や住民説明会への専

門家・県職員派遣による住民理解の促

進。

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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１　環境回復プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

1-1 応 ⑧ 19

市町村除染

対策支援事

業

市町村除染

対策支援事

業

市町

村

6,611,571 243,767,674

　放射性物質汚染対処特措法に基づき

各市町村が策定する除染計画により実

施する除染対策や仮置場の設置などに

ついて、県民の安全を確保するため、県

が市町村に対し経費負担をする等総合

的に支援する。

・除染対策事業交付金交付要綱（12/9

制定、3/23一部改正）

・除染計画を策定した33市町村のうち、

27市町村に交付決定。

・市町村除染計画策定マニュアル（12/9

公表）

・公募型随意契約の手続例（12/28公

表）

・除染業務に係る技術指針（1/31公表）

地域の除染については、市町村毎の除

染計画に基づき進められており、今後

は法定計画である除染実施計画への移

行と除染の実施が円滑に行われるよ

う、国・県・専門機関等が連携して、一層

の支援を行っていく。

※41市町村が汚染状況重点調査地域

に指定

生活

環境

部

1-1 応 ⑧ 20

除染対策推

進事業

同左 県 60,115 23,795,212

市町村が策定する除染計画に基づき、

県が県管理施設等の除染を実施する。

県管理施設の除染

　テクノアカデミー浜、県立小高工業高

校など

放射性物質汚染対処特措法に基づき

市町村が策定する除染実施計画に従っ

て、県管理施設等の除染を実施する。

生活

環境

部

1-1 応 ⑧ 24

農地等の除

染を行うため

の事業

農用地除染

普及事業

県 3,998 0

　放射性物質による汚染の除去を緊急

的に進める必要があることから、除染技

術の普及を加速させるため、県がこれら

の技術を活用した研修会等の開催を通

じて、市町村が行う除染作業を円滑に

推進する。

反転耕実演会　８回開催 市町村が行う反転耕等の除染作業の支援

農林

水産

部

1-1 応 ⑧ 25

森林等の除

染を行うため

の事業

森林除染等

実証事業・森

林除染実証

事業

県 30,864 159,567

　森林等の除染計画を検討・作成し、森

林等の除染を行う。

（１）森林除染等実証事業

・森林ほだ場10カ所、人口ほだ場10カ所

（3/26完了）

（２）森林除染実証事業

・放射線等に関する専門家の監修のも

と、県内２市村（川内村、二本松市）で事

業を実施中。

（１）森林除染等実証事業

・きのこ用原木林及び竹林の再生に向

け、放射性物質低減調査を行い、きのこ

やたけのこ生産のための基盤整備を促

進する。

・きのこ用原木林50カ所、竹林20カ所

（２）森林除染実証事業

・データを取りまとめて検証を行い、専

門家の監修のもと報告書を作成する。

農林

水産

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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１　環境回復プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

1-2 応 ⑧ 10

農林水産物

等モニタリン

グ事業

同左 県 12,585 323,324

　農林水産物等の安全性の確保に向

け、緊急時モニタリング検査を実施する

ととに、その結果を消費者や生産者、流

通業者に迅速かつ的確に公表する。

各種農産物について随時モニタリング

調査を実施。

農業総合センターにゲルマニウム半導

体検出器を10台設置するとともに、新た

に分析課を組織し、精密機器と専門職

員の配置により検査体制を強化した。８

月末に分析課設置、９月から分析点数

を拡大。

モニタリング実績 19,971点（H24年3月

末現在）

また、産地における農林水産物の安全

性確認のため、放射線測定機器を市町

村・JAに51台導入。（農林水産省補助

事業）

　本県産の農林水産物等のモニタリン

グ検査の実施。

農林

水産

部

1-2 応 ⑧ 11

放射能簡易

分析装置整

備事業

同左 県 1,380,570 741,693

　食品の安全・安心を確保するため、住

民に身近な公共施設等に自家栽培農

作物や飲用井戸水などの放射性物質を

分析するための放射性物質簡易測定機

器を整備する。あわせて、住民自らが検

査し確認できる体制の構築に向けて、

放射能の正しい知識や、検査機器の操

作法に関する研修会を開催する。

・検査機器について

492台（内訳：県2台、市町村490台

95％）配備済み

　【県貸与】338台（市町村へ無償貸与・

配備）

　【国貸与】125台（県及び全市町村に１

台以上配備済み）

　【日本赤十字から贈与】29台

・研修について

　市町村職員等を対象に、基礎・実技の

研修会を5回

　実施・分析装置設置時に、操作員等を

対象に機器の操作、検査結果の分析や

留意点などに関する研修を各市町村に

おいて実施

・検査機器について

※総配備予定台数520台（県2台、市町

村518台）

　6月以降、28台配備予定（国貸与）

・研修について

　(1)操作員、市町村職員を対象

　　基礎・操作等の研修を実施

　(2)市町村職員を対象

　　レベルアップ研修を実施

　(3)地域住民等を対象

　　地域住民を対象に説明会等を実施

生活

環境

部

1-2 応 ⑧ 9

飲料水の放

射性物質モ

ニタリング体

制の整備

水道水質安

全確保事業

県 52,085 4,199

県内の複数の水道事業体に放射能検

査機器を配備し、水道水における放射

性物質の迅速かつ効果的な検査を実施

する。また、水道給水区域外において、

飲用水として使用している井戸水や湧

き水について、モニタリングを行う。

・飲料水の放射性物質モニタリング検査

用機器設置費用の補助について事業

完了。

・緊急時避難準備区域等の飲料水の安

全性を確認するため、新たにゲルマニ

ウム半導体検出装置を配備。→装置配

備3/14,検査開始3/19

県内の複数の水道事業体に放射能検

査機器を配備し、水道水における放射

性物質の迅速かつ効果的な検査を実施

する。また、水道給水区域外において、

飲用水として使用している井戸水や湧

き水について、モニタリングを行う。  保健

福祉

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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１　環境回復プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

1-2 応 ⑧ 12

食品中の放

射性物質の

検査を実施

する事業

食品中の放

射性物質対

策事業

県  13,452

　県内産農林水産物等を原材料とする

加工食品を中心に、市場等に流通する

食品等についての安全を確認するた

め、食品中の放射性物質検査を実施

し、その結果に基づいて、基準値又は

暫定規制値を超過する食品等を排除す

ることにより、市場等に流通する食品に

ついての安全確保を図る。

衛生研究所に配備されたゲルマニウム

半導体検出装置を使用し、県内に流

通、販売される加工食品等1,268検体を

検査し、あんぽ柿等計４１検体の暫定規

制値を超える食品が認められた。

県内産農林水産物を原材料とする加工

食品等を対象に放射性物質を検査す

る。

検査検体数：5,000検体

検査機関：衛生研究所 保健

福祉

部

1-2 応 ⑧ 12

食品中の放

射性物質の

検査を実施

する事業

学校給食モ

ニタリング事

業（3再掲）

県、市

町村

- 261,239

　学校給食に対する保護者の不安を軽

減し、学校給食に対して一層の安心を

確保するため、県内市町村において学

校給食に含まれる放射性物質の検査を

行うとともに、保護者を対象に学校給食

と放射線に関する説明会等を行う。

（H24新規事業） 希望する各市町村毎に学校給食1食分

に含まれる放射性物質の検査を民間機

関に委託し、検査結果を公表する。

また、保護者を対象とした説明会等を実

施する。

教育

庁

1-2 応 ⑧ 37

農林水産物

の新たな安

全システム

の導入を推

進するため

の事業

ふくしまの恵

み安全・安心

推進事業

（5再掲）

県、民

間団

体

　 5,020,231

　本県農林水産物の安全性確保と消費

者の信頼回復を図るため、産地が行う

より詳細な放射性物質測定に向けた機

器の整備や生産履歴情報を消費者等

にわかりやすい形で提供する新たな安

全安心管理システムを構築するととも

に、首都圏等に対するPR活動を展開す

る。

１　産地が主体的に行う放射性物質検

査に向けた機器の整備

　　・米の検査機器整備150台(米全袋検

査の実施）

　　・ＮａＩｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝｽﾍﾟｸﾄﾛﾒｰﾀ等120台

（野菜・果実等の自主

　　　検査の強化）

２　放射性物質検査結果等の情報を消

費者等にわかりやすい形で提供する新

たな安全安心管理システムの構築

　　　・データベース化

　　　・米・モモ中心にQRコード貼付等に

よる「見える化」

３　１、２の県及び地域推進体制の整備

　　・県協議会の設置・運営

　　・地域協議会の設置・運営

４　首都圏等に対するPR活動の展開

農林

水産

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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１　環境回復プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

1-3 応 ⑧ 28

放射性物質

に汚染され

た災害廃棄

物の処理

災害廃棄物

処理基金事

業

県 5,208,857 0

　被災地域の迅速な復興に向けて災害

廃棄物の処理を早急に行う必要がある

ため、災害廃棄物の収集、運搬及び処

分を行う市町村等を支援するために補

助を行う(災害廃棄物処理基金事業)。

　また、放射性物質に汚染された災害

廃棄物の処理方法について、市町村、

一部事務組合に周知を行う等をして支

援する。

補助対象市町村数　31市町村 今後、市町村等に対して24年度事業に

ついての実施計画を照会する。

生活

環境

部

1-3 応 ⑧ 32

放射性物質

に汚染され

た農業系汚

染廃棄物の

処理

農業系汚染

廃棄物処理

事業

県、市

町村、

民間

団体

349,011 5,243,090

　放射性物質に汚染された農業系廃棄

物を市町村が処理することに対する支

援を行う。

実施計画承認（374,525千円、3/31現

在）

（23年度完了）

・白河市（25,198千円）ほか1市、1町、2

村

　※処理量：堆肥4,409t、稲わら236t

(24年度完了（債務負担））

・本宮市（121,575千円）ほか3市、2村

　※処理量：堆肥15,838t、稲わら460t、

　　　　　　　　牧草488t

　放射性物質に汚染された農業系廃棄

物を市町村が処理することに対する支

援

　・放射性セシウム分析に係る経費

　・農業系廃棄物の一時保管等に係る

経費

農林

水産

部

1-3 応 ⑧ 29

下水汚泥放

射能対策事

業

同左 県 450,770 4,985,533

　原子力災害により、汚泥処理施設の

下水汚泥から放射性物質が検出されて

いることから、スラグ（溶融処理後の汚

泥）封入施設・保管施設の設置・管理な

どを行う。

・脱水汚泥を保管するための管理用テ

ントやヤードを逐次拡張した。

・溶融処理後のスラグ等の保管封入施

設を設置した。

下水汚泥の保管量に応じ以下のことを

実施する。

・管理用テントを設置し、汚泥を処理場

内に保管する。

・溶融処理による汚泥の減容化を行うと

ともに、スラグの封入施設・保管施設の

増設、管理等を行う。

・流入水、放流水や汚泥の放射能測定

を行う。

土木

部

1-3 応 ② 20

「ふくしま絆」

流木リサイク

ル推進モデ

ル事業

同左 県 0 0

　相馬市松川浦周辺には、津波で流出

した流木が大量に発生したが、さらに東

京電力㈱福島第一原子力発電所の事

故で飛散した放射性物質による風評被

害により本来であれば、適正に処理さ

れ有効利用できていた木質資源の利用

が滞っている。

そこで、資源の有効利用と災害廃棄物

の処理を促進させるために相馬市にお

いて、津波により大量に発生した流木を

建築用資材にリサイクル製品化し、被

災住宅や店舗、公共施設等への活用を

図るモデル事業を実施する。

（H24新規事業） 流木リサイクルの進捗状況把握

生活

環境

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値

6



１　環境回復プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

1-4 原 ③ 1

環境創造戦

略拠点の整

備及び研究

を推進する

ための事業

環境創造戦

略拠点施設

整備事業

県 730

0千円

（明許繰

越14,661

千円）

　放射性物質により汚染された環境を

回復し、県民が将来にわたり安心して暮

らせる環境を創造するため、調査・研

究、技術開発、情報収集・発信、教育・

研修・交流等を行う国際的な調査研究

拠点を整備する。

H24.2.8　第１回環境創造戦略拠点基本

構想検討委員会を開催。

※作業部会として、環境回復部会（3/18

第１回開催）と農林水産再生研究部会

(3/23第１回開催）を設置。

【実施計画】

夏頃　基本構想策定

～　基本設計、実施設計

【実施状況】

基本構想検討委員会　5/17

　環境回復部会　4/22、5/17

　農林水産再生研究部会　4/25、5/17

生活

環境

部

1-4 原 ⑥ 1

ＩＡＥＡ等の国

内外の研究

機関等の誘

致活動

国、県

等

0 0

　環境回復・創造に向けて、世界の英知

を結集して取り組む必要があることか

ら、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）などの国際

研究機関と日本原子力研究開発機構

や国立環境研究所を始めとする国内研

究機関を誘致する。

H23.7.21　国に誘致要望書提出

H23.8.27  復興再生協議会に協議事項

案として要望

H23.10.11　IAEAに設置要望書提出

H23.12.12　国に誘致要望書提出

H24.2.17　在ウイーン国際機関日本政

府代表特命全権大使にIAEA誘致を口

頭要望

誘致活動の実施

【実施状況】

H24.5.10　外務省にIAEA誘致を口頭要

望 生活

環境

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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２　生活再建支援プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

2-1 応 ① 15

高齢者等サ

ポート拠点

整備事業

（高齢者見守

り等ネット

ワークづくり

支援事業）

仮設住宅等

被災高齢者

等生活支援

事業

市町

村

2,481,445 2,311,192

　高齢者等サポート拠点を整備・運営

し、仮設住宅等での生活を余儀なくされ

ている被災高齢者等に、生活相談やデ

イサービス、介護予防、地域交流の場

などを提供する。

　仮設住宅等において、高齢者や障が

い者等の要援護者が孤立しないよう、

相談、介護、生活支援等の提供体制づ

くりを支援する。

高齢者等サポート拠点整備事業

　・12市町村に21カ所整備した。

　・高齢者等サポート拠点では、デイ

サービス17か所、総合相談20か所、配

食サービス7か所、高齢者サロン18か

所、学童保育4か所などのサービスを提

供し、高齢者等の介護、生活支援、生き

がいづくりなどを広く支援している。

地域支え合い体制づくり助成事業

　・緊急通報システムの設置

　・買い物支援バスの運行

などの事業を支援した。

高齢者等サポート拠点

　・市町村への補助により、９市町村に

10箇所整備予定。

地域支え合い体制づくり助成事業

 　・市町村や民間団体が行う高齢者等

の支え合い体制づくりを支援する。

保健

福祉

部

2-1 応 ③ 2

ふるさとふく

しま巡回就

職相談事業

ふくしま就職

応援センター

運営事業（巡

回相談事業）

県 71,124 150,168

　緊急雇用創出事業を活用し、被災者

等が自立した生活を取り戻すことを支援

するため、県内外の仮設住宅等を巡回

し、きめ細やかな就職相談や職業紹介

を実施する。

8/1ふるさとふくしま巡回就職相談ス

テーションによる相談業務開始。

3/31現在、巡回相談数2,261回、相談件

数4,683件（県内巡回相談2,118回・相談

件数3,742件、ステーション相談件数715

件、県外巡回相談143回・相談件数226

件）

巡回就職相談　利用者数6,520人

　　　　〃　　　　　回数4,590回以上（県内

4,400回、県外190回）を目標として実施

する。

商工

労働

部

2-1 子 ① 28

震災孤児等

を支援する

事業

福島県東日

本大震災被

災児童支援

基金事業

県 61,466 70,327

　震災により孤児・遺児となった児童の

生活及び修学を支援するため、寄付を

原資とした基金から定額の給付を行う。

東日本大震災被災児童支援基金給付

金給付要綱に基づき給付。

申請者142名、給付額計61,200千円

　震災により孤児・遺児となった児童の

生活及び修学を支援するため、寄付を

原資とした基金から定額（月額金及び一

時金）の給付を行う。

保健

福祉

部

重点重点重点重点プロジェクトにプロジェクトにプロジェクトにプロジェクトに係係係係るるるる主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表

事業番号

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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２　生活再建支援プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

2-1 災 ⑥ 3

新たな地域

コミュニティ

形成に伴う

絆づくり事業

被災地、避

難所等の治

安対策推進

事業

（被災地、避

難所等に対

する治安対

策事業「絆」）

県警

察

　 4,615

　仮設住宅や計画的避難区域等の避難

地域における犯罪被害防止用資機材の

整備や防犯ボランティアの活動に対し

支援する。

　平成24年4月1日から開始した事業の

ため、前年度実施結果なし。

　県内では、未だ多くの被災された方が

避難生活を余儀なくされており、避難地

域における治安や不慣れな仮設住宅で

の生活に多くの悩みを抱えているこか

ら、以下の事業を実施する。

１　警戒区域等における治安対策

　　被災地域内に看板やのぼり旗等を

設置する。

２　仮設住宅防犯対策

　　仮設住宅入居者に犯罪被害防止の

ための広報用資料等を作成・配布す

る。また、治安面の要望を把握し、対応

を図る。

３　防犯ボランティア活動支援

　　被災者による防犯ボランティア活動

の立ち上げに当たり、必要な資機材等

を支援する。

警察

本部

2-1  

災害見舞金

の交付

市町

村

8,164,733 2,331,346

　東日本大震災等による被災者を対象

に災害見舞金、災害弔慰金、災害障害

見舞金を支給するとともに、災害援護資

金の貸付を行う。

１　災害弔慰金の支給

　　H23　2,123件　4,854,375千円

（内訳　東日本大震災　2,121件

4,848,750千円、大雪　2件　5,625千円）

２　災害障害見舞金の支給

　H23　11件　12,188千円

３　災害援護資金の貸付

　H23　1,967件　3,568,170千円

（内訳　東日本大震災　1,963件

3,561,270千円、新潟福島豪雨  2件

3,700千円、台風15号 2件 3,200千円）

１　災害弔慰金の支給

　東日本大震災等の自然災害により死

亡した者の遺族に対し、災害弔慰金を

支給する。

２　災害障害見舞金の支給

　東日本大震災等の自然災害により一

定程度の障がいを受けた者に対し、見

舞金を支給する。

３　災害援護資金の貸付

　東日本大震災等の自然災害による被

災者の生活の立て直しを図るため、資

金の貸付を行う。

生活

環境

部

2-1 絆 ① 8

生活交通確

保事業

生活路線バス

運行維持のた

めの補助（地

域公共交通確

保維持改善事

業費補助金、

被災地域車両

取得事業費補

助金（組換

え））

県 112,352 278,878

　震災により避難を余儀なくされた被災

地住民等の生活の足を確保するため、

国の地域公共交通確保維持改善事業

の被災地特例措置と協調して生活路線

バスの幹線系統を支援する。

（組換え新規）

※参考　２３年度福島県バス運行対策

費補助金（補助対象：①路線数３７、②

車両償却２台）

　被災地域地域間幹線系統確保維持計

画に掲げる路線の欠損額を補助する。

　　（補助対象：①路線数　５４　②車両

購入　８台、③車両償却　２台）

生活

環境

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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２　生活再建支援プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

2-1 応 ⑧ 2

原子力賠償

支援推進事

業

原子力賠償

被害者支援

事業

県 5,847 25,753

　原子力災害により被害を受けている、

個人、個人事業主及び法人を対象とし

て、被害者が抱える問題を解消し、円滑

な賠償請求・支払いの実現へつなげる

ため巡回法律相談をはじめとする支援

を行う。

○法律相談実績

　　毎週水　4時間実施（H23年10月から

  毎週水・金実施）

　　延べ71日　297件

○巡回法律相談実績（H23年10月～）

　　延べ94回　414件

○法律相談

　　毎週水・金　4時間実施

　　延べ96日実施

○巡回法律相談

　　県内7方部で実施

　　延べ198回実施

生活

環境

部

2-1 応 ① 12

地域コミュニ

ティ復興支

援事業

同左

市町

村、民

間団

体

932,822

　被災地における地域コミュニティの復

興を図るため、市町村・社会福祉協議

会・NPO等との連携を強化し、生活支援

相談員を配置するなど被災者・要援護

者への支援を行う。

・被災地及び被災者を受け入れている

地域への生活支援相談員の配置にか

かる事業の経費の助成。30市町村177

人予定。

・市町村が実施する地域見守り、関係

機関との連携強化等地域コミュニティ復

興に関する事業にかかる経費の助成。5

市町村予定。

保健

福祉

部

2-1 応 ④ 25

被災地にお

ける障害福

祉サービス

基盤整備

被災地にお

ける障害福

祉サービス

基盤整備事

業

県 14,752 249,156

　被災地における障がい者（児）に対す

る福祉サービスの提供体制を整備する

ため、障害福祉サービス復興支援拠点

にコーディネーターを配置するなど県内

の法人等への支援を行う。

被災した事業所への支援を行うため、

コーディネーターを配置した。

不足している福祉・介護職員を確保する

ため、県外の事業所と調整を行うマッチ

ング事業を実施した。

被災した障がい者に対する自立、就労

につながるサービスの提供を実施した。

　被災した事業所への支援を行うため

継続してコーディネーターを配置し、各

圏域にアドバイザーを配置する。

　不足している福祉・介護職員を確保す

るため、県外の事業所と調整を行うマッ

チング事業を実施する。

　被災した障がい者に対する自立、就労

につながるサービスの提供を実施する。

　被災した障がい児に対する相談、療育

の援助を実施する。

保健

福祉

部

2-1 災 ⑥ 1

災害対策用

オフロード車

の導入

装備品の購

入整備及び

維持管理

県警

察

3,370

　災害の初期段階での現場直近までの

迅速な臨場、窃盗犯等被疑者の確実な

追跡・検挙、その他被災地内での各種

警察業務を円滑に推進するため、多人

数が乗車でき、かつ、オフロード走行が

可能な高床式の災害活動用オフロード

車を導入し、県民の生命、身体、財産の

保護を図る。

　平成24年４月１日から開始した事業の

ため、前年度実施結果なし。

　できるだけ早く災害活動用オフロード

車を購入整備し、整備後、災害現場直

近における犯罪の検挙活動及び各種警

察業務等について運用を図っていく。

警察

本部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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２　生活再建支援プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

2-1 応 ⑤ 9

仮設住宅居

住の高齢者

等に対する

交通事故防

止活動の強

化

交通事故疑

似体験教育

事業（避難者

対象の交通

安全教育事

業）

県警

察

882

　これまでと異なる生活環境にある仮設

住宅の避難者に対して、「歩行環境シ

ミュレータ」を利用した模擬的交通環境

を再現し、実際の道路を横断しているよ

うな体験を通して、道路横断に関する効

果的な交通安全教育を行う。

　平成24年４月１日から開始した事業の

ため、前年度実施結果なし。

　なお、震災後から平成２４年３月末現

在、一次・二次避難所及び仮設住宅集

会所のうち、現在運用中の高齢歩行者

教育システムが使用できる施設におい

て、同システムを活用した交通安全教

育を２３回(参加者３５１人)実施した。

４、５月･･新機器賃貸借へ向けての事

務

５、６月･･入札

７、８月･･新機器賃貸借開始～運用開

始

警察

本部

2-2 応 ① 11

避難地域等

のコミュニ

ティ再生を支

援するため

の事業

仮設住宅に

おける地域

コミュニティ

活動支援事

業

県 　 　

　仮設住宅に避難した県民が市町村と

協働して行う地域コミュニティ活動に要

する経費を補助することにより、仮設住

宅における地域コミュニティ活動の活性

化や地域課題の解決、避難生活の質の

向上を図る。

　 ※予算化されず

文化

ス

ポー

ツ局

2-2 絆 ① 13

原発避難市

町村の災害

公営住宅整

備事業の支

援

復興公営住

宅整備促進

事業

県 - 27,123,890

 原子力災害による避難者の恒久住宅

を早期に確保するため、市町村による

復興公営住宅の計画策定及び整備を

促進する。

東日本大震災からの住まいの早期復興

に向け、被災市町村ほか関係機関が連

携協力して住まいの自立再建や復興公

営住宅の整備等を着実に促進するため

に、「福島県住まいの復興に向けた連

絡調整会議」を平成２３年１２月９日に設

置し、意見交換や情報提供を行った。

（３回開催）

復興公営住宅整備計画策定の支援

復興公営住宅整備の代行

土木

部

2-2 絆 ① 14

被災者の住

宅再建支援

のための事

業

住宅復興資

金（二重ロー

ン）利子補給

県 9,145 510,048

　東日本大震災で被災した住宅に残債

務がある被災者が、生活再建のために

新たな住宅の建設・購入、補修に必要

な資金を借り入れる場合、既存債務の５

年間分の利子相当額を補助する。

４８金融機関と協定締結し、９件の申請

があった。

想定申請件数６００件に対し利子相当

額を補助する。

土木

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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２　生活再建支援プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

2-2 　 　 　

応急仮設住

宅維持管理

事業

県 203,285 786,777

　被災者が安心して暮らすことができる

住環境整備を図るため、仮設住宅の維

持管理経費等を補助する。

・応急仮設住宅維持管理センターを設

置し修繕に対応した。

・集会所等の光熱水費、浄化槽等の法

定点検費、除雪（会津地域）に対する補

助を実施した。

・仮設住宅の火災保険に加入した。

・応急仮設住宅維持管理センターにて

修繕に対応する。

・集会所等の光熱水費、浄化槽等の法

定点検費、除雪（会津地域）に対する補

助を実施する。

・仮設住宅の火災保険に加入する。
土木

部

2-3 応 ③ 1

緊急雇用創

出基金事業

同左 県 22,770,000 37,100,000

　雇用創出のための基金を活用して被

災者等の雇用を創出する。

・震災等緊急雇用対応事業等　14,445

人（見込み）

　被災求職者等を対象とした雇用創出

事業について県、市町村による直接雇

用、民間企業等による委託事業を実施

する事業。

・ふくしま産業復興雇用支援事業　496

人（実績）

　産業施策と一体となった安定的な雇用

を行う企業に対し、雇用にかかる経費を

助成する事業。

・地域雇用再生・創出モデル事業　296

人（採択人数）

　若者、女性等の安定した雇用創出を

図るため、雇用モデル事業を委託により

実施する事業。

・震災等緊急雇用対応事業。雇用創出

人数約9,000人。

・ふくしま産業復興雇用支援事業。雇用

創出人数約14,500人。

・地域雇用再生・創出モデル事業。雇用

創出人数約1,500人。

商工

労働

部

2-3 応 ③ 7

中小企業制

度資金貸付

金

ふくしま復興

特別資金（６

再掲）

県 20,000,000 62,471,000

　東日本大震災及び原子力発電所事故

により事業活動に影響を受けている中

小企業者の資金繰りを支援するため創

設した「ふくしま復興特別資金」について

十分な融資枠を確保し、支援を継続す

る。

【ふくしま復興特別資金】

保証承諾件数10,480件、184,123百万円

（3/31現在）

融資実績10,404件、182,632百万円

（3/31現在）

24年度新規融資枠　800億円

商工

労働

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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２　生活再建支援プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

2-3 応 ③ 21

農家経営安

定資金融通

対策事業

同左

農協

等融

資機

関

9,307 61,751

　被災農業者等の営農の維持・安定に

必要な運転資金等の融通を円滑にする

ため、融資機関に対し利子補給を行う。

【東日本大震災農業経営対策特別資

金】

利子補給承認実績 758件、3,167,735千

円

（H24年3月末現在）

【東日本大震災農業経営対策特別資

金】

融資枠　15億円

・東北地方太平洋沖地震対策資金及び

原発事故対策緊急支援資金を融通

・原発事故対策緊急支援資金に避難農

業者等の県内での営農再開に必要な

資金を対象に加えるなどの拡充を図っ

た。

農林

水産

部

2-3 応 ③ 33

避難先で一

時就農等を

支援するた

めの事業

避難農業者

一時就農等

支援事業

県、市

町村

　 58,867

　原発事故等により避難している農業者

の避難先等における一時就農を支援す

るため、受入市町村における農地の斡

旋などの体制整備や農業者の初期投

資の負担軽減措置などを行う。

　 (1)避難農業者一時就農等支援体制整

備事業

　　受入モデル市町村設定（１０市町村）

(2)避難農業者経営開始支援事業

　　一時就農支援経営体：５０経営体

　　　（畜産７経営体、その他４３経営体）

(3)福島農業復興の絆づくり事業

　　避難農業者等と避難先経営体との

交流

農林

水産

部

2-3 応 ④ 28

福祉・介護人

材育成就業

支援事業

同左 県 154,325 154,412

　福祉介護事業所における人材確保の

ため、福祉・介護分野で就労を希望する

求職者を一定期間福祉施設に派遣し、

働きながらヘルパー２級等の資格取得

を支援する。

県内の福祉・介護分野の事業所におい

て、延べ５１人の求職者の就労を達成

し、働きながらヘルパー２級等の資格を

取得した。また、５１人のうち１６人が派

遣期間終了後も正規の就労に結びつい

た。

平成２４年度においても前年度同様の

事業を実施する。雇用予定人員５０人

保健

福祉

部

2-4 　 　 　

ふるさと福島

Ｆターン就職

支援事業

同左 県 34,108 31,042

　被災求職者等の県内就職を促進する

ため、福島及び東京に相談窓口を設置

し、きめ細かな就職相談や職業紹介を

実施する。

・利用者数

　　東京窓口：1,719人

　　福島窓口：4,316人

・就職決定者数

　　東京窓口：59人

　　福島窓口：278人

・利用・相談者数

　　東京窓口：1,800人

　　福島窓口：4,200人

・就職決定者数

　　東京窓口：70人

　　福島窓口：400人

を目標として就職支援を実施する。

商工

労働

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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３　県民の心身の健康を守るプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

3-1 応 ⑧ 33

県民健康管

理事業

同左 県 3,194,405 8,646,990

　長期にわたり県民の健康を見守り県

民の健康の維持・増進を図るため、全

県民を対象に県民健康管理調査を行

う。

・検討委員会の開催

・基本調査の先行的開始

・８月下旬～基本調査の本格的開始（調

査票ほぼ発送済み/回収率21.9%）

・10/9～詳細調査（甲状腺検査38,114名

検査。健康診査74,356人受診。こころの

健康度・生活習慣に関する調査の回収

率42.2%。妊産婦に関する調査の回収率

55.7%）

・ホールボディカウンター５台納品（ほか

寄贈１台）

・計画的避難区域や双葉郡の町村、中

通りの市町村等の子どもや妊婦を優先

に検査を実施（3/31現在約32,000人検

査済。）

・基本調査の結果通知、回収率の向

上。

・詳細調査の実施（甲状腺検査－対象

者数154,894人。健康診査－避難区域

等の住民等に対する検査項目の上乗

せ等の対象者約21万人、既存健診対象

外の県民（避難区域等以外の住民）に

対する新たな健診の実施（対象者約19

万人）など。）

・中通りや浜通り方部の子どもや妊婦を

優先に検査を実施。

保健

福祉

部

3-1 応 ⑧ 35

県民健康管

理支援事業

同左

県、市

町村

3,340,369 2,850,000

　放射線に対する住民の不安解消を図

るため、子ども等に対する個人線量計を

整備する市町村を支援する。

・実施（補助金申請）市町村数

　59市町村

・整備個数

  バッジ式線量計：約212,000個

　電子式線量計：約50,000個

　この他、23年度は住民の用に供する

            サーベイメーターを5,700台整

備

・対象期間　平成24年4月1日

　　　　　　　　　　　～平成25年3月31日

・交付事務のスケジュール

　5月～6月　交付申請・決定

　10月～11月　変更交付申請（1回目）

　　　　　　　　　　変更交付決定（1回目）

　11月～12月　概算払い申請・決定

　平成25年3月　変更交付申請（2回目）

　　　　　　　　　　変更交付決定（2回目）

保健

福祉

部

3-1 応 ④ 32

仮設住宅等

の被災者に

対する健康

支援活動

被災者健康

サポート事

業

県、市

町村

47,390 908,775

　被災者の健康状態の悪化予防及び健

康不安の解消を図るため、仮設住宅入

居者等に対する健康支援活動を実施す

る。

・保健師、看護師、栄養士等保健医療

専門職による避難所・仮設住宅等での

健康支援活動を継続して実施した。

・県看護協会に委託し、新たに被災者健

康支援活動に従事する保健医療専門

職を募集・雇用し、被災市町村での健康

支援業務等を支援した。

　雇用専門職：保健師・看護師６名

　　　　　　　　　 管理栄養士・栄養士３名

                   歯科衛生士１名

  応援活動先：被災５町村

　　　　　　　　　 保健福祉事務所2箇所

◇被災者健康支援事業

　 被災市町村と役割分担し、保健医療

専門職が集会所等における健康相談、

健康教室、栄養・食生活支援、口腔ケア

支援や要支援者訪問等を実施。

　 ・県保健福祉事務所：23年度より継続

　 ・被災者栄養食生活支援事業（県栄

養士会委託、24．6月～予定）

　 ・被災者口腔ケア支援事業（県歯科

衛生士会委託、24．6月～予定）

◇被災者健康支援体制整備事業

　 ・県看護協会委託による保健医療専

門職確保と活動支援（23年度より継続

中）

　・保健医療専門職の雇用、被災者等

への健康支援事業を実施する市町村へ

の事業経費の補助（補助率10/10、24.4

月～開始）

保健

福祉

部

重点重点重点重点プロジェクトにプロジェクトにプロジェクトにプロジェクトに係係係係るるるる主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表

事業番号

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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３　県民の心身の健康を守るプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

3-1 応 ⑧ 4

モニタリング

ポスト緊急整

備事業（1再

掲）

同左 国 5,760,000 －

　発電所周辺及び県内全域に可搬型モ

ニタリングポストを、学校等に小型のリ

アルタイム線量計を設置し、空間線量を

インターネット上にわかりやすく公開す

る。（ふくしまの子どもを守る緊急プロ

ジェクト事業）

・リアルタイム線量計2,700台（平成24年

2月21日運用開始）

・可搬型モニタリングポスト525台設置完

了

・リアルタイム線量計2,700台及び可搬

型モニタリングポスト545台（応急的モニ

タリングポスト整備事業の20台を含む）

平成24年4月2日より本格運用開始

・測定結果をホームページ上で閲覧可

能。

【福島県】

http://radioactivity.mext.go.jp/map/ja/

【文部科学省】

http://fukushima-radioactivity.jp/

生活

環境

部

3-1 応 ⑧ 5

応急的モニ

タリングポス

ト整備事業

（１再掲）

同左 国 181,446 －

　長期化する事故の状況に対応し、恒

常的にモニタリングができるよう県内各

地域の主要都市や発電所周辺に可搬

型モニタリングポストを設置し、空間線

量をインターネット上にわかりやすく公

開する。（国当初予算）

・可搬型モニタリングポスト20台（平成23

年9月9日運用開始）

・リアルタイム線量計2,700台及び可搬

型モニタリングポスト545台（応急的モニ

タリングポスト整備事業の20台を含む）

平成24年4月2日より本格運用開始

・測定結果をホームページ上で閲覧可

能。

【福島県】

http://radioactivity.mext.go.jp/map/ja/

【文部科学省】

http://fukushima-radioactivity.jp/

生活

環境

部

3-1 応 ⑧ 10

農林水産物

等モニタリン

グ事業（１再

掲）

同左 県 12,585 323,324

　農林水産物等の安全性の確保に向

け、緊急時モニタリング検査を実施する

ととに、その結果を消費者や生産者、流

通業者に迅速かつ的確に公表する。

各種農産物について随時モニタリング

調査を実施。

農業総合センターにゲルマニウム半導

体検出器を10台設置するとともに、新た

に分析課を組織し、精密機器と専門職

員の配置により検査体制を強化した。８

月末に分析課設置、９月から分析点数

を拡大。

モニタリング実績 19,971点（H24年3月

末現在）

また、産地における農林水産物の安全

性確認のため、放射線測定機器を市町

村・JAに51台導入。（農林水産省補助

事業）

　本県産の農林水産物等のモニタリン

グ検査の実施。

農林

水産

部

3-1 応 ⑧ 9

飲料水の放

射性物質モ

ニタリング体

制の整備 （１

再掲）

水道水質安

全確保事業

県 52,085 4,199

県内の複数の水道事業体に放射能検

査機器を配備し、水道水における放射

性物質の迅速かつ効果的な検査を実施

する。また、水道給水区域外において、

飲用水として使用している井戸水や湧

き水について、モニタリングを行う。

・飲料水の放射性物質モニタリング検査

用機器設置費用の補助について事業

完了。

・緊急時避難準備区域等の飲料水の安

全性を確認するため、新たにゲルマニ

ウム半導体検出装置を配備。→装置配

備3/14,検査開始3/19

県内の複数の水道事業体に放射能検

査機器を配備し、水道水における放射

性物質の迅速かつ効果的な検査を実施

する。また、水道給水区域外において、

飲用水として使用している井戸水や湧

き水について、モニタリングを行う。

 保健

福祉

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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３　県民の心身の健康を守るプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

3-1 応 ⑧ 11

放射能簡易

分析装置整

備事業（１再

掲）

同左 県 1,380,570 741,693

　食品の安全・安心を確保するため、住

民に身近な公共施設等に自家栽培農

作物や飲用井戸水などの放射性物質を

分析するための放射性物質簡易測定機

器を整備する。あわせて、住民自らが検

査し確認できる体制の構築に向けて、

放射能の正しい知識や、検査機器の操

作法に関する研修会を開催する。

・検査機器について

492台（内訳：県2台、市町村490台

95％）配備済み

　【県貸与】338台（市町村へ無償貸与・

配備）

　【国貸与】125台（県及び全市町村に１

台以上配備済み）

　【日本赤十字から贈与】29台

・研修について

　市町村職員等を対象に、基礎・実技の

研修会を5回

　実施・分析装置設置時に、操作員等を

対象に機器の操作、検査結果の分析や

留意点などに関する研修を各市町村に

おいて実施

・検査機器について

※総配備予定台数520台（県2台、市町

村518台）

　6月以降、28台配備予定（国貸与）

・研修について

　(1)操作員、市町村職員を対象

　　基礎・操作等の研修を実施

　(2)市町村職員を対象

　　レベルアップ研修を実施

　(3)地域住民等を対象

　　地域住民を対象に説明会等を実施

生活

環境

部

3-1 応 ⑧ 12

食品中の放

射性物質の

検査を実施

する事業（１

再掲）

食品中の放

射性物質対

策事業

県  13,452

　県内産農林水産物等を原材料とする

加工食品を中心に、市場等に流通する

食品等についての安全を確認するた

め、食品中の放射性物質検査を実施

し、その結果に基づいて、基準値又は

暫定規制値を超過する食品等を排除す

ることにより、市場等に流通する食品に

ついての安全確保を図る。

衛生研究所に配備されたゲルマニウム

半導体検出装置を使用し、県内に流

通、販売される加工食品等1,268検体を

検査し、あんぽ柿等計４１検体の暫定規

制値を超える食品が認められた。

県内産農林水産物を原材料とする加工

食品等を対象に放射性物質を検査す

る。

検査検体数：5,000検体

検査機関：衛生研究所

保健

福祉

部

3-1 応 ⑧ 12

食品中の放

射性物質の

検査を実施

する事業

学校給食モ

ニタリング事

業

県、市

町村

- 261,239

　学校給食に対する保護者の不安を軽

減し、学校給食に対して一層の安心を

確保するため、県内市町村において学

校給食に含まれる放射性物質の検査を

行うとともに、保護者を対象に学校給食

と放射線に関する説明会等を行う。

（H24新規事業） 希望する各市町村毎に学校給食1食分

に含まれる放射性物質の検査を民間機

関に委託し、検査結果を公表する。

また、保護者を対象とした説明会等を実

施する。

教育

庁

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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３　県民の心身の健康を守るプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

3-1 原 ① 11

野生鳥獣放

射線モニタリ

ング調査事

業

同左 県 1,000 1,912

　主な狩猟鳥獣の肉の放射性物質検査

を行い、その結果を随時公表することに

より、狩猟者等県民に必要な注意の喚

起等を行う。

イノシシ、ツキノワグマ、ニホンジカ、ノウ

サギ、キジ、ヤマドリ、カモ類計261検体

の調査を実施した。

県内7方部において、イノシシ、ツキノワ

グマ、ニホンジカ、キジ、ヤマドリ、カモ

類について、1月あたり３０頭羽程度を

目安に調査を継続する。

生活

環境

部

3-1    　

母子の健康

支援事業

県  106,166

　妊婦や乳幼児の保護者を対象とした

電話相談窓口を設置するとともに、母乳

の放射性物質濃度検査を希望する場合

にその検査費用を助成する。

（平成24年度新規） （１）ふくしまの赤ちゃん電話健康相談

　福島県助産師会に委託し、電話相談

窓口を設置、健康や育児に関する相談

に応ずる。

（２）母乳育児支援事業

　母乳育児に対する不安や悩みについ

て、電話相談で対応するとともに、放射

線の健康への影響を心配し、母乳の放

射性物質濃度検査の実施を希望した場

合は、検査を実施する。（検査機関へ委

託）

保健

福祉

部

3-1     

新生児聴覚

検査支援事

業（４再掲）

県  104,039

　安心して子どもを生み育てられる環境

整備の一環として、先天性聴覚障がい

の早期発見を支援するため、新生児聴

覚検査に要する検査費用を無料化す

る。

 

　県内に住所を有する保護者の新生児

の聴覚検査費用について県が負担す

る。

保健

福祉

部

3-1 子 ① 33

子どもの健

康を守るた

めの保健・医

療サービス

の強化

子どもの医

療費システ

ム改修等支

援事業（４再

掲）

市町

村

　 100,000

　安心して子どもを生み育てられる環境

を整備するため、子どもの医療費助成

制度改正に向けた市町村のシステム改

修等に係る経費を補助する。

　

子どもの医療費システム改修費等支援

事業

　医療費助成対象年齢拡大に伴う市町

村のシステム改修等に対し補助を行う。

　補助率１／２ 保健

福祉

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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３　県民の心身の健康を守るプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

3-2 応 ④ 19

ふくしま医療

人材確保事

業

同左

県、市

町村、

医療

機関

等

780,866 1,743,638

　県内の医療提供体制の回復及び復興

に繋げるため、医療機関が行う医療人

材の確保等を支援する。

（１）災害により離職した医療従事者の

流出防止や医療提供体制の回復のた

め、医療機関等が実施する事業に補助

を行う。

→交付実績

（緊急医療体制強化事業）45件、被災失

業者雇用131名（医師28名、看護職員65

名、その他38名）、県外からの医療支援

347名（医師341名、その他6名）

（仮設診療所運営費助成事業）1件、富

岡町

（医療人材確保緊急支援事業）5件、相

双地域5病院

（災害医療研修事業）1件、県立医大附

属病院

（災害医療人材育成セミナー事業）7件

（２）緊急時避難準備区域に指定されて

いた区域内の医療機関に対し運転資金

を融資する。

→貸付実績３件。

（１）災害により離職した医療従事者の

流出防止や医療提供体制の回復のた

め、医療機関等が実施する事業に補助

を引き続き行う。

（２）県立医科大学に設置される寄附講

座に配置され、浜通りの医療機関に派

遣される医師の人件費を補助する。

保健

福祉

部

3-2 子 ① 32

地域医療再

生基金事業

地域医療再

生基金事業

（三次医療

圏）

県、市

町村、

医療

機関

等

79,275 3,085,733

　震災からの復旧と地域医療の再生を

図るため、地域医療再生計画（三次医

療圏）に基づく救急医療機関の機能強

化事業などを行う。

（１）放射線の健康影響に関する県民の

不安とストレスの軽減を図るため、放射

線に関する相談外来を設置する医療機

関に必要な経費を補助した（２件）。

（２）救急医療提供体制の強化のため、

二次救急医療機関の機能強化を図るた

めの設備整備に要する経費を補助した

（１件）。

（１）医師事務作業補助者を医療機関に

派遣して医師の負担軽減を図るなど、

地域医療を担う人材の確保を図る。

（２）救急医療提供体制の強化のため、

三次救急医療機関、二次救急医療機関

の施設設備整備等を補助する。

（３）小児・周産期医療提供体制の強化

のため、周産期医療機関の施設設備整

備等を補助する。

（４）がん医療にかかる施設設備整備等

を補助する。

保健

福祉

部

3-2 応 ④ 18

医療施設災

害復旧事業

医療施設災

害復旧事業

（病院・診療

所等災害復

旧事業）

医療

機関

1,500,000  

東日本大震災で被災した病院・診療所

等の復旧を支援する。

交付決定7件（病院）、51件（医科診療

所）、49件（歯科診療所）、19件（薬局）

一部医療機関が平成２４年度に繰越し

て事業を実施。

保健

福祉

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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３　県民の心身の健康を守るプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

3-2 応 ④ 16

地域医療支

援センター運

営事業

地域医療支

援センター運

営事業（地域

医療支援セ

ンター運営

事業）

県 1,709 62,372

　県内における医師の不足及び地域偏

在を解消し地域医療の充実を図るた

め、県内外からの医師確保に取り組む

とともに、医師のキャリア形成を支援す

る。

　平成23年12月22日に地域医療支援セ

ンターを福島県立医科大学内に設置し

た。

・　地域医療対策監　1名

・　専任医師　1名

・　専従職員　2名

　福島県立医科大学と連携を図りなが

ら、医師不足病院への医師確保支援や

修学資金被貸与者との個別面談等によ

る医師のキャリア支援等を行った。

○市町村や医療機関からの要請に応じ

た医師派遣等の調整

○県立医科大学地域医療等支援担当

教員派遣調整

○ドクターバンクの運営

○修学資金貸与者のキャリア形成支

援・相談

○県内医師確保・定着のための説明会

開催

○全国への情報発信

保健

福祉

部

3-2 応 ④ 21

看護職員等

緊急確保対

策事業（「子

②38看護師

を目指す人

材の育成を

支援する事

業」を含む）

復興を担う

看護職人材

育成支援事

業（県内定着

のための普

及・啓発事

業、看護学

生の心のケ

ア事業）

県 7,027 623,274

　看護職員の人材育成を図るため、首

都圏におけるフェア等を実施し、進学・

就職活動を支援するとともに、看護師養

成所の施設整備等を支援する。

3/17 就職フェア開催（東京都港区）

3/28～30 病院見学バスツアー開催

○県内定着のための普及啓発事業

・学生募集パンフレットの作成・配布

・看護師等養成所説明会開催

・就職フェア及び病院見学会を開催

○看護学生こころのケア事業

・双葉准看護学院から他の養成所に転

学した学生を対象に、臨床心理士によ

るカウンセリングを継続実施

保健

福祉

部

3-2    

医科大学施

設・設備整備

事業

同左 県 - 663,937

　福島県立医科大学医学部の定員増に

伴う学生の修学環境向上のための施

設・設備等に要する経費を補助する。

（Ｈ24新規事業） 　医科大学が実施する以下の事業に要

する経費を補助する。

①施設整備事業(新実習棟の整備)

 　　623,065千円

②施設改修事業(既存実習棟の改修)

　  　23,334千円

③機器等整備事業(実験機器等の整備)

    　17,538千円

総務

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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３　県民の心身の健康を守るプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

3-2    

緊急医師確

保修学資金

貸与事業

同左 県 267,492 374,370

　福島県立医科大学医学部に在学する

者であって、将来県内の公的医療機関

等の医師としての勤務に従事しようとす

る者に対し、修学に必要な資金を貸与

することにより医師の確保を図る。

　次の被貸与者に貸与。

①新規被貸与者(平成23年度に貸与を

決定)　36名

②継続被貸与者(平成20年度～22年度

までに貸与を決定) 89名

　医科大学医学部の定員増に伴い新規

の貸与枠を拡大し、平成24年度入学者

等を対象に新たに53名への貸付を予定

している。

　また、平成23年度以前に貸付を決定し

た122名にも継続して貸与を行う。

総務

部

3-2 災 ⑤ 2

看護職員定

着促進支援

事業

（「災⑤3看護

師等研修事

業」を含む）

看護職員離

職防止・復職

支援事業

県 44,727 193,158

　県内医療機関等への看護職員の安定

的確保を図るため、医療機関が行う新

人看護職員研修や看護職員の再就業

のための研修等を支援する。

・看護職再就業支援研修会

　期間：　H23.12.19～H24.2.9

　実施病院数：11病院

　参加者数：32名

・看護職就業支援情報メールサービス

事業

　ウェブサイトの構築

○看護職再就業支援研修会

　再就業を希望する潜在看護師等を対

象に最新医療に関する講義、看護技術

に関する実習等を実施

○新人看護職員研修事業

　各医療機関で新人看護職員研修にあ

たる者を対象に研修を実施

○看護職就業支援情報メールサービス

事業

　被災した看護職等を対象に求人情報

や住まい、子育て等に関する情報をウェ

ブサイト及びメールで発信

保健

福祉

部

3-2 　 　 　 　

看護教育体

制強化事業

県  91,401

　高度化する医療に対応できる臨床実

践能力の高い看護職を要請するため、

実習教員の配置や教育機器の整備等

を支援し、看護基礎教育の充実を図る。

（Ｈ24新規事業） ・シミュレーター等の最新教育機器の整

備を補助

・学生の指導にあたる指導教員の経費

を補助

・研究発表や看護教育研究を支援

保健

福祉

部

3-2 応 ④ 15

保健師等修

学資金

医療従事者

修学資金貸

与事業（保健

師等修学資

金貸与事業）

県 46,656 10,920

　東日本大震災の被災者であって保健

師、助産師、看護師、准看護師課程に

在学する者に対して、修学に必要な資

金を貸与する。

特別貸与　８名（１次 ６名、２次 ２名） 特別貸与

　継続貸与予定者数　２名

　新規募集人数　２６名

保健

福祉

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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３　県民の心身の健康を守るプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

3-2 応 ④ 20

ナースバンク

事業

ナースセン

ター事業(看

護師等求人

開拓・マッチ

ング事業）

県 17,278 6,191

　看護師の円滑な就業を支援するため

就職アドバイザーによる求人の掘り起こ

し及び求人・求職マッチングの促進を行

う。

・県看護協会に委託し、巡回相談実施

中（3/31現在 延べ61カ所巡回、相談件

数52件、就業件数18件）

・前年度から実施している巡回就職相

談を継続。回数、巡回先等を絞り込んで

実施。

・公共職業安定所と連携を図りながら実

施。

・医療機関を訪問し、ナースバンクへの

求人登録を促すとともに、医療機関の

状況、求人情報の詳細等を聞き取り調

査。

保健

福祉

部

3-3 原 ④ 15

放射線医学

県民健康管

理センターの

整備（最先端

診断・治療拠

点を整備す

る事業）（「原

④16最先端

医療提供の

ための人材

確保」を含

県民健康管

理拠点基本

構想策定事

業

福島

県立

医科

大学

 40,233

　将来にわたり県民の健康を守るため、

県民健康管理調査と一体的なものとし

て、福島県立医科大学において放射線

医学に関する最先端診断・治療拠点を

整備する。

3/29 基本構想策定事業公募型プロポ

ザール実施

県民健康管理調査に係る本部部門、早

期診断部門、最先端治療部門、教育・

人材育成部門の基本構想策定に補助。

○策定期間　平成24年10月15日まで

保健

福祉

部

3-3 原 ④ 14

国際的先端

医療を開発・

普及するた

めの事業

医療機器開

発・安全性評

価拠点整備

事業

（国際的先端

医療機器等

実証事業）（8

再掲）

県 H24新規 2,132,500

　世界をリードする高付加価値型の医

療機器を開発・実証研究を行う医療機

関・医療機器メーカー等に対して補助す

る。

事業説明会を3月8日に郡山市で、3月

16日に東京都で実施するとともに、3月

16日から第一回目の公募（ＢＮＣＴ開発

実証）を開始した。

（ＢＮＣＴ開発・実証）

4月16日に公募を締め切り。１件の応募

あり。

5月16日に審査会を開催。

5月末に交付決定を行う予定。

（手術支援ロボット）

6月上旬から公募予定。

商工

労働

部

3-3 原 ④ 17

国内外の保

健医療機関

との連携・協

働

　 県   

　長期間にわたり放射線の影響下での

生活を強いられる県民の健康と医療を

世界の英知を結集して支えるとともに、

原子力災害に立ち向かう本県の姿を世

界に発信するために、国際的な保健医

療機関との連携・協働体制の構築を進

める。

・平成２３年１２月１６日に厚生労働省に

要望活動を実施。

・平成２４年２月７日に内閣府、環境省、

外務省に要望活動を実施。

・県立医科大学の放射線医学県民健康

管理センターに国際連携部門を平成２４

年４月に設置することが決定。

・国際機関、海外の大学、海外研究機

関から専門家を招聘し連携・協働を図

る。

・県立医科大学における放射線医学の

世界最先端の研究、早期診断・治療拠

点整備の基本構想策定について、世界

の英知を結集しながら、効果的な実現

が図れるよう進める。

保健

福祉

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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３　県民の心身の健康を守るプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

3-3     

放射線医学

研究開発事

業

放射

線医

学総

合研

究所

 1,097,485

　将来にわたる県民の健康維持・増進

に資するため、放射性物質の生態系を

通じた人々への影響調査や被ばく線量

モニターの開発を支援する。

 － （１）原子力災害により放出された放射

性物質の生態系を通じた人々への影響

に関する調査に要する経費を補助す

る。

（２）被ばく線量モニター開発に要する経

費を補助する。

保健

福祉

部

3-3 子 ② 37

医薬品の開

発・研究を担

う人材を育

成するため

の事業(「産

②16創薬分

野の研究開

発・製品化支

援事業」を含

む）

福島医薬品

関連産業支

援拠点化事

業（８再掲）

県 H24新規 492,914

　創薬産業の振興を図るため、県立医

科大学に創薬分野の研究拠点を整備

するとともに、新規薬剤の研究開発等を

支援する。

(H24新規事業） 基本構想を策定する。

新規薬剤開発のための基礎データとな

るサンプルを1000検体収集する。

商工

労働

部

3-4 応 ① 20

被災者の心

のケア事業

同左 県 95,489 596,875

　精神保健センター等に心のケアセン

ターを設置し、専門職を中長期的に配

置して心のケアの支援体制を整備す

る。

ふくしま心のケアセンター開設（2/1）。委

託先は福島県精神保健福祉協会。

方部センターの開設に向けて準備中。

４／１福島県精神保健福祉協会と契約

済み。

４／１３県北、県中、県南、会津、相馬、

いわき方部センター開設済み。

保健

福祉

部

3-4 子 ① 9

教育相談を

推進する事

業

教育相談推

進事業

県 292,874 514,283

　不登校、いじめ、暴力、中途退学など

の問題を抱える児童生徒等に対して、

また、東日本大震災、原発事故により被

災した児童生徒等に対してスクールカウ

ンセラーを学校に派遣して心のケアを行

うとともに、市町村、教育事務所等にス

クールソーシャルワーカーを配置、活用

して問題を抱える児童生徒がおかれて

いる様々な環境（家庭･学校・地域等）へ

働きかけ、関係機関とのネットワークを

活用するなどして支援を行う。

【スクールカウンセラー】これまでに、東

京都、埼玉県臨床心理士会等から191

名の派遣を含め、現在、幼稚園3園、小

学校119校、中学校172校、高等学校74

校、特別支援学校3校、合計371校に派

遣。

【スクールソーシャルワーカー】本宮市、

川俣町、矢吹町、会津坂下町、南会津

町、大熊町の１市5町及び各教育事務

所（南会津除く）に計18名を派遣。

　スクールカウンセラーの中学校、高等

学校への全校配置を目指し、中学校派

遣のスクールカウンセラーは中学校区

の小学校に対しても相談に応じる体制

を確立する。加えて問題を抱える小学

校に対しては、スクールカウンセラーを

追加配置して心のケアを行う。
教育

庁

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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３　県民の心身の健康を守るプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

3-4 子 ① 9

教育相談を

推進する事

業

子ども２４時

間いじめ電

話相談事業

県 1,686 1,742

 相次ぐ自殺などいじめの問題の深刻化

を踏まえ、いじめ問題の対策として、福

島県全域を対象とした２４時間電話相談

体制を整備する。

平成２３年度は、いじめに関する相談件

数は３１７件中１２０件。震災の影響から

か、例年は夏休みに相談件数が減るも

のの、８・９月の相談が多いという特徴

が見られた。

児童生徒の心のケア及びサポートのた

めに２４時間の相談体制を実施する。

教育

庁

3-4 子 ① 9

教育相談を

推進する事

業

生徒指導総

合推進事業

県 5,158 5,760

学校、教育支援センター（適応指導教

室）、関係機関等の連携による未然防

止を含めた不登校児童生徒等への効

果的な指導・支援の在り方に関する調

査研究を行う。

「生徒指導推進協議会」や「運営協議

会」を開催した。教育相談担当者会議を

県内６箇所で開催し、スクールカウンセ

ラーの有効な活用と不登校児童生徒へ

の組織的な対応を目指した研修を行い

教育相談担当者の資質向上を図った。

教育支援センター（適応指導教室）等指

導員研修会を開催し、教育指導体制の

充実を図った。

福島市、白河市、会津若松市で調査研

究を行った。

教育支援センター（適応指導教室）等指

導員研修会を開催し、関係機関の連携

をどのように構築するかを協議する。教

育相談担当者協議会を開催し、小・中・

高・特別支援学校の情報交換を行うと

同時に、将来設計や人生を見つめ自主

的自発的な児童生徒の育成を図るキャ

リアカウンセリングの研修を行う。『適応

指導教室訪問』『運営協議会』を実施し

て、県内全域に調査研究の成果を普及

する。福島市、白河市、会津若松市で調

査研究を行う。

教育

庁

3-4 子 ① 9

教育相談を

推進する事

業

スクールカウ

ンセラー活

用事業（高

校）

県 23,854 24,192

高校生の問題行動や不登校等を未然

に防止するために、個々の生徒の状況

を早期に把握し、早期に対応するととも

に、教職員の教育相談に関する資質向

上を図ることをねらいとし、県立高等学

校にスクールカウンセラーを配置する。

本事業により、県立高等学校５２校（本

校47校＋分校5校）にスクールカウンセ

ラーを派遣した。さらに、東日本大震災

に被災した生徒の心のケアを目的に緊

急時スクールカウンセラー派遣事業に

より、22校に追加派遣した。

本事業により、県立高等学校５２校（本

校47校＋5校）にスクールカウンセラー

を派遣する。さらに緊急時スクールカウ

ンセラー派遣事業により３８校に派遣す

る。
教育

庁

3-4 子 ① 35

被災乳幼児

と家族の心

のケア事業

同左 県 14,098  

不安やストレスを抱えた乳幼児やその

家族に対して、心の安定を図るため市

町村の母子保健事業を通じて適切な時

期に的確に支援を行う。

・心理士等の専門家派遣依頼のあった

市町村数（H24年1月末現在）：22市町

村、相談件数：1,102件

・子どもの心の健康普及を図るためリー

フレットを作成し、市町村を通じて対象

者へ配付。

3-36子どもの心のケア事業の中で実施

保健

福祉

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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３　県民の心身の健康を守るプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

3-4 子 ① 36

子どもの心

のケア事業

同左

県、民

間団

体

10,757 125,189

　被災３県の子どもたちの健やかな成長

を支援するために設置された「東日本大

震災中央子ども支援センター」を活用

し、専門的人材の派遣や研修会等の開

催、心の健康の普及啓発等を行う。

・専門的、継続的な支援を必要とする児

童や家庭への指導や相談の実施

　23年3/11～24年3月末までの震災関

連相談件数：380件（うち電話相談室へ

の相談件数：132件）

・保護者、支援者（保育士、教員等）及

び市町村職員等に対する研修会の開催

　各児童相談所ごとに開催（計8回実

施）

　県外（山形県で1回実施）

・震災孤児・遺児への支援

・各種支援情報の提供

　パンフレット作成：250,000部

　配布先：震災孤児・遺児の家庭、市町

村、小中学校、幼稚園、保育園等

○専門的人材等の確保・調整及び子ど

もに関する情報の収集・分析等を行う

「東日本大震災中央子ども支援セン

ター」において、専門的人材の派遣や研

修会等の開催、心の健康の普及啓発等

を行い、県外避難者を含め、震災により

様々なストレスを受けた子どもたちや保

護者をより効果的に支援する。

○昨年度に引き続き、児童相談所及び

保健福祉事務所の相談・支援体制の強

化を図る。

○昨年度に引き続き、乳幼児健診等に

心理士等の専門職等を派遣し、被災乳

幼児と家族の心のケアを行う。

保健

福祉

部

3-4 応 ① 16

スクールカウ

ンセラー等

緊急派遣事

業

緊急スクー

ルカウンセ

ラー等派遣

事業

県 22,887 30,044

　臨床心理士等をスクールカウンセラー

として配置し、県内の各私立学校（幼稚

園、小中高等学校、専修・各種学校）か

らの要請を受けて派遣し、被災した児童

生徒等の心のケア、教職員・保護者等

への助言・援助等を行う。

福島県臨床心理士会へ事業委託。7月1

日以降27校へ15人計258回派遣

福島県臨床心理士会へ委託。

35校へ計840回派遣を行う予定。

総務

部

3-4 応 ① 19

アウトリーチ

推進事業

精神障がい

者アウトリー

チ推進事業

（震災対応型

アウトリーチ

推進事業）

県 28,532 55,281

　相双地域の在宅精神障がい者で震災

が原因となり精神症状が表出している

者等を対象に、多職種支援チームによ

り包括的支援を行う。

12/15から事業実施。 ４／１ＮＰＯ法人相双に新しい精神科医

療保健福祉システムをつくる会と契約済

み。（２箇所２チーム）

保健

福祉

部

3-4 子 ③ 1

ピアカウンセ

リングによる

相談や交流

を行う事業

青少年総合

相談支援事

業（ピアカウ

ンセリング事

業）【H24新

規】

県 6,770

　震災によるストレス等を抱える青少年

を支援するため、ピア（仲間）による対面

型及び交流型カウンセリングを行う。

（H24新規事業） 対象となる青少年を広く募り、6月以降

に交流型プログラムを開始予定。

(1)交流型ピアカウンセリング（主に本人

を対象とした交流会）

　週2回2月1クール又は月2回3月1クー

ルで6方部実施

(2)対面型ピアカウンセリング（主に保護

者を対象とした面接）

　交流会に合わせて月1回実施

(3)ピアサポーターの養成　等

生活

環境

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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４　未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

4-1 子 ② 7

ふくしまっ子

体験活動応

援事業

同左 県 3,628,631 2,002,093

　子どもたちがのびのびと活動できる環

境が少なくなっている中で、子どもの健

全育成を図るため、自然体験活動や交

流体験活動を実施する学校・団体等に

対して補助を行う。

【移動教室体験活動応援事業】

申請件数744件、65,842人（うち、子ども

61,120人）

【体験活動応援補助事業】

申請件数11,382件、397,881人（うち、子

ども323,601人）

【自然の家体験活動応援事業】

日帰り：13回開催（実績人数1,723人）

宿泊：1泊2日5回開催・2泊3日2回開催

（実績人数970人）

【移動教室体験活動応援補助事業】

小・中学校が行う宿泊を伴う体験活動に

ついて、宿泊費と活動費・交通費を補助

する。

【体験活動応援補助事業】

幼稚園や社会教育団体等が行う宿泊を

伴う体験活動について、宿泊費、交通

費・体験活動費を補助する。

【自然の家体験活動応援事業】

会津自然の家と郡山自然の家におい

て、夏冬各１回ずつ体験活動を実施す

る。

教育

庁

4-1 子 ① 40

安心して子

どもを遊ば

せることがで

きる屋内施

設等の整備

を推進する

取組

屋内遊び場

確保事業

市町

村、民

間団

体

　 220,352

　子育て世帯のストレス軽減、子どもの

体力向上を図るため、市町村や民間団

体による屋内遊び場の整備を支援す

る。

郡山市が整備した屋内遊び場の運営費

を補助。

（地域の子育て力向上事業で実施）

【市町村】

　◇補助率：2/3。◇補助上限額：50,000

千円(１市町村あたり)。◇補助対象経

費：備品購入費等及び運営費。◇当初

予算額：約200,000千円。

【民間団体】

　◇補助率10/10。◇補助上限額：1,000

千円(１団体あたり)。◇補助対象経費：

備品購入費。◇当初予算額：約20,000

千円（20団体からの応募を見込む）。

保健

福祉

部

4-1 子 ① 16

地域の寺子

屋推進事業

同左

県、民

間団

体

12,894 13,024

　東日本大震災に伴い地域コミュニティ

の再生が求められていることから、知恵

と経験のある方と、子どもとその親が地

域の資源を活用して交流する取組を県

内各地に拡大する。

・避難所・仮設住宅においての寺子屋

17か所　752名参加

・地域の寺子屋モデル団体への補助

20団体

・寺子屋セミナー　2回　65名参加（郡山

市、会津若松市）

・祖父のための孫育て講座　2回　40名

参加（郡山市、会津若松市）

（１）地域の寺子屋設置支援事業

　　補助実施団体は、既存16団体、新規

20団体を予定。

（２）世代間交流コーディネーター設置事

業

　地域の寺子屋の設置相談や世代間交

流に関するアドバイスを行う「世代間交

流コーディネーター」を設置。

（３）地域の寺子屋推進セミナー開催事

業

　県内２箇所で開催予定

（４）仮設住宅等におけるの寺子屋の実

施

　40回程度開催予定

保健

福祉

部

重点重点重点重点プロジェクトにプロジェクトにプロジェクトにプロジェクトに係係係係るるるる主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表

事業番号

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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４　未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

4-1 子 ① 31

保育料の減

免に対する

支援

震災対応保

育サービス

等支援事業

(保育料等減

免事業)

県 563,340 426,396

　東日本大震災に伴う保育料の減免を

実施する市町村に対して補助を実施す

る。

・平成２２年度（H23.3.12～H23.3.31の期

間分）

　６市町　　　　　　　31,240千円

・平成２３年度

　３６市町村　　　257,510千円

東日本大震災に伴い、収入の減少また

は支出が増大した世帯に対する保育料

の減免を実施する市町村に対して補助

を実施する。

保健

福祉

部

4-1 子 ① 17

地域の子育

て力向上事

業

同左

県､市

町村、

民間

団体

264,250 44,623

　東日本大震災による地域コミュニティ

喪失等により増加した子育て世帯の負

担の軽減を図るため、子育て支援者の

人材育成を実施するとともに、市町村や

民間団体等が実施する子育て支援に関

する各種事業に対して補助を行う。

・県企画事業

　子育て支援者の人材育成のためのア

ンケート調査を実施したほか、各保健福

祉事務所（相双を除く）において、地域

の実情に合わせた子育て支援事業を実

施した。

・市町村企画事業

　補助実績　３０市町村

・民間団体企画提案事業

　補助実績　１０団体

・県企画事業

　子育て支援者の人材育成を実施する

ほか、各保健福祉事務所において、そ

れぞれの地域の課題に対応した事業を

実施する。

・市町村企画事業

　補助予定　３市

・民間団体企画提案事業

　補助予定　１０団体

保健

福祉

部

4-1 子 ① 34

被災妊産婦

支援事業

同左 県 4,033 5,900

　被災した妊産婦等に対し、安心して出

産、子育てができるよう、助産師による

訪問や相談・交流会を行う。

家庭訪問件数（8月～3月）

　妊婦　実　11件、延べ　15件

　産婦・乳児　実　349件、延べ　560件

（1）被災妊産婦等の訪問支援

　　仮設住宅等へ訪問し、被災妊産婦

等に対して保健指導を行う。

（２）被災妊産婦等の相談・交流会

　　被災妊産婦等の健康や育児の様々

な悩みや不安に対応するために相談会

や交流会を開催する。

保健

福祉

部

4-1 子 ① 33

子どもの健

康を守るた

めの保健・医

療サービス

の強化

子どもの医

療費システ

ム改修等支

援事業

市町

村

　 100,000

　安心して子どもを生み育てられる環境

を整備するため、子どもの医療費助成

制度改正に向けた市町村のシステム改

修等に係る経費を補助する。

　 子どもの医療費システム改修費等支援

事業

　医療費助成対象年齢拡大に伴う市町

村のシステム改修等に対し補助を行う。

　補助率１／２ 保健

福祉

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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４　未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

4-1 　 　 　　

 

新生児聴覚

検査支援事

業

県  104,039

　安心して子どもを生み育てられる環境

整備の一環として、先天性聴覚障がい

の早期発見を支援するため、新生児聴

覚検査に要する検査費用を無料化す

る。

 　県内に住所を有する保護者の新生児

の聴覚検査費用について県が負担す

る。

保健

福祉

部

4-1 子 ① 30

震災対応保

育サービス

等支援事業

同左

市町

村

10,187 8,400

　被災した未就学児に対する保育体制

の確保及び保育活動の支援を行う。

【仮設住宅に住む未就学児に対する保

育事業】

　平成２３年度：２町、４箇所

【仮設住宅に住む未就学児に対する保

育事業】

　昨年度に引き続き、避難元市町村が

仮設住宅地域の集会施設を利用し、臨

時の保育活動を行う場合、初期整備と

しての物品購入費用（１施設当たり上限

４０万円、但し単価１０万円未満）につい

て補助。なお、賃貸物件を利用して行う

場合、別途月額家賃補助（上限１０万

円）を行うものとする。

保健

福祉

部

4-2 子 ② 1

学力向上推

進支援事業

学力向上推

進支援事業

（義務）

県 3,134 46,661

　小・中学校において、全県的な学力調

査を実施し本県児童生徒の学力の実態

を把握するとともに、授業改善を図る定

着確認シートの活用促進、児童生徒の

学習習慣・生活習慣の確立に取り組

む。また、有識者等の参加による学力

向上に向けた会議を開催する。

　東日本大震災の影響により、「学習習

慣、生活習慣育成事業」と「授業改善を

図る定着確認シート事業」のみを実施

し、県内全域で、児童生徒の学習習慣、

生活習慣の確立を図るとともに、定着確

認シートを各学校において活用した。

　平成２４年度は、前年度に引き続き、

「学習習慣、生活習慣育成事業」及び

「授業改善を図る定着確認シート事業」

を実施するとともに、「福島県学力向上

改善事業」及び「学力調査研究事業」を

実施し、全県的な学力調査及び有識者

等による学力向上に向けた会議を開催

する。

教育

庁

4-2 子 ② 1

学力向上推

進支援事業

学力向上推

進支援事業

（高校）

県 26,828 32,598

　生徒一人一人の進路希望実現のた

め、大学進学に向けた取組や、確かな

学力向上のための基礎力養成・キャリ

ア教育に関する取組の支援などを行う。

・「確かな学力」向上のための基礎力育

成プラン（２６校対象）

　自主教材の作成、外部講師を活用し

た学習会、講演会、教員の校内研修等

・大学進学希望実現事業（１５校対象）

　思考力・読解力・表現力育成講座の実

施、生徒の進学意欲の向上を図る取組

等

・合同学習セミナー

　参加者数　１年生１２３名　２年生９２

名

・「確かな学力」向上のための基礎力育

成プラン（２５校対象）

・大学進学希望実現事業（１５校対象）

・合同学習セミナー（参加者数　１年生１

３０名程度　２年生１００名程度）

教育

庁

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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４　未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

4-2 子 ② 1

学力向上推

進支援事業

中山間地域

インターネッ

ト活用学力

向上事業

県 11,238 12,654

　中山間地域の学習指導及び学習環境

の充実を図るため、町村が実施するイ

ンターネットを活用した学校間の連携に

よる学力向上の取組を支援する。

南会津町及び檜枝岐村の６中学校にお

いて、ライブ授業及び夏季講習ライブ授

業を実施するとともに、講演と生徒発表

を取り入れた６校合同の全体勉強会を

実施した。また、矢祭町及び鮫川村の７

小学校において、各学校と大学、教育

センター等を結んだネットワークシステ

ムを構築し、ＴＶ会議システムを活用し

た交流授業を行い、その授業の様子を

ネットで配信した。

平成２４年度は、対象校を南会津の７つ

の中学校に拡大し、学校と民間の教育

事業者との連携によるライブ授業（数

学、英語）と、ＴＶ会議システムによる双

方向性の高い交流授業を実施するとと

もに、ゼミ教材を活用し望ましい学習習

慣・生活習慣の育成を図る。また、学習

意欲向上のための全体勉強会を実施す

る。

教育

庁

4-2 子 ② 4

理数教育を

充実するた

めの事業

理数教育充

実事業（義

務）

県 － 7,555

　科学技術に対する関心と基礎的素養

を高めるとともに本県の復興を担う人づ

くりの一翼を担うため、理数に関して、教

員の指導力向上、児童生徒の基礎基本

の確実な定着、専門的な学習の充実を

図る。

（Ｈ２４新規事業） 　理科については、質の高い授業を実

施するため、理科学習指導プランや観

察実験の技能を高めるためのＤＶＤを作

成する。また、小学生を対象に最先端

の科学に触れる理科講座を県内３箇所

で開催する。算数・数学については、小

学生を対象とした算数講座や小・中学

生を対象としたジュニアオリンピックをそ

れぞれ県内３箇所で開催する。さらに、

放課後等における理数の学習支援とし

て、希望する小・中学校にサポート

ティーチャーを派遣する。

教育

庁

4-2 子 ② 4

理数教育を

充実するた

めの事業

理数教育充

実事業（高

校）

県 － 748

　科学技術に対する関心と基礎的素養

を高めるとともに、本県の復興を担う人

材育成のために、理数に関して、教員

の指導力向上、児童生徒の学ぶ環境や

専門的な学習の充実を図る。

（Ｈ２４新規事業） 県内の高校生等が６名で１つのチーム

を編成し、理科や数学の課題を解く競技

大会を開催する。（１１月実施予定）

教育

庁

4-2 子 ② 5

地域医療の

担い手を育

成する事業

ふくしま地域

医療の担い

手育成事業

県 0 4,234

　医学と地域医療に対する関心や医学

部受験に向けての学習意欲を高めるた

め、医学部進学を希望する高校２年生

に対して、診療所等において地域医療

の現場に触れる機会を設けるとともに、

最新の医学や放射線医学等に関する

講義・実習を実施する。

震災の影響により中止 ・県立医科大学における講義・実習など

の取組（７月実施予定）

・各地区診療所等における講義・現場見

学などの取組（８月実施予定）

・放射線医学総合研究所における講義・

演習などの取組（８月実施予定）

教育

庁

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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４　未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

4-2 子 ② 29

再生可能エ

ネルギー教

育を充実す

るための事

業

（いわき明星

大学主体の

連携事業）

県、市

町村、

私立

－ 0

　学校において発達の段階に応じたエ

ネルギーに関する学習に取り組むことを

通して、再生可能エネルギーと資源の

利用に関する意識の醸成を図り、循環

型社会の形成に向けて主体的に行動す

る態度や資質、能力を育成する。

（Ｈ２４新規事業） 小・中・高等学校のモデル校各３校にお

いて、各学校での講演会や発電施設見

学等によるエネルギー学習を行い、モ

デル校が一堂に会して実践発表会を実

施するとともに、各モデル校の取組を実

践事例としてまとめ、県内各校へ配付す

る。

教育

庁

4-2 子 ② 10

道徳教育を

推進する事

業

道徳教育総

合支援事業

・人権教育開

発事業

県 0 6,006

　学校と家庭・地域が一体となって取り

組む道徳・人権教育を推進し、県民一

丸となって「生きる力」を身に付ける機会

とするため、道徳教材の開発や道徳の

時間の公開などを実施する。

東日本大震災のため事業中止。 道徳教材の開発の取組み、道徳教育地

区別推進協議会に係る推進校７校によ

る道徳教育の実践研究の取組みなどに

より、福島県の道徳教育を活性化させ

る。西郷村教育委員会に再委託し、１園

８校で人権教育総合推進地域事業に取

り組む。

教育

庁

4-2 子 ② 17

体力向上を

推進する事

業

児童生徒の

体力向上推

進事業

県 730 2,799

　東日本大震災の影響により、運動能

力が著しく発達する時期の運動機会を

失ったことにより、一層の体力低下が懸

念されることから、児童の運動習慣を確

立するとともに、効果的な指導方法を身

に付け、指導者の資質向上を図るた

め、体育コーディネーターを派遣する。

【体力向上推進事業】

１　子どもの体力向上支援委員会の開

催　（12月・2月）

２　小・中・高体育主任連絡協議会の開

催　県内7地区開催（1～2月）

３　体力向上啓発リーフレットの配布

　　公立小・中学校の児童生徒（3月）

１　子どもの体力向上支援委員会の開

催

２　小中高体育主任連絡協議会の開催

３　体育コーディネーター派遣

４　体力・運動能力調査の実施と結果の

分析

教育

庁

4-2 子 ② 28

防災教育を

推進する事

業

学校におけ

る災害安全

支援事業

県 － 1,871

　東日本大震災の教訓を踏まえ、児童

生徒等の防災意識の高揚と主体的に行

動する態度等を育成し、児童生徒等の

安全確保を図るため、保護者や地域、

関係機関等と連携した学校安全の体制

づくりを行う。

１　防災対応マニュアルの整備

　　公立小・中・高等学校、特別支援学

校に

　　おいて100％（地震対応）

１　研究指定校への防災アドバイザー

派遣

２　防災科学技術を活用した避難訓練

の実施

３　災害ボランティア活動の推進

４　学校安全担当者研修会の開催

５　防災学習の指導資料作成

教育

庁

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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４　未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

4-2 子 ② 6

国際人を育

成する事業

双葉地区教

育構想（国際

人育成プラ

ン）

県 3,385 14,851

　双葉地区教育構想の基本目標である

「国際人として社会をリードする人材の

育成」の実現のために、海外留学や英

語を通した中高連携事業などを実施す

る。

ＡＬＴ１名配置（１０月～３月） ・海外留学事業

　①　生徒海外留学（１年間）

　②　フランス姉妹校との文化交流・ス

ポーツ交流（３週間）

・英語を通した中高連携事業

　①　ALTによる語学指導（２名配置）

　②　教員による中高連携

　③　生徒による中高連携

・国際理解事業

教育

庁

4-2 子 ① 22

私立学校被

災児童生徒

等就学支援

事業

私立学校運

営費補助金

（一般分）

私立幼稚園

教育振興助

成事業補助

金

私立専修学

校運営費補

助金

私立専修学

私立

学校

等

221,588 467,313

　東日本大震災及び東京電力福島第一

原子力発電所事故により被災した児童

生徒等の就学を支援するため、授業料

等減免措置を行った私立学校等に対し

て、減免相当額を補助する。

【私立学校運営費補助金】3/31現在、15

法人25校（小中高）へ148,819,291円支

払済。各幼稚園へ交付決定済50法人75

園

【私立幼稚園教育振興助成事業補助

金】各幼稚園へ交付決定済5園

【私立専修学校運営費補助金】8法人9

校交付決定済

【私立専修学校振興助成事業補助金】

10校交付決定済

各学校に対し、今年度の実施計画につ

いて照会→交付申請→交付決定

総務

部

4-2 子 ① 23

高校等奨学

資金貸付事

業

高校等奨学

資金貸付金

県 660,724 672,408

　東日本大震災や原発事故により被災

するなどして、経済的理由により就学困

難となった高校生等に対して、奨学資金

を貸与する。

震災特例採用（条件により返還義務の

免除あり）→貸与決定数 1,545人

通常の緊急採用→貸与決定数 7人

在学採用→274人

予約採用→100人

高校生等を対象とする奨学金募集・貸

与の実施

・在学採用

・予約採用

・緊急採用

・震災特例採用

教育

庁

4-2 子 ① 26

被災児童生

徒等就学支

援事業

同左 県 1,138,316 1,604,027

　東日本大震災や原発事故により被災

し、経済的理由により就園困難となった

幼児に対する幼稚園入園料・保育料、

及び経済的理由により就学困難となっ

た小中学生に対する学用品費等につい

て、市町村に対し補助を行う。

該当53市町村に対し、1,138,316千円

（被災幼児：156,502千円、被災児童生

徒：981,814千円）の補助金の交付を

行った。

平成２４年度は、前年度に引き続き、被

災幼児・被災児童生徒の避難先市町

村・避難元市町村に補助金を交付する

予定。

教育

庁

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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４　未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

4-2 子 ① 27

被災児童生

徒等特別支

援教育就学

奨励事業

同左 県 2,264 4,536

　東日本大震災により被災した特別支

援学校等に就学している幼児児童生徒

のうち、経済的理由により就学が困難と

なた者の保護者等に対して支援を行う。

　県立特別支援学校に通学する対象者

２２名に対し、2,263,256円を給付。

　特別支援学級（市町村）及び福島市立

養護学校は該当者なし。

　既対象者には引き続き支援を行うと伴

に、新たに対象となる児童生徒に対して

も支援を行っていく。

教育

庁

4-2 応 ④ 2

私立学校設

備整備事業

私立学校設

備整備事業

等補助金

福島県私学

振興基金協

会貸付金

私立

学校

等

559,368

33,459

貸付

468,242

　東日本大震災により被災した私立学

校（専門学校等含む）施設の災害復旧

を支援する。

【私立学校設備整備事業等補助金】

3/31現在、195校中、提出済116校、予

定なし79校

【福島県私学振興基金協会貸付金】

借換分 8件 238,695,200円

新規分 1件 　40,000,000円

   計          278,695,200円

【貸付金】

借換分  238,242千円

新規分  230,000千円

   計     468,242千円予定

総務

部

4-2 応 ④ 8

サテライト校

の教育環境

を整備する

事業

サテライト校

宿泊施設支

援事業

県 － 239,928

　県立高校のサテライト校の集約化に

伴い必要となる宿泊施設を確保する。

（Ｈ２４新規事業） 【いわき地区】…４宿泊施設

【南相馬地区】…２宿泊施設

【福島地区】……１宿泊施設

【郡山地区】……１宿泊施設

教育

庁

4-2 子 ③ 2

若者の社会

参画を促進

する事業

若者の社会

参画推進モ

デル事業

県 0 0

　震災を契機に再認識した家族や地域

社会の絆を生かし、中・高校生等若者

が主体的に企画運営し、社会参画を促

進するモデル事業を実施するとともに、

その定着を図るための各種事業を展開

する。

　（H23年度は、震災対応優先のため事

業中止）

事業内容について、福島大学と検討

中。

生活

環境

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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４　未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

4-2 子 ② 21

学びを通じて

地域コミュニ

ティ再生を支

援する事業

学びを通じた

地域コミュニ

ティ再生支

援事業（地域

支援推進事

業）

県 － 50,094

　震災後の地域コミュニティの再生を図

るため、学校や公民館等の施設を活用

しつつ、学習活動のコーディネート等に

よる地域住民の学習や交流活動を促進

するなど、学びを媒介としたコミュニケー

ションの活性化等の取組を支援する。

（Ｈ２４新規事業） 　公民館等の社会教育施設を活用し、

コーディネーターを中心に学習活動の

活性化を図っていくことで、地域住民の

学習・交流を促進する。これらを通じ、学

びを媒介としたコミュニケーションの活性

化や地域の課題解決の取組を支援し、

地域コミュニティの再生を図る。

・実施市町村数        １５（予定）

・コーディネーター数　３４（予定）

・研修会　　　　　　　　　　３（予定）

教育

庁

4-2 子 ② 22

学校支援地

域本部事業

学びを通じた

地域コミュニ

ティ再生支

援事業（学校

支援地域本

部事業）

県 3,617 15,897

  震災により大きな影響を受けた地域の

絆を新たに構築し、地域住民等の学習

成果の活用機会の拡充及び地域の教

育力の活性化を図るため、地域全体で

学校を支援する体制づくりを支援する。

◆実施市町村数：１３市町村

◆設置本部数：１８本部

◆コーディネーター数：２５名

◆支援対象学校数：７０校

　（小学校：４３校、中学校：２２校、幼稚

園：５校）

◆支援ボランティア数（のべ）：5,872名

◆支援回数：１，７４９回

※校舎が被災し使用できない学校の子

ども達の支援などに、ボランティアが大

きな役割を果たした。

　教員と子どもが向き合う時間を拡充

し、子ども一人ひとりに対するきめ細か

な指導をするために、地域人材や団体

などの参加を得て、学校と地域との連携

を深め、地域全体で学校教育を支援す

る体制を整備する。

・実施市町村数　 　１３（予定）

・実施支援本部数　１８（予定）

・実施学校数　　　　６８（予定）

・研修会　　　　　　　　３（予定）

教育

庁

4-2 子 ② 23

放課後子ど

もプラン（放

課後子ども

教室）

学びを通じた

地域コミュニ

ティ再生支

援事業（放課

後子ども教

室推進事業）

県 37,229 85,457

　震災後においても安心して子育てがで

きる社会の実現のため、地域の協力の

もと、子どもたちがスポーツ・文化活動

や交流活動を行う放課後子ども教室の

設置を支援する。

◆推進委員会：０回

◆研修会：１回

　参加人数：１４６名

◆実施市町村数：３６市町村

　教室数：１２５教室

　コーディネーター数：８２名

　安全管理員数：２３１名

　活動指導員数：２９４名

◆県立特別支援学校：４校

放課後や週末等に子どもたちの安全・

安心な活動拠点（居場所）を設け、地域

の方々の参画を得て、子どもたちととも

に勉強やスポーツ・文化活動、地域住

民との交流活動等の取組を実施するこ

とにより、子どもたちが地域社会の中

で、心豊かで健やかに育まれる環境づく

りを推進する。

・推進委員会２回、研修会３回（予定）

・実施市町村数　 ３８市町村（１１５教

室）

教育

庁

4-2 子 ② 27

双葉地区教

育構想

双葉地区教

育構想緊急

対応事業

県 20,430 67,890

　サテライト開設となった富岡高校の緊

急の寮に係る生活環境及びスポーツ競

技に係る授業トレーニング環境等を整

備する。

【寮生活環境整備】福島市、猪苗代町に

緊急の寮を設置。

【授業トレーニング環境等整備】練習用

具や遠征費用について支援。

【寮生活環境整備】福島市、猪苗代町に

緊急の寮を設置。

【授業トレーニング環境等整備】練習用

具や遠征費用について支援。

教育

庁

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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４　未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

4-2 　 　 　　

　

福島県私学

振興基金協

会貸付金

県 11,867 296,887

　東日本大震災によって、施設等に被

害を受けた私立学校の復旧費用に無利

子貸付を行う社団法人福島県私学振興

基金協会に対してその原資を貸し付け

る。

　また、被災した私立学校が、運営資金

又は経営安定資金を同協会から無利子

で借り入れることができるよう同協会に

利子相当額を交付する。

貸付

協会原資として、５法人（５件分）

10,933,000円を貸付け

利子補給

12法人14件の貸付利子相当分

933,844円を交付

貸付

49件、293,593千円を予定

利子補給

38件、3,294千円を予定

総務

部

4-2 応 ④ 1

県立学校施

設等災害復

旧事業

同左 県 4,810,518 7,196,530

　被災した県立学校施設等について、

建物・設備等の復旧を行う。

対象施設：1,017件（92施設）

完了数：813件（竣工金額割合25.9%）

前年度に引き続き早期復旧を目指す。

24校48棟の耐震補強を含む改修工事

他を実施。

教育

庁

4-2 応 ④ 9

適正な教員

の配置

(復旧・復興

の基盤づくり

のための教

員配置）※人

件費(予算書

なし）

県 － 3,937,000

　震災により遅れが懸念される児童生

徒の学習を支援するための教員を配置

する。

　被災した児童生徒の心のケアや学習

支援等に当たらせるとともに、県内外に

避難した児童生徒・保護者との連絡及

び教職員との連絡調整並びに学校再開

に向けての準備に当たらせた。(加配

452人）

　浜通りを中心に、被災した県内の児童

生徒の心のケアや学習支援等に当たら

せるとともに、教員を県外に派遣し県外

に避難している児童生徒の支援に当た

らせる。(加配　512人）

教育

庁

4-2 子 ① 18

県立学校施

設耐震改修

等事業

同左 県 381,651 3,031,751

　地震時における生徒等の安全を確保

するため、学校施設の耐震改修工事等

を行う。

11校17棟の耐震改修工事が完了。 Ⅰ高等学校施設整備

１　高等学校校舎改築事業　3校3棟

２　大規模改造事業　21校21棟

Ⅱ特別支援学校施設整備

１　大規模改造事業　3校4棟

Ⅲ　県有施設耐震改修事業　4校4棟の

耐震改修工事等を実施する。

教育

庁

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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４　未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

4-2 応 ④ 3

県立学校施

設応急仮設

校舎等設置

事業

同左 県 2,286,625 646,263

　地震等による被災や原発事故により

移転を余儀なくされた学校を対象に応

急仮設校舎の設置を行う。

設置数 18箇所30棟（10校＋サテライト9

校、うち1箇所2棟は、いわき明星大学校

舎使用）

8月末及び3月末まで完成済。

設置数 2箇所4棟（サテライト2校、うち１

箇所3棟は日本通運倉庫使用）

教育

庁

4-2 応 ④ 13

高校生通学

支援事業

高等学校維

持管理経費

（県立高等学

校通学費補

助事業）

県 142,545 78,396

　東日本大震災や原子力災害に伴い、

サテライト校への通学や転学を余儀なく

された生徒等に対して通学費の支援を

行うとともに、被災により実習施設を使

用出来ない学校が他の施設で実習する

ためのバスを運行する。

【通学バス】5/9～12/20まで運行

【通学費支援】延5,265人、71,160千円

【サテライト校実習バス】延６５台

【サテライト校タクシ－運行】延２０台

○　サテライト校に通学する生徒及び被

災により県内の他の高校へ転学した生

徒等に対し、公共交通機関などの利用

経費を支援する。

○　被災により実習施設を使用出来な

い学校において、実習授業を他施設で

行うためのバスを運行する。

教育

庁

4-2 応 ④ 5

社会教育施

設災害復旧

事業

同左 県 58,050 51,768

被災した社会教育施設について、建物・

設備等の復旧を行う。

実施期間：H23.10～H25.3（明許繰越）

対象施設：３件

・県立図書館…工事契約済

・県立美術館…調査設計完了

・いわき自然の家…事業実施に向け調

査設計を完了。

・県立美術館（収蔵作品の修復）…3/27

完了

・いわき自然の家（調整池の浚渫追加）

…調査設計を完了。

・いわき海浜自然の家…野営場ロッジ

復旧工事の実施

（明許繰越工事）

・県立図書館…公開図書室天井等復旧

工事の実施

・県立美術館…落水池等復旧工事の実

施

・いわき海浜自然の家…野営場法面崩

落復旧工事の実施

教育

庁

4-2 子 ① 28

震災孤児等

を支援する

事業

福島県東日

本大震災被

災児童支援

基金事業（２

再掲）

県 61,466 70,327

　震災により孤児・遺児となった児童の

生活及び修学を支援するため、寄付を

原資とした基金から定額の給付を行う。

東日本大震災被災児童支援基金給付

金給付要綱に基づき給付。

申請者142名、給付額計61,200千円

　震災により孤児・遺児となった児童の

生活及び修学を支援するため、寄付を

原資とした基金から定額（月額金及び一

時金）の給付を行う。

保健

福祉

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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４　未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

4-3 子 ② 32

キャリア教育

を推進する

事業

キャリア教育

推進事業（専

門高校プロ

ジェクト事

業、専門高

校における

小・中学校連

携事業）

県 35,133 15,172

　地域に定着し、地域産業を担う人づく

りを推進するため、農業高等学校、工業

高等学校及び商業高等学校において、

地域の人材や関係機関と連携しながら

地域に根ざした実践的学習の充実を図

るとともに、地元の小中学校と連携した

キャリア教育を展開する。

　専門高校（農業高校モデル校３校・工

業高校全校１２校・商業高校モデル校３

校）において、地域の人材や関係機関と

連携しながら、地域に根ざした実践的学

習の充実を図り、計画的・組織的にキャ

リア教育の充実を図った。

・専門高校プロジェクト事業

　農業科、工業科、商業科設置校全校

において、生徒の実践的な知識や技能

の向上を図るとともに、地域に定着し、

地域産業を担う人づくりのため、キャリ

ア教育を推進する。

・専門高校における小・中学校連携事業

　モデル地区（県南・会津）において、

小･中・高等学校が連携し、小・中学生

に専門高校の取組を体験させたり、高

校生が小･中学生に講話等を行う。

教育

庁

4-3 子 ② 32

キャリア教育

を推進する

事業

キャリア教育

推進事業

（特別支援学

校就労推進

事業）

県 1,119 1,017

　県内すべての高等部設置特別支援学

校における就職率と職場定着率を向上

させるため、関係機関と連携し、企業へ

の理解啓発と企業で働き続けることの

できる人材育成の充実を図る。

○県立特別支援学校高等部卒業生と

のうち、一般企業就労希望者４０名中、

３８名が就労することができた。

○全ての高等部設置特別支援学校に

おいて早期からの職場体験実習が実施

され、２０６名の生徒が１２４事業所で就

業体験を実施した。

○作業学習では、企業と連携したサー

ビス業の導入が進み、障がい者技能競

技大会に特別支援学校５校から９名が

参加した。

○障がい者就職面接会では、各地区と

も参加企業が少ない中、３名の就職に

繋げることができた。

○就労への移行支援機能の充実

（「個別の移行支援会議」の早期開催な

ど）

○企業が求める人材育成

（「作業学習」の充実と「障がい者合同就

職面接会」への参加など）

○障がい者雇用の理解啓発活動の促

進

（リーフレットの作成など）

○就労支援に関する教員のスキルアッ

プ

（就労支援に関する研修会への参加な

ど）

教育

庁

4-3 子 ② 33

地域での産

業人材育成

を支援する

ための事業

地域産業復

興人材育成

事業

民間

団体

H24新規 6,470

　本県の復興に資する産業を担う創造

力豊かな人材を育成し、地域単位での

育成事業を実施するサイクルを確立す

るため、ネットワーク会議の設置や人材

育成事業への支援を行う。

（Ｈ２４新規事業） 　地域企業が一体となり、児童から在職

者まで全ての階層を対象に、地域の多

様なニーズに対応できる人材育成を実

施する産業支援団体（１団体）に対して

経費を補助する。

商工

労働

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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４　未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

4-3 子 ② 35

再生可能エ

ネルギー関

連の人材を

育成するた

めの事業

東日本大震

災からの復

旧･復興を担

う専門人材

育成支援事

業（7再掲）

国 　 　

　再生可能エネルギー関連技術のエン

ジニアや風力発電や太陽光発電の敷設

技術者等の育成を行う。

再生可能エネルギー関連技術のエンジ

ニアや風力発電や太陽光発電の敷設

技術者等の育成を行う。

【文部科学省事業】

　本県では、本件を含めて１６件の取組

（分野は様々）が２３年度文部科学省に

採択された。

　学校法人新潟総合学院専門学校国際

情報工科大学校が次の①～③の各種

団体の連携によるプログラム開発・普及

について、文部科学省の採択を受け

た。

①再生可能エネルギー対応の電気施

工技術者育成プログラム

②電気自動車の技術をスマートシティに

活用する際に必要な技術者育成プログ

ラム

③スマートグリッドに対応するIT技術者

育成プログラム等

２４年度も同様の取組を引き続き実施。

商工

労働

部

4-3 子 ② 35

再生可能エ

ネルギー関

連の人材を

育成するた

めの事業

大学等にお

ける地域復

興のための

センター的機

能整備事業

（7再掲）

国 200,000 　

　再生可能エネルギー関連技術のエン

ジニアや風力発電や太陽光発電の敷設

技術者等の育成を行う。

【文部科学省事業】

　本県では、本件を含めて４件の取組

（分野は様々）が２３年度文部科学省に

採択された。

　福島工業高等専門学校が、校長直轄

組織の「福島高専地域復興支援室」に

よる次の取組について、文部科学省の

採択を受けた。

○取組内容

１　専攻科に人材育成特別コースを設

け、再生可能エネルギー、原子力安全、

減災工学の３分野に関する教育を実施

２　１の３分野に係る研究開発

３　社会人特別教育プログラム、地域企

業技術相談、講演会等の実施

２４年度も同様の取組を引き続き実施。

商工

労働

部

4-3 子 ② 39

福祉・介護を

支える人材

を育成する

ための事業

ふくしまの福

祉を支える

人材の育成

事業

県 　 9,230

　福祉・介護の人材のすそ野を広げるた

め、ホームヘルパー２級資格取得講座

を開催する。

未実施 県内の福祉施設等への就業を希望する

高校等卒業見込者のホームヘルパー２

級資格取得を支援する。

・予定人数８０名

・概ね８月末までに終了

保健

福祉

部

4-3 子 ③ 7

県立医科大

学、会津大

学における

復興に向け

た取組

会津大学復

興支援セン

ター（仮称）

基本計画策

定事業

県 　 10,500

　東日本大震災からの復興を支援する

ために、　会津大学が整備する「会津大

学復興支援センター（仮称）」の基本計

画策定に要する経費を補助する。

（Ｈ２４新規事業） 　会津大学が実施する次の事業に要す

る経費を補助する。

　　基本計画策定事業　10,500千円

総務

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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４　未来を担う子ども・若者育成プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

4-3 　 　 　　

専門・普通課

程訓練事業

（テクノアカ

デミー）

産業復興人

材育成事業

（テクノアカ

デミーによる

人材育成事

業）

県 H24新規 5,326

　本県の復興に資する産業を担う人材

を育成するため、テクノアカデミーにお

いて、今後急速に普及が予想されてい

る太陽光発電設備の施工技術講習を実

施する。

（Ｈ２４新規事業） 　テクノアカデミー会津において、学生に

対する訓練や一般の方に対する講座を

実施し、太陽光発電の基礎知識、太陽

電池モジュールの標準施工、電気機器

関連の施工等を実施する。 商工

労働

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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５　農林水産業再生プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

5-1 応 ⑧ 37

農林水産物

の新たな安

全システム

の導入を推

進するため

の事業

ふくしまの恵

み安全・安心

推進事業（復

興）

県、民

間団

体

　 5,020,231

　本県農林水産物の安全性確保と消費

者の信頼回復を図るため、産地が行う

より詳細な放射性物質測定に向けた機

器の整備や生産履歴情報を消費者等

にわかりやすい形で提供する新たな安

全安心管理システムを構築するととも

に、首都圏等に対するPR活動を展開す

る。

１　産地が主体的に行う放射性物質検

査に向けた機器の整備

　　・米の検査機器整備150台(米全袋検

査の実施）

　　・ＮａＩｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝｽﾍﾟｸﾄﾛﾒｰﾀ等120台

（野菜・果実等の自主

　　　検査の強化）

２　放射性物質検査結果等の情報を消

費者等にわかりやすい形で提供する新

たな安全安心管理システムの構築

　　　・データベース化

　　　・米・モモ中心にQRコード貼付等に

よる「見える化」

３　１、２の県及び地域推進体制の整備

　　・県協議会の設置・運営

　　・地域協議会の設置・運営

４　首都圏等に対するPR活動の展開

農林

水産

部

5-1 産 ③ 9

県産農林水

産物の安全

性をPRする

ための事業

ふくしまの恵

み販売力強

化事業

県、農

業団

体等

　 144,099

  本県基幹産業である農林水産業の再

生に向け、風評被害を払拭するため、

正確な情報の発信、県内キャンペーン

の実施、首都圏における信頼回復のた

めの安全性アピールイベントを実施する

とともに、輸出の回復・拡大のための支

援等を実施する。

　 (1)　「ふくしま新発売。」復興プロジェクト

事業

　ア　専用ＷＥＢ情報発信事業

　イ　パブリシティ活動事業

　ウ　ふくしまダイアログ推進事業

(2)　「みんなのチカラで農林水産絆づく

り事業」

　ア　「がんばろう　ふくしま！」応援店等

拡大事業

　イ　農林水産物利用推進絆づくり事業

　ウ　ふくしま米消費拡大推進事業

(3)　復興サポート事業

　ア　「全国安全安心キャラバン隊」復興

活動支援事業

　イ　首都圏安心ＰＲ事業

農林

水産

部

5-1 産 ③ 9

県産農林水

産物の安全

性をPRする

ための事業

ふくしまの恵

み安全・安心

推進事業（新

生！ふくしま

の恵み発信

事業）

県、農

業団

体等

　 182,300

　本県基幹産業である農林水産業の再

生に向け、風評被害を払拭するため、

正確な情報の発信、県内キャンペーン

の実施、首都圏における信頼回復のた

めの安全性アピールイベントを実施する

とともに、輸出の回復・拡大のための支

援等を実施する。

　 (1)　調査・集計分析・戦略の構築

　　県内メディア各社による「メディア発

信研究会」を設置し、各種データ収集分

析・効果的なＰＲ手法を検討する。

(2)　モデル実証

　　首都圏キー局の全国枠において「も

も」や「米」を主体としたスポットＣＭなど

映像広告を放送する。

農林

水産

部

重点重点重点重点プロジェクトにプロジェクトにプロジェクトにプロジェクトに係係係係るるるる主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表

事業番号

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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５　農林水産業再生プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

5-1 産 ③ 3

有機農業活

用！６次産

業化サポー

ト事業

同左 県 1,211 4,838

　県産有機農産物の産地を育成するた

め、生産と流通をコーディネートする機

能を強化し、有機農産物の需要に対応

できる生産・加工・流通体制の構築を図

る。

　需要に対応できる生産体制の構築を

図るため、有機農業の取り組み相談や

技術導入、認定取得への助言等支援及

び減肥基準の検討を行った。

１　販路の開拓と販売体制の構築

　　・コーディネータ－の業務委託による

販路の確保等

２　需要に対応できる生産体制の構築

　・生産行程管理者の育成及び連携強

化

　・技術の高位平準化

３　先導的有機農業等実践支援

　・有機農業実践支援モデル支援

　・有機農業の技術伝承

農林

水産

部

5-1 原 ⑤ 9

放射性物質

除去・低減技

術開発事業

同左 県 121,684 139,471

　安全・安心な本県農林水産物の生産

を図るため、放射性物質の除去・低減

等の技術開発を行う。

各農林水産物に関する放射性物質除

去・低減技術の開発に取組んだ。

研究成果については、随時、技術情報

や説明会（16回実施）で農協や市町村

関係者等延べ約1,900名に情報発信。

継続して安全・安心な本県農林水産物

の生産を図るため、放射性物質の除

去・低減等の技術開発を行う。

農林

水産

部

5-1 応 ⑧ 45

県産材の検

査体制を整

備するため

の事業

県産材検査

体制整備事

業

県、民

間団

体

0 31,438

　県産材の放射性物質に関する検査体

制の整備を促進するとともに、安全性の

ＰＲを行う。

　 　県産材の安全性を確認するための放

射線量調査を実施するとともに、木材関

係団体が自ら取り組む製材品の放射線

量検査体制及び放射線測定機器など

の整備に対して支援を行う。 農林

水産

部

5-1 産 ③ 21

肉用牛等生

産基盤の再

構築を図る

ための事業

肥育牛全頭

安全対策推

進事業

県 141,000 138,967

　牛肉に対する消費者等の信頼を回復

するとともに県産ブランドの再生及び肥

育牛農家の経営の安定を図るため、肥

育牛を県外へ出荷する際に放射性物質

検査を全頭実施し、安全性の確保を図

る。

出荷再開後、県外と畜場において、全

頭検査を実施している。11,597頭の検査

を実施.※県内での検査頭数は4,608

頭。

実施期間：平成24年4月～25年3月

対象頭数：20,000頭

事業内容：

　検査機関（外部委託）が、県外のと畜

場において、本県から出荷された肉牛

全頭を対象として、と畜後に枝肉から検

査材料を採取し、放射性物質検査を実

施するとともに、検査結果を速やかに県

に報告する。

事業費：138,967千円（検査委託料、需

要費、旅費）

農林

水産

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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５　農林水産業再生プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

5-2 産 ③ 21

肉用牛等生

産基盤の再

構築を図る

ための事業

自給飼料生

産復活推進

事業

県 　 515,699

　草地の除染が完了するまでの間、畜

産農家における安全な粗飼料を確保す

るため、粗飼料の購入に必要な資金の

貸付を行う。

　 ○貸付金額：５億１,５６９万円

○貸付条件：無利子

○貸付期間：１年間（平成２４年４月から

平成２５年３月）

○貸付先：農業協同組合等 農林

水産

部

5-2 応 ③ 29

代替農業用

水を確保す

るための事

業

－ 県 0 0

　農業水利施設が被災し農業用水の確

保が困難な地域において、代替農業用

水を確保するために必要な経費を支援

し、農業経営や集落の維持を図る。

被災した農業用ため池においては、管

理者が二次災害防止のため、貯水位を

下げて運用するなどして農業用水の確

保を図る。

農林

水産

部

5-2 産 ③ 14

企業等の農

業参入を支

援するため

の事業

地域と連携し

た企業農業

参入支援事

業

県、企

業等

　 25,459

　企業等の農業参入を支援し地域農業

の復興に資するため、農業者とのマッチ

ング等を推進するとともに、参入企業に

対し初期経費等の支援を行う。

・企業への意向調査等に基づく訪問活

動、相談会を開催するとともに、企業等

が試験栽培を行う「企業の農園」を設置

する。

・農業参入時に必要な初期経費や農業

用機械・施設等の経費の一部を支援す

る。

農林

水産

部

5-2 産 ③ 19

再生可能エ

ネルギー等

を活用した

園芸施設・共

同利用施設

等の導入を

促進するた

めの事業

園芸施設再

生可能エネ

ルギー利用

支援事業

県 　 1,175

　園芸作物等生産における再生可能エ

ネルギー利用と定着を図るため、セミ

ナー等を開催する。

　 ・事例調査の実施及び展示・セミナーの

開催

・施設整備を支援するアドバイザーの委

嘱・派遣

農林

水産

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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５　農林水産業再生プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

5-2 産 ③ 20

園芸産地の

復興を支援

するための

事業

園芸産地等

復興支援事

業

市町

村、

JA、

農業

法人

等

　 44,000

　原子力災害等により甚大な被害を

被った園芸産地の再構築を図るため、

営農再開に必要な施設・機械、初期生

産資材等の導入に対して支援する。

　 　原子力災害等により甚大な被害を受

けた生産者等の営農再開に必要な園

地、管理用機械等の整備支援

農林

水産

部

5-2 産 ③ 44

農林水産業

を担う人材を

育成するた

めの事業

農林水産業

再生人材育

成研修事業

県 　 2,240

　農林水産業の再生を担う人材の育成

を図るため、被災地域で営農再開する

ために必要な知識や技術など避難農業

者等を対象とした研修会等を開催する。

　講座制研修（3回程度）、先進地視察

研修（3回程度）を開催予定。

農林

水産

部

5-2 産 ③ 12

農地災害区

画整備事業

農地災害区

画整理計画

事業

県 185,000 1,192,893

　大規模経営など効率的営農を図るた

め、被災農地について未被災農地と併

せて一体的に大区画のほ場整備を行

う。

作田前(新地町)、和田(相馬市)の２地区

についてH24.3月に国の事業採択を受

けた。

作田前、和田の年度内着工を目指す。

農林

水産

部

5-2 産 ④ 14

農地の利用

集積を推進

するための

事業

農地流動化

支援事業

市町

村

0 200,000

市町村が策定する地域農業のあり方を

記載したマスタープランの実現に向け、

マスタープランに位置づけられた地域の

中心となる経営体への農地集積に協力

する者に対して、農地集積協力金等を

交付することにより、農地の利用集積を

推進し、農業の競争力・体質の強化、及

び地域農業の復興を図る。

【農地集積推進事業】

地域農業マスタープランを定めた市町

村において、農地の出し手として農地集

積に協力する者に対して農地集積協力

金（経営転換協力金、分散錯圃解消協

力金）を交付する。

【被災地域農地集積支援事業】

経営再開マスタープランを定めた津波

の被災市町村において、農地の出し手

として農地集積に協力する者に対して

被災地域農地集積支援金を交付する。

農林

水産

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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５　農林水産業再生プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

5-2 産 ① 27

農林漁業者

の地域産業

の６次化を

推進するた

めの事業

ふくしま・地

域産業６次

化推進事業

県、協

議会

26,126 37,298

　本県の豊かな農林水産資源を基盤と

した農林水産業の６次産業化や農商工

連携、企業等の農業参入などの動きを

発展させ、地域経済の活性化を図る。

(1)ふくしま・６次化人材育成事業

  ふくしま・６次化創業塾

　全８回卒塾生５９名

(2)地域産業６次化ネットワーク拡充事業

  地方ネットワーク交流会開催回数 12回

(3)６次化リーディング産品創出重点促進

  事業

  クラスター分科会設置数　５地域

(4)食の祭典イベント開催事業

  食の祭典「ごちそうふくしま満喫フェア」

  １回開催

(5)きずなづくり直売所支援モデル事業

  直売所設置数　２か所

(6)６次化量販店等キャンペーン事業

  SA等４か所で実施

(1) ふくしま・６次化人材育成事業

(2)　地方ネットワーク活動支援事業

(3)　６次化新商品テストマーケティング

事業

(4)　６次化特産品ブランド化事業

　ア　食の祭典「ごちそうふくしま満喫

フェア2012」

　イ　６次化新商品首都圏等バイヤー商

談会開催支援事業

農林

水産

部

5-2 応 ② 4

農地・農業用

施設災害復

旧事業

耕地災害復

旧事業（県

営）（団体営）

（指導監督事

務費）

県、市

町村、

土地

改良

区

18,661,195 16,552,125

　農地・農業用施設の被害区域につい

て、復旧事業を実施する。

【排水機場のポンプ施設等の応急工事

等】

応急復旧工事完了18地区

【農地・農業用施設等の復旧】

査定完了2,753地区。着手済1,395地区。

（着手済には応急復旧工事含む）復旧

工事完了地区435地区。

【耕地災害復旧事業（県営）】

農地・道水路復旧15地区、揚排水機場

25地区、ため池13地区、頭首工5地区、

湖岸堤防2地区、合計60地区の復旧を

進める。

【耕地災害復旧事業（団体営）】

農地農業用施設690地区の復旧を進め

る。

農林

水産

部

5-2 応 ② 4

農地・農業用

施設災害復

旧事業

災害調査事

業

県 431,421 91,000

　被害箇所の補助申請事務を早急かつ

円滑に執行するため、耕地災害及び海

岸災害の調査等を実施する。

　ため池（ダム）17地区、排水機場23地

区、海岸保全施設6地区、湖岸堤防2地

区、頭首工3地区、農道2地区、水路1地

区、農地15地区、合計71地区の調査を

行い、災害査定を行った。

ため池1地区、排水機場2地区、海岸1地

区において復旧工事のための実施設計

を行う。

農林

水産

部

5-2 災 ④ 23

公共土木施

設等災害復

旧事業（海

岸）

海岸災害復

旧事業

県 2,120,619 4,336,750

  海岸保全施設の被害区域について、

災害復旧事業を実施する。

【海岸保全施設の復旧】

査定完了6地区13か所。着手済6地区12

か所。（着手済には応急復旧工事含む）

23年度査定が完了した6地区について、

引き続き復旧工事を進める。また、南相

馬市小高区の村上海岸、井田川海岸、

楢葉町の山田浜海岸について応急工

事を実施する。

農林

水産

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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５　農林水産業再生プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

5-2 　 　 　　

災害関連

（災害関連事

業）災害関連

生活環境施

設復旧事業

市町

村

4,950,350 1,400,394

　災害を受けた農村生活環境施設の復

旧を速やかに行うことにより、活力ある

農村地域社会の維持・形成に資する。

【農業集落排水施設の復旧】

査定完了79地区111か所着手済74地区

90か所。

【農村公園の復旧】

査定完了6地区6か所。着手済6地区6か

所。

農業集落排水施設の未着手地区5地区

の復旧工事に着手する。

農林

水産

部

5-2 応 ② 16

農地を除塩

するための

事業

除塩事業

市町

村

94,074 247,050

　津波による海水の浸入によって塩害を

受けた農用地の除塩を行う。

津波により塩害を受けた農用地（87地

区）

査定完了87地区。着手済25地区。（着

手済は3/31現在）

除塩事業［新地町、相馬市、南相馬市］

の除塩工事に着手し、除塩のみで営農

を再開できる農地は本年度中の復旧を

目指す。

農林

水産

部

5-2 　 　 　　

農林漁業者

の地域産業

の６次化を

推進するた

めの事業

地域産業６

次化復興支

援事業

農林

漁業

者等

　 41,500

　本県農林水産業の真の復興を図るた

め、異業種（２次、３次産業）への参入に

よる創業を推進するとともに、県産農林

水産物を原料としたヒット商品の創出を

支援する。

　 (1)　6次産業化創業サポート事業

　農林漁業者の所得向上と就業機会の

創出を図るため、異業種への参入を促

進するとともに、新商品の開発、製造、

販売に対する支援を行う。

(2)　地域産業６次化新商品加工支援事

業

　県産農林水産物を原材料に食品加工

（６次化商品生産）を内製化し、新商品

の開発によるアイテム数の増加を促進

し、商品の販路拡大による収入の確保

を図るため、食品加工設備施設整備の

支援を行う。

農林

水産

部

5-2 応 ③ 21

農家経営安

定資金融通

対策事業（２

再掲）

同左

農協

等融

資機

関

9307 61751

　被災農業者等の営農の維持・安定に

必要な運転資金等の融通を円滑にする

ため、融資機関に対し利子補給を行う。

【東日本大震災農業経営対策特別資

金】

利子補給承認実績 758件、3,167,735千

円

（H24年3月末現在）

【東日本大震災農業経営対策特別資

金】

融資枠　15億円

・東北地方太平洋沖地震対策資金及び

原発事故対策緊急支援資金を融通

・原発事故対策緊急支援資金に避難農

業者等の県内での営農再開に必要な

資金を対象に加えるなどの拡充を図っ

た。

農林

水産

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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５　農林水産業再生プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

5-3 産 ③ 32

森林の再生

を図りながら

県産材の利

用を促進し

安定供給体

制を整備す

るための事

業

森林林業再

生支援・県産

材安定供給

体制整備事

業

民間

団体

0 3,491

　県産材の安定供給を図るため、供給

システムの整備促進に向けた取り組み

について支援する。

　 　木材産業団体が取り組む震災後の県

産材需給動向の調査や需要側と供給

側のマッチングの取り組みなどに対して

支援を行う。

農林

水産

部

5-3 産 ③ 32

森林の再生

を図りながら

県産材の利

用を促進し

安定供給体

制を整備す

るための事

業

森林整備加

速化・林業再

生基金事業

県、市

町村、

民間

団体

1,634,686 798,141

　円高における輸入材の流入に対抗で

きる国産材の供給体制を確立し、東日

本大震災による被害からの早期復興に

必要な木材を安定供給するため、間伐

や路網整備等の生産体制や製材施設、

バイオマス利用施設の整備を実施す

る。

・間伐対策：1,301ha

・路網整備：30,970m

・木材加工流通施設整備：10施設

・木造公共施設整備：5施設

・木質バイオマス利用施設整備：1施設

・間伐対策：41.5ha

・路網整備：16,300m

・木材加工流通施設整備：7施設

・木質バイオマス利用施設整備：2施設

農林

水産

部

5-3 産 ③ 34

木質バイオ

マスエネル

ギーの利用

促進を図る

ためのモデ

ルを構築す

る事業

木質バイオ

マスエネル

ギー利用先

導的モデル

事業（７再

掲）

県 　 12,600

　木質バイオマスエネルギーの円滑か

つ持続的な供給に向けた指針の策定を

行う。

　 　木質バイオマス燃料の利用を促進す

るため、地域別の資源量や供給可能量

及び既存施設における利用量や、将来

見込まれる需要量の把握などを行う。

農林

水産

部

5-3 応 ② 7

治山施設災

害復旧事業

治山災害復

旧事業

県 2,717,173 1,928,376

　山地を保全し民生の安定を確保する

ため、被災した治山施設の速やかな復

旧を行う。

・査定完了9地区

・着手済8地区。

・復旧工事の継続実施

・３月査定箇所の着手

・警戒区域等内の査定実施、復旧工事

の実施を計画

農林

水産

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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５　農林水産業再生プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

5-3 応 ② 6 治山事業

同左（県単治

山事業・災害

関連緊急治

山事業含・林

地崩壊対策

事業む）

県 8,266,206 1,587,680

　山地災害からの県民の生命・財産の

保全や水源かん養などの国土保全を目

的として、地すべり防止や防災林造成

等の復旧整備を行う。

（１）治山事業

・被災した保安林等（101地区）

・着手済81地区。

（２）災害関連緊急治山事業

・保全対象に直接被害を及ぼした林地

の復旧（25地区）

・査定完了25地区。着手済24地区。

（３）林地崩壊対策事業

・被災した林地の復旧（11地区）

・査定完了11地区。着手済１１地区。

・平成23年度繰越箇所のうち未着手箇

所の着手

・復旧工事の継続実施

・62か所の復旧を計画

農林

水産

部

5-3 応 ② 6 治山事業

治山施設事

業（県営）（団

体営）

県、市

町村

77,747 87,440

　治山施設の被災箇所等について対策

工を実施することで、災害の防止・軽減

を図る。

・着手済み9か所 ・13か所の復旧を計画

農林

水産

部

5-3 原 ④ 10

きのこ栽培

用の原木等

の導入を支

援するため

の事業

安全なきの

こ原木等供

給支援事業

民間

団体

22,680 210,000

　放射能による森林汚染の影響によりき

のこ原木等の価格高騰が見られている

ため、きのこ生産者の負担軽減を図る

取組を行う団体に支援する。

県内5JA及びきのこ生産者団体による

きのこ原木等の購入を支援している。

　きのこ生産資材購入費高騰分の1/2を

補助して生産者の負担軽減を図る。

農林

水産

部

5-3 応 ② 8

林道災害復

旧事業

同左

市町

村等

1,021,679 1,956,401

　市町村等が維持管理する被災した林

道施設の復旧事業を実施する。

査定完了337か所。着手済219か所。復

旧工事完了地区76か所。

繰越は151か所。新たな着手は95か所。

今年度末全体の工事完了予定地区は

275か所。

農林

水産

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値

45



５　農林水産業再生プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

5-3 　 　 　　

　

森林整備加

速化・林業再

生基金事業

（木質バイオ

マス利用施

設等整備事

業（７再掲））

民間

団体

等

30,000 288,194

　間伐材等の森林資源を活用した林業・

木材産業等の地域産業の再生を図るた

め、木質燃料の供給施設の整備に対し

て支援を行う。

　木質資源利用ボイラー設置：１施設 　木質チップ製造供給施設整備：１施設

外

農林

水産

部

5-4 応 ③ 36

水産業共同

利用施設復

旧支援事業

経営構造改

善事業

市町、

漁業

関係

団体

733,080 1,470,748

　水産業の早期復旧を図るため、水産

業共同利用施設の機器及び施設の整

備に対して支援する。

7漁協等に対して、121件の施設復旧を

支援した。

4漁協が行う、35施設の復旧を支援する

予定。

農林

水産

部

5-4 産 ③ 37

資源管理型

漁業を推進

するための

事業

資源管理型

漁業推進事

業

漁業資源調

査事業

漁業調査指

導事業

県 92,017 114,546

  水産試験場が実施する資源、海洋環

境など試験調査体制を推進し、漁業者

と協議のうえ対象魚種の拡大、資源管

理内容の見直しなどにより、資源管理

型漁業の充実を図る。

　資源状況調査及び海洋観測調査を実

施し、調査結果を水産試験場が発行す

る漁海況速報及びホームページ等で、

漁業関係者等へ情報提供した。

　主要魚種の資源状況及び本県海域の

海洋環境調査を実施し、調査結果を漁

業関係者等へ情報提供する。

　また、調査体制の維持のため、沈没し

た調査船いわき丸の代船建造に向けた

検討及び設計を行う。

農林

水産

部

5-4 産 ③ 38

栽培漁業を

再構築する

ための事業

アワビ・ウ

ニ・アユ栽培

漁業振興対

策事業

栽培漁業技

術開発事業

さけ資源増

殖事業

環境生態系

保全活動事

業

県、サ

ケ増

殖組

合、地

域協

議会、

漁協

等

10,175 48,740

　魚介類の種苗生産施設、漁業者によ

る種苗放流事業の再開を支援する。

(1)アワビ・ヒラメの種苗生産

　 アワビ・ヒラメの種苗生産事業に対し

て支援した。

(2)サケ

　 放流事業を実施できる５河川におけ

る大型稚魚放流事業に対して支援し

た。

(1)アワビ・ヒラメの種苗生産

　種苗生産事業に対して支援する。

　平成24年度生産予定

　　アワビ（殻長25～30mm）5～10万個

　　ヒラメ（全長60mm）10万尾

(2)サケ

　 大型稚魚放流事業に対して支援す

る。

(3)栽培漁業技術開発、環境生態系保

全活動

　ホシガレイの種苗生産技術高度化に

ついて取り組むとともに、海中のガレキ

等を取り除き保全活動を行う。

農林

水産

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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５　農林水産業再生プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

5-4 応 ⑧ 40

水産物安全

流通対策事

業

水産物安全

流通対策事

業(H23)

ふくしまの恵

み安全・安心

推進事業

(H24)

県 59,533

5020231

の内数

　水産物の迅速なモニタリング体制を構

築する。

　県内の水揚市場に５台の簡易分析器

を配備するとともに、水産試験場本場及

び同相馬支場（農業総合センター浜地

域研究所）にゲルマニウム半導体分析

器を配備した。

　また、内水面並びに海産の魚介類、海

水、海底土壌の放射性物質のモニタリ

ングを実施するともに、必要に応じて採

捕の自粛要請を行った。

　簡易分析器及びゲルマニウム半導体

分析器を活用し、沿岸漁業の再開に向

け、魚介類を迅速に分析し、安全性を確

認した上で流通させる体制を構築する。

　また、内水面並びに海産の魚介類、海

水、海底土壌の放射性物質のモニタリ

ングを実施するともに、必要に応じて採

捕の自粛要請を行う。

農林

水産

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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６　中小企業等復興プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

6-1 産 ① 13

半導体関連

産業クラス

ター育成支

援事業

同左 県 3,773 3,078

　提案力・競争力を備えた企業の育成

に取り組むため、半導体関連産業コー

ディネーターを設置するとともに、展示

会に出展し取引拡大を図る等により、県

内半導体関連産業のさらなる振興を目

指す。

（１）成長産業・応用製品分野等参入促

進事業

・セミコンジャパン2011に出展

（２）新技術新工法創出支援事業

・半導体関連産業コーディネータの設置

（３）企業間連携・交流促進事業

・半導体関連産業協議会理事会・総会

の開催

・パンフレット作成

（１）成長産業・応用製品分野等参入促

進事業

・セミコンジャパン2012に出展予定

・先進技術の事例発表・講演会開催

（２）新技術新工法創出支援事業

・半導体関連産業コーディネータの設置

・新たな取引の構築

（３）企業間連携・交流促進事業

・半導体関連産業協議会の運営

・企業間連携・交流の促進

商工

労働

部

6-1 産 ① 14

輸送用機械

関連産業集

積育成事業

同左 県 5,282 18,354

　県内企業等の開発力・技術力・提案力

の向上を図り、新技術等への対応強化

を促進するとともに、新たな取引拡大を

支援するため、自動車関連メーカーとの

商談会やセミナーの開催等を行う。

商談会の開催

１．福島県新技術・新工法展示商談会

【（株）デンソー向け】

２．とうほく６県新技術・新工法展示商談

会の開催【トヨタ自動車（株）向け】

・商談会の開催

・小型電気モビリティの開発

・自動車イノベーション研究会の開催

商工

労働

部

6-1 応 ③ 17

ものづくり復

興支援事業

（「応③15中

小企業復興

支援事業」

「応③18もの

づくり企業支

援設備復旧

事業」を含

む）

がんばれ福

島！産業復

興・復旧支援

事業

県 88,730 19,764

　東日本大震災により被災した中小企

業の復興を支援するため、被災中小企

業を訪問し技術的助言やサポートを行

うとともに展示会の出展経費を補助す

る。

（１）ものづくり復興支援事業

・巡回支援576件（3/23現在）

（２）中小企業復興支援事業

・県指定展示会交付決定件数7件、その

他の展示交付決定件数52件（3/23ま

で）

（３）ものづくり企業支援設備復旧事業

・事業着手（点検調整37点、修繕29点）

・機器１台更新済み

（１）ものづくり復興支援事業

・巡回支援300件

（２）中小企業復興支援事業

・展示会出展補助

商工

労働

部

6-1 応 ③ 12

中小企業等

復旧・復興支

援事業

同左 県 3,800,000 2,750,000

　東日本大震災により被害を受けた中

小企業等の復旧・復興を支援するた

め、建物・設備の修繕等に対して補助す

る。

１．空き工場等による事業再開支援事

業：交付決定７０１件、

２,２１６,０９６千円

２．工場等再生支援事業：交付決定１，

２８６件

５，５００，６６６千円

３．産業復興支援事業：交付決定１件

５２，１４５千円

　東日本大震災により被害を受けた中

小企業等の復旧・復興を支援するた

め、建物・設備の修繕等に対して補助す

る。

　平成24年度第1回募集　5月1日～5月

31日

商工

労働

部

重点重点重点重点プロジェクトにプロジェクトにプロジェクトにプロジェクトに係係係係るるるる主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表

事業番号

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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６　中小企業等復興プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

6-1 応 ③ 13

中小企業等

グループ施

設等復旧整

備補助事業

同左 県 39,237,000 14,923,500

　東日本大震災により被害を受けた中

小企業等の復旧・復興を効率的に促進

するため、中小企業等グループによる

一体的な復旧・復興事業に対して補助

する。

・１次募集

（申請79グループ→認定15グループ

188社、105億円）

・２次募集

（申請63グループ→認定43グループ

448社、191億円）

・３次募集

（申請93グループ→認定28グループ

435社、106億円）

4次募集　5月1日～5月31日

商工

労働

部

6-1 産 ① 17

復興まちづく

り会社を支

援するため

の事業

復興まちづく

り会社設立

支援事業（11

再掲）

県 H24新規 1,431

　復興の担い手となる復興まちづくり会

社を支援するため、まちづくりに必要な

専門家を派遣する。

（24新規事業） ・専門家地域団体一覧の作成（上半期）

・派遣申請制度要領の制定（上半期）

・エキスパートバンクの構築（上半期）

商工

労働

部

6-1 絆 ④ 12

ICTによる流

通インフラを

構築するた

めの事業

ICTによる広

域連携商業

ネットワーク

整備事業

県 22,604 　

　ICT（情報通信技術）を活用した地域を

つなげる商業環境整備（買い物弱者対

策、配送拠点整備 等）を実施する。

2月補正計上のため、全額年度繰り越

し。

補助金交付要綱制定。

・広域連携商業ネットワーク協議会の設

立（上半期）

・地域物流センター（共同倉庫）の整備

（下半期）

・買い物支援システム（アプリ）等の整備

（下半期）

商工

労働

部

6-1 応 ⑧ 51

県産品販路

開拓事業

県産品販路

開拓事業

県 38,557 38,773

　風評被害を払拭し、県産品の安全性

のPR及び販路の回復・拡大を図るた

め、福島県観光物産館等を活用して、

情報発信を行うとともに、県産品振興の

今後の展開に向けた戦略を策定する。

○物産展開催（H24年2月23日～29日

東京都渋谷　東急東横店　60社出展

売上げ67百万円）

○物産館運営（コラッセふくしま１階「福

島県観光物産館」　年間売上げ330百万

円）

○首都圏アンテナショップ運営（東京都

葛西「ふくしま市場」　年間売上げ　181

百万円）

○物産展開催（H25年2月末　東京都渋

谷東急東横店）

○物産館運営

○首都圏アンテナショップ

○県産品振興戦略策定(有識者等によ

る委員会を設置しH２４年度中に策定）

観光

交流

局

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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６　中小企業等復興プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

6-1 応 ⑧ 51

県産品販路

開拓事業

県産品の元

気UP！緊急

推進プロジェ

クト

県 　 16,553

　震災等により低迷している県産品の取

引、消費を回復するため、多様な広報

媒体を活用した情報発信を行う。

○全国的な雑誌等の広告媒体を活用し

た県産品の品質や安全性の情報発信

(ダンチュー(2回）、トランヴェール、定年

時代、毎日が発見）

○ふくしま復興応援　観光・地場産品

フェア開催（H23年10月29日～30日　会

津ドーム　３０社出展）

○全国的な雑誌等の広告媒体を活用し

た県産品の品質や安全性の情報発信。

○県産品の生産・製造事業者、卸、小

売り事業者等を対象とした、放射性物質

や風評被害対策に係る研修会開催。

○海外における輸入規制の緩和・解除

に向けた、海外マスコミや輸入関係者

等への情報発信及び情報収集活動。

観光

交流

局

6-1 応 ③ 7

中小企業制

度資金貸付

金

ふくしま復興

特別資金

県 20,000,000 62,471,000

　東日本大震災及び原子力発電所事故

により事業活動に影響を受けている中

小企業者の資金繰りを支援するため創

設した「ふくしま復興特別資金」について

十分な融資枠を確保し、支援を継続す

る。

【ふくしま復興特別資金】

保証承諾件数10,480件、184,123百万円

（3/31現在）

融資実績10,404件、182,632百万円

（3/31現在）

24年度新規融資枠　800億円

商工

労働

部

6-1 応 ③ 8

震災対策特

別資金・ふく

しま復興特

別資金利子

補給事業

震災関係制

度資金推進

事業

県 328,725 3,565,480

　「ふくしま復興特別資金」及び「震災対

策特別資金」について、保証料の一部

を補助するとともに、平成２２年度及び

平成２３年度に融資実行した分の利子

補給を行う。

利子補給額　1,175百万円（3/31現在）

〔保証料の補助実績〕

　「ふくしま復興特別資金」分　191百万

円

　「震災対策特別資金」分　　　150百万

円

　「ふくしま復興特別資金」及び「震災対

策特別資金」について、保証料の一部

を補助するとともに、平成２２年度及び

平成２３年度に融資実行した分の利子

補給を行う。 商工

労働

部

6-1   　　

　

商工業者の

ための放射

線検査支援

事業

県 H24新規 216,661

　風評被害払拭のため、商工会議所や

商工会連合会へ簡易放射能測定器設

置費用の補助等を行う。

（H24新規事業） 放射能検査装置の配置予定

　商工会議所　１０か所

　商工会　　　　２６か所

商工

労働

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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６　中小企業等復興プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

6-1 　 　 　　

　

ハイテクプラ

ザ放射線研

究開発事業

県 H24新規 6,500

　原子力発電事故の災害に対応するた

め、空間線量を低減する放射線遮へい

材料の開発を行う。

（H24新規事業） ○微粒子コーティング法などを利用した

放射線遮蔽材料の開発

商工

労働

部

6-1   　　

　

ものづくり中

小企業取引

拡大支援事

業

県 H24新規 4,600

　県内の製造業における中小企業の取

引拡大に向け、事業効果が高いと見込

まれる首都圏での商談会を開催し、本

県経済の活性化を図る。

（H24新規事業） 日立製作所との商談会を開催予定

商工

労働

部

6-1 応 ③ 11

福島産業復

興機構出資

金

同左 県 100,000 150,000

　東日本大震災及び原子力発電所事故

の影響による中小企業等の二重債務問

題に対応するため、福島産業復興機構

に対し、中小企業等の抱える震災前の

既往債務を金融機関から買い取るため

の費用を出資し、被災事業者の事業再

生を支援する。

総額５億円を出資約束。

平成23年12月補正予算　1億円

平成38年度までの債務負担行為を設

定。

　福島産業復興機構に対し、中小企業

等の抱える震災前の既往債務を金融機

関から買い取るための費用を出資し、

被災事業者の事業再生を支援する。

商工

労働

部

6-2 産 ① 15

がんばる企

業立地促進

補助金

同左 県 500,000 486,340

　企業が立地する際の初期投資額の一

部に対して補助する。

５００，０００千円を９社に計画通り補助

を行った。

１２社に４８６，３４０千円を補助する予

定。

商工

労働

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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６　中小企業等復興プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

6-2 産 ① 16

がんばろうふ

くしま産業復

興企業立地

補助金

ふくしま産業

復興企業立

地支援事業

県 H24新規 30,000,000

　企業の生産拡大及び雇用創出を図る

ため、県内で新・増設を行う企業に対

し、国内最高の補助率で、最大200億円

を補助する。

平成２４年１月３０日～３月３０日まで１

回目の申請受付。申請件数２９９件　申

請額（補助金ベース）２,６５０億円。

5月11日　167社指定

6月下旬より避難解除区域への進出企

業を対象に募集予定。（総額約100億

円)

また、国に予算拡充を求めながら実施

予定。

商工

労働

部

6-2 産 ② 26

地域での産

業人材育成

を支援する

ための事業

地域産業復

興人材育成

事業（４再

掲）

民間

団体

H24新規 6,470

　本県の復興に資する産業を担う創造

力豊かな人材を育成し、地域単位での

育成事業を実施するサイクルを確立す

るため、ネットワーク会議の設置や人材

育成事業への支援を行う。

（Ｈ２４新規事業） 　地域企業が一体となり、児童から在職

者まで全ての階層を対象に、地域の多

様なニーズに対応できる人材育成を実

施する産業支援団体（１団体）に対して

経費を補助する。 商工

労働

部

6-2 産 ④ 4

工業団地を

整備するた

めの事業

(ふくしま産

業復興企業

立地支援事

業)工業団地

造成利子補

給金

県 H24新規 197,120

　本格的な産業復興のための基盤とな

る工業団地の早急な再生と低廉な価格

での分譲を促進するため、工業団地を

造成する市町村等に対し、利子相当分

を補給する。

　事業実施のための基金（98.56億円）を

設置した。

　今年度において工業団地造成に着手

するために借り入れを行う市町村等に

対し、借入金にかかる利子相当分を補

給する。

商工

労働

部

6-2 　 　 　　

中小企業国

際化支援事

業

同左 県 H24新規 2,000

　海外展開を図る中小企業を支援する

ため、国際展示会出展に係る経費の一

部を補助する。

（H24新規事業） 国際展示会（中国、タイ（予定））への出

席に係る出展料について、経費の一部

を補助する。

　補助対象経費の1/2

　上限額17.5万円 商工

労働

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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６　中小企業等復興プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

6-2 　 　 　　

　

産業復興人

材育成事業

（テクノアカ

デミーによる

人材育成事

業）（４再掲）

県 H24新規 5,326

　本県の復興に資する産業を担う人材

を育成するため、テクノアカデミーにお

いて、今後急速に普及が予想されてい

る太陽光発電設備の施工技術講習を実

施する。

（Ｈ２４新規事業） 　テクノアカデミー会津において、学生に

対する訓練や一般の方に対する講座を

実施し、太陽光発電の基礎知識、太陽

電池モジュールの標準施工、電気機器

関連の施工等を実施する。 商工

労働

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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７　再生可能エネルギー推進プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

7-1 再 ① 6

再生可能エ

ネルギー普

及推進市町

村等支援事

業

再生可能エ

ネルギー導

入推進総合

支援事業

県 31,726 　

　再生可能エネルギーの導入を推進す

るため、市町村との連携により導入費

用の負担軽減を図るほか、地域が取り

組む未利用エネルギー等活用の調査・

研究や設備導入などに対する支援を行

う。

・再生可能エネルギー導入推進市町村

等支援事業　　３０市町村 ６２６件

・ビジョン実施支援事業

　３件

・普及啓発支援事業

　４件

・導入支援事業

　３件

なし

企画

調整

部

7-1 再 ① 11

再生可能エ

ネルギー

データベース

構築事業

再生可能エ

ネルギー導

入推進総合

支援事業（再

生可能エネ

ルギーデー

タベース構

築事業）

県 7,583 　

  再生可能エネルギーの事業化促進に

向けたデータベースを構築する。

下記項目に関するデータベースを構

築。

エネルギー課・再生可能エネルギーの

ホームページに下記区分により掲載

済。

 ・法規制関係

 ・日射量（太陽光資源量）

 ・風力資源量（陸上・洋上）

 ・水力発電

 ・地熱発電資源量

なし

企画

調整

部

7-1 再 ② 5

再生可能エ

ネルギー等

の導入を促

進するため

の事業

再生可能エ

ネルギー普

及拡大事業

県 　 717,849

　本県を再生可能エネルギーの先駆け

の地とするため、住宅用太陽光発電設

備設置費用や再生可能エネルギーの

事業化にかかる調査費用等の支援を実

施する。

なし ・再生可能エネルギー導入推進連絡会

の開催

・福島県住宅用太陽光発電設備設置補

助事業の実施

・再生可能エネルギー事業可能性調査

補助事業の実施

・再生可能エネルギーマッチング事業の

実施

企画

調整

部

7-1 再 ② 7

木質バイオ

マスエネル

ギーの利用

促進を図る

ためのモデ

ルを構築す

る事業

木質バイオ

マスエネル

ギー利用先

導的モデル

事業

県 　 12,600

　木質バイオマスエネルギーの円滑か

つ持続的な供給に向けた指針の策定を

行う。

　 　木質バイオマス燃料の利用を促進す

るため、地域別の資源量や供給可能量

及び既存施設における利用量や、将来

見込まれる需要量の把握などを行う。

農林

水産

部

重点重点重点重点プロジェクトにプロジェクトにプロジェクトにプロジェクトに係係係係るるるる主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表

事業番号

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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７　再生可能エネルギー推進プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

7-1 再 ② 10

小水力発電

を促進する

ための事業

小水力等農

村地域資源

利活用促進

事業

県 　 15,800

　農村地域における再生可能エネル

ギーの活用及び推進を図るため、整備

済みの土地改良施設を利用した小水力

発電の導入可能性調査を行う。

これまで農業農村整備事業において整

備した農業用ダムのうち、県内７地点を

対象に小水力発電導入の可能性につ

いて調査する。

農林

水産

部

7-1 産 ② 28

再生可能エ

ネルギー関

連の人材を

育成するた

めの事業

東日本大震

災からの復

旧･復興を担

う専門人材

育成支援事

業

国 　 　

　再生可能エネルギー関連技術のエン

ジニアや風力発電や太陽光発電の敷設

技術者等の育成を行う。

再生可能エネルギー関連技術のエンジ

ニアや風力発電や太陽光発電の敷設

技術者等の育成を行う。

【文部科学省事業】

　本県では、本件を含めて１６件の取組

（分野は様々）が２３年度文部科学省に

採択された。

　学校法人新潟総合学院専門学校国際

情報工科大学校が次の①～③の各種

団体の連携によるプログラム開発・普及

について、文部科学省の採択を受け

た。

①再生可能エネルギー対応の電気施

工技術者育成プログラム

②電気自動車の技術をスマートシティに

活用する際に必要な技術者育成プログ

ラム

③スマートグリッドに対応するIT技術者

育成プログラム等

２４年度も同様の取組を引き続き実施。

商工

労働

部

7-1 産 ② 28

再生可能エ

ネルギー関

連の人材を

育成するた

めの事業

大学等にお

ける地域復

興のための

センター的機

能整備事業

国 200,000 　

　再生可能エネルギー関連技術のエン

ジニアや風力発電や太陽光発電の敷設

技術者等の育成を行う。

【文部科学省事業】

　本県では、本件を含めて４件の取組

（分野は様々）が２３年度文部科学省に

採択された。

　福島工業高等専門学校が、校長直轄

組織の「福島高専地域復興支援室」に

よる次の取組について、文部科学省の

採択を受けた。

○取組内容

１　専攻科に人材育成特別コースを設

け、再生可能エネルギー、原子力安全、

減災工学の３分野に関する教育を実施

２　１の３分野に係る研究開発

３　社会人特別教育プログラム、地域企

業技術相談、講演会等の実施

２４年度も同様の取組を引き続き実施。

商工

労働

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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７　再生可能エネルギー推進プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

7-1 再 ① 12

公共施設等

における自

立・分散型の

再生可能エ

ネルギー導

入等を進め

る事業

再生可能エ

ネルギー導

入等による

防災拠点支

援事業

県、市

町村、

民間

団体

　 2,902,568

　「福島県地球温暖化対策等推進基金」

を活用し、公共施設、民間施設で災害

時に防災拠点となる施設等へ再生可能

エネルギー等の導入に要する経費を助

成する。

（H24新規事業） 本年度における導入箇所（予定）

・公共施設　６０箇所程度　市町村等よ

り申請受付（5/25～9/28）

・民間施設　２５箇所程度　申請受付

（5/25～6/29） 生活

環境

部

7-1 　 　 　　

　

森林整備加

速化・林業再

生基金事業

（木質バイオ

マス利用施

設等整備事

業）

民間

団体

等

30,000 288,194

　間伐材等の森林資源を活用した林業・

木材産業等の地域産業の再生を図るた

め、木質燃料の供給施設の整備に対し

て支援を行う。

　木質資源利用ボイラー設置：１施設 　木質チップ製造供給施設整備：１施設

外

農林

水産

部

7-2 再 ② 1

再生可能エ

ネルギー関

連分野にお

ける国、大

学、民間の

研究機関を

誘致するた

めの事業

福島県再生

可能エネル

ギー研究開

発拠点整備

事業

国 5,000,000 　

　国、大学、民間の再生可能エネル

ギー関連の研究所、認証機関を誘致し

研究開発の一大拠点とする。

【経済産業省事業】

　（独）産業技術総合研究所の再生可能

エネルギーに係る研究拠点を本県に整

備。

　拠点整備費５０億円

　設備整備　５１億円

　平成２６年度竣工、開所

○　２４年１月　建設地を決定。

　　　郡山市待池台２丁目

　　　郡山西部第二工業団地

○　２４年１月　設計業者選定

　　　　　　　　　　基本・実施設計開始

○　２４年　秋　設計完成

○　２４年　冬　工事着手

○　２４年４～５月　活用検討会

商工

労働

部

7-2 再 ② 9

洋上風力発

電の実証研

究を行うため

の事業

浮体式洋上

ウィンド

ファーム実証

研究事業

国 12,500,000 　

　国内初の大規模浮体式洋上風力発電

の実用化に向けた実証試験を行う。

【経済産業省事業】

　Ｈ２３～２７年度の５ヵ年事業

○　２４年３月　委託先決定。

　　丸紅、東京大学、三菱商事、三菱重

工、IHIマリンユナイテッド、三井造船、新

日本製鐵、日立製作所、古川電気工

業、清水建設、みずほ情報総研による

コンソーシアム

○　海底ケーブル等施工

○　浮体式風力発電機設計等

○　変電設備等設計等

商工

労働

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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７　再生可能エネルギー推進プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

7-3 再 ② 11

再生可能エ

ネルギー等

研究開発補

助事業（「再

②12再生可

能エネル

ギーモデル

事業」を含

む）

再生可能エ

ネルギー関

連産業創出

プロジェクト

事業

県 13,268 36,932

　再生可能エネルギー関連産業の育成

のため、企業などによる再生可能エネ

ルギーの研究開発等に助成するととも

に、地中熱を利用した住宅用冷暖房シ

ステム等の製品化のためのモデル事業

を実施する。

１　研究開発補助事業

　　アサヒ電子、日本電産コパル、東北

ネヂ製造の３社に対し、モニタリングデ

バイスや蓄電池装置等の開発経費を補

助。

２　モデル事業

　　ハイテクプラザ、日大工学部、（有）

住環境設計室が連携し、浅部地中熱利

用システムの開発を実施（23～25継続

事業）。

１　研究開発補助事業

　　２４年４月～５月公募

　　２４年６月交付決定

　　補助率１/２、上限250万円

　　４件程度の採択を予定。

２　モデル事業

　　ハイテクプラザ、日大工学部、（有）

住環境設計室が連携し、浅部地中熱利

用システムの開発を実施（23～25継続

事業）。

商工

労働

部

7-3 再 ② 13

次世代エネ

ルギー利活

用推進事業

再生可能エ

ネルギー関

連産業集積・

育成事業（次

世代エネル

ギー利活用

推進事業）

県 10,122 9,097

　再生可能エネルギー関連産業の育成

のため、小型で高効率なバイオマスガ

ス発電装置の開発に対する補助等を実

施する。

　日大工学部中心の産学官連携グルー

プによる、バイオマスガス発電装置の研

究開発に助成。

１　テーマ名

　「食品廃棄物と農業残渣の再資源化

　　システム構築に関する研究」

２　助成機関

　　クリーン・エネルギー・ネットワーク

　　有限責任事業組合

　23年度に開発したバイオマスガス発電

装置の実証実験に対し支援を行う。

　具体的には、太陽熱や太陽光等のエ

ネルギーを取り込むための装置の改良

や、その運用を行う。

商工

労働

部

7-3 再 ② 14

がんばる企

業立地促進

補助金（６再

掲）

同左 県 500,000 486,340

　企業が立地する際の初期投資額の一

部に対して補助する。

５００，０００千円を９社に計画通り補助

を行った。

１２社に４８６，３４０千円を補助する予

定。

商工

労働

部

7-3 　 　 　　

　

再生可能エ

ネルギー関

連産業基盤

強化事業

県 H24新規 10,979

　再生可能エネルギー関連産業を集積

するため、関連産業に関する情報の共

有・発信を行うとともに関連機器製造会

社と本県企業とのマッチングなどを行

う。

（H24新規事業） １　再生可能エネルギー関連産業集積推

進会議事業

　　関係団体等による協議組織を設置。

２　再生可能エネルギー関連産業推進研

究会運営事業

　　県内外の企業、大学等からなる研究会

を立ち上げ、共同研究の検討等を実施。

３　ビジネスマッチング支援事業

　　コーディネーターを配置。

４　販路拡大支援事業

　　上記研究会として展示会に出展する。

商工

労働

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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７　再生可能エネルギー推進プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

7-3 再 ② 16

がんばろうふ

くしま産業復

興企業立地

補助金

ふくしま産業

復興企業立

地支援事業

（６再掲）

県 H24新規 30,000,000

　企業の生産拡大及び雇用創出を図る

ため、県内で新・増設を行う企業に対

し、国内最高の補助率で、最大200億円

を補助する。

平成２４年１月３０日～３月３０日まで１

回目の申請受付。申請件数２９９件　申

請額（補助金ベース）２,６５０億円。

5月11日　167社指定

6月下旬より避難解除区域への進出企

業を対象に募集予定。（総額約100億

円)

また、国に予算拡充を求めながら実施

予定。

商工

労働

部

7-4 再 ① 9

スマートコ

ミュニティの

実証試験を

行うための

事業

スマートコ

ミュニティ導

入促進等事

業

国 8,060,000 　

　多様な再生可能エネルギーを導入し,

スマートグリットによる電力の需給バラ

ンスを制御した環境に優しく、自然災害

に強いスマートコミュニティの「ふくしまモ

デル」の確立に向けて実証試験を行う。

【経済産業省事業】

＜実施主体：一般社団法人新エネル

ギー導入促進協議会＞

　標記事業の前段となる事業化可能性

調査を県内３件の取組が国の事業の採

択を受けて実施。

１　会津若松市

　実施主体　富士通、富士電機、市等

２　南相馬市

　実施主体１

　　安藤建設、日本風力発電協会、市等

　実施主体２

　　奥野翔建築事務所、本田技研、市等

　会津若松市での取組が、２４年４月に

スマートコミュニティ導入促進事業の採

択を受けてマスタープランの策定にとり

かかる。

　２４年４月～９月　策定作業

　２４年９月　マスタープラン策定

　　　　　　　　　国への提出

商工

労働

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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８　医療関連産業集積プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

8-1 産 ② 12

医療機器開

発・安全評価

拠点の整備

医療機器開

発・安全性評

価拠点整備

事業

（拠点整備設

計事業）

県 13,125 0

　国際的な基準に基づいた医療機器の

機能評価試験や医療機器産業の人材

育成、開発支援といった事業者への支

援を行う拠点を整備する。

拠点の整備に向けた基本構想案を策定

した。

有識者会議を設置して、基本構想案の

ブラッシュアップを行い、国に対して、整

備のための財政支援を要請する。

商工

労働

部

8-1 産 ② 13

ふくしま医療

福祉機器産

業推進機構

の設立

医療機器開

発・安全性評

価拠点整備

事業

（医療産業ク

ラスター整備

事業）

県 H24新規 1,906

　医療福祉機器産業の支援機関として

設立し、上記拠点の運営の他、下記ファ

ンドを通じた研究開発支援から、事業

化、人材育成までをワンストップで実施

する。

拠点の整備に向けた基本構想案を策定

した。

有識者会議を設置して、基本構想案の

ブラッシュアップを行い、国に対して、整

備のための財政支援を要請する。

商工

労働

部

8-1 産 ② 14

医療福祉機

器開発ファン

ドの創設

医療機器開

発・安全性評

価拠点整備

事業

（医療福祉機

器等開発

ファンド事

業）

県 H24新規 1,322,126

　医療福祉機器開発ファンドを創設し、

医療機器開発に取り組む企業に対し、

試作から臨床研究、治験までの開発経

費に対して補助する。

事業説明会を3月8日に郡山市で、3月

16日に東京都で実施するとともに、3月

16日から公募を開始した。

4月16日に公募を締め切り。

23件の応募あり。

5月16日に審査会を開催。

5月末に交付決定を行う予定。

商工

労働

部

8-1 産 ② 15

国際的先端

医療機器の

開発・実証を

するための

事業

医療機器開

発・安全性評

価拠点整備

事業

（国際的先端

医療機器等

実証事業）

県 H24新規 2,132,500

　世界をリードする高付加価値型の医

療機器を開発・実証研究を行う医療機

関・医療機器メーカー等に対して補助す

る。

事業説明会を3月8日に郡山市で、3月

16日に東京都で実施するとともに、3月

16日から第一回目の公募（ＢＮＣＴ開発

実証）を開始した。

（ＢＮＣＴ開発・実証）

4月16日に公募を締め切り。１件の応募

あり。

5月16日に審査会を開催。

5月末に交付決定を行う予定。

（手術支援ロボット）

6月上旬から公募予定。

商工

労働

部

重点重点重点重点プロジェクトにプロジェクトにプロジェクトにプロジェクトに係係係係るるるる主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表

事業番号

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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８　医療関連産業集積プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

8-1 産 ① 15

がんばる企

業立地促進

補助金（６再

掲）

同左 県 500,000 486,340

　企業が立地する際の初期投資額の一

部に対して補助する。

５００，０００千円を９社に計画通り補助

を行った。

１２社に４８６，３４０千円を補助する予

定。

商工

労働

部

8-1 産 ① 16

がんばろうふ

くしま産業復

興企業立地

補助金

ふくしま産業

復興企業立

地支援事業

（６再掲）

県 H24新規 30,000,000

　企業の生産拡大及び雇用創出を図る

ため、県内で新・増設を行う企業に対

し、国内最高の補助率で、最大200億円

を補助する。

平成２４年１月３０日～３月３０日まで１

回目の申請受付。申請件数２９９件　申

請額（補助金ベース）２,６５０億円。

5月11日　167社指定

6月下旬より避難解除区域への進出企

業を対象に募集予定。（総額約100億

円)

また、国に予算拡充を求めながら実施

予定。

商工

労働

部

8-1 産 ① 11

ふくしま医療

機器産業ハ

ブ拠点形成

事業

同左 県 37,454 33,939

　医療機器分野の産業振興、集積を図

るため、産学官が連携し、医療現場の

ニーズ収集から研究開発、事業化まで

の企業支援（試作品作成補助、企業内

人材育成、展示会出展等販路拡大）を

一体的に行う。

県内中小企業を主たる対象とする、幅

広い支援を行った。

・医療ニーズ発掘：県内医療機関等へ

アンケート調査を実施。

・薬事法許認可支援：医療機器製造を

目指す企業へ専門家を派遣（５社）。

・人材育成：３コース（のべ３９講座）を実

施した。参加者４０社、６００名超。

・販路開拓：メディカルショージャパンへ

の出展（１５社）、メディカルクリエーショ

ンふくしまの開催（出展１５０団体）。

県立医大内ふくしま医療－産業リエゾン

推進室と緊密な連携を取り、幅広い企

業支援を継続して実施する。

商工

労働

部

8-1 産 ① 12

医療機器、

医薬品製造

業支援強化

医薬品等製

造承認事務

（三県合同製

造販売業者

等講習会）

県 10 161

　薬事関係許可業種に参入を希望する

事業者に対し、薬事法セミナー等の開

催などソフト面の支援を行うとともに、製

品の安全性確保のため試験検査体制

を整備する。

平成２３年１１月１日に宮城県において

三県（宮城・福島・山形）合同製造販売

業者等講習会が開催され、本県の製造

販売業者等も含め約１００名の参加が

あり、薬事法等の理解を深めたほか、

平成２４年２月２２日に郡山市で開催さ

れた、第７回医療機器設計・製造展示

会＆最新技術セミナー「メディカルクリ

エーションふくしま２０１１」において、薬

事法セミナーを開催し、新規参入者も含

め１４４名の参加があり、医療機器等製

造販売に関して効率的な業務の運用方

法について解説した。

三県合同製造販売業者等講習会は福

島県での開催であることから、県内の既

存製造販売業者等への薬事法に関連

する最新の情報を提供するほか、「メ

ディカルクリエーションふくしま２０１２」等

において薬事法セミナーを開催すること

により、既存業者はもとより新規参入希

望業者の薬事法の理解を深めるための

支援を行う。

保健

福祉

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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８　医療関連産業集積プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

8-2 　 　 　　

革新的医療

機器開発・創

出促進事業

医療機器開

発・安全性評

価拠点整備

事業

（革新的医療

機器開発・創

出促進事業）

県 H24新規 360,626

　革新的な医療機関を開発するため、

医師主導の医療機器開発を行う医療機

関に補助する。

事業説明会を3月8日に郡山市で、3月

16日に東京都で実施するとともに、3月

26日から公募を開始した。

4月26日に公募を締め切り。8件の応募

あり。

5月16日に審査会を開催。

5月末に交付決定を行う予定

商工

労働

部

8-2 　 　 　　

　

ふくしま医療

福祉機器グ

ローバル展

開事業

県 14,107 31,580

　本県医療福祉機器産業の海外販路拡

大を進めるため、県内企業等が有する

技術・製品を海外に向けて広くPRする。

・ドイツのデュッセルドルフで開催された

ＭＥＤＩＣＡ２０１１へ初めて福島県ブース

を出展した（４企業、３大学）。

商談数４４１件、具体的商談数３７件。

・商工労働部長、医療福祉機器研究会

長が訪欧し、ドイツNRW州内医療技術ク

ラスターとの交流を約した。

・MEDICA２０１２への出展を予定。

・韓国で開催される医療機器展示会へ

出展予定。

・昨年度約したNRW州内医療技術クラス

ターとの交流を開始するに当たり、ＪＥＴ

ＲＯと連携してＮＲＷ州の医療技術を事

前調査を行う（24.4.5付けＲＩＴ事前調査

採択）。

商工

労働

部

8-2 産 ② 30

医薬品の開

発・研究を担

う人材を育

成するため

の事業(「産

②16創薬分

野の研究開

発・製品化支

援事業」を含

む）

福島医薬品

関連産業支

援拠点化事

業

県 H24新規 492,914

　創薬産業の振興を図るため、県立医

科大学に創薬分野の研究拠点を整備

するとともに、新規薬剤の研究開発等を

支援する。

(H24新規事業） 基本構想を策定する。

新規薬剤開発のための基礎データとな

るサンプルを1000検体収集する。

商工

労働

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値

61



９　ふくしま・きずなづくりプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

9-1 絆 ① 15

新“うつくしま、

ふくしま。”県

民運動ステッ

プアップ事業

（地域コミュニ

ティ再生支援

プログラム）

（「絆①16ふく

しま地域活動

団体サポート

センター運営

事業」を含む）

新たな県民

運動・ステッ

プアップ事業

県 31,422 30,099

　知事感謝状の贈呈、推進大会の開

催、地域活動団体の基盤強化を図るこ

とにより、「地域コミュニティの再生」を基

盤となるテーマに掲げる新“うつくしま、

ふくしま。”県民運動の更なる推進を図

る。

地域活動団体等の活動基盤支援のた

め、寄附・融資増進に係る支援、情報公

開の支援、マネジメントに係る支援、

ネットワークづくりに関する支援などを

行った。

地域活動団体等に対する寄附・融資増

進に係る支援、情報公開の支援、マネ

ジメントに係る支援、ネットワークづくり

に関する支援などを行う。

文化

ス

ポー

ツ局

9-1 絆 ③ 5

地域づくり総

合支援事業

（サポート事

業（復興関連

事業））

地域づくり総

合支援事業

（地域づくり

総合支援事

業）

民間

団体

等

377,102 775,042

　民間団体等が行う震災等からの復興

に向けた地域づくり活動等を支援すると

ともに、地方振興局を中心に出先機関

が連携し、地域の実情に応じた事業を

企画・実施する。

採択実績（2月末現在）227件（一般枠

183件、活性化枠44件）うち「震災復興

及び関連する取組み」として164件採

択。（一般枠の9割弱）

【震災復興関連の主な事業例】

県中：被災者向けモニターツアーの実施

会津：首都圏の社員食堂や社員旅行で

の活用PR

相双：首都圏や県外避難先で「相双味

祭り」の開催

いわき：仮設商店街で週末ごとにイベン

ト開催

○サポート事業

一般枠73件採択。うち58件が震災復興

関連（一般枠の8割）。

活性化枠14件採択。

【主な事業例】

南会津：只見線応援イベントの開催

相双：生活支援、復興関連の情報誌ＨＰ

の作成

いわき：いわき市でフラガール甲子園開

催

県中：子どもたちのフットサル大会の開

催

企画

調整

部

9-1 絆 ④ 10

地域支え合

い体制づくり

助成事業

高齢者見守

り等ネット

ワークづくり

支援事業（２

再掲）

市町

村、民

間団

体等

2,481,445 2,311,192

　高齢者等サポート拠点を整備・運営

し、仮設住宅等での生活を余儀なくされ

ている被災高齢者等に、生活相談やデ

イサービス、介護予防、地域交流の場

などを提供する。

　仮設住宅等において、高齢者や障が

い者等の要援護者が孤立しないよう、

相談、介護、生活支援等の提供体制づ

くりを支援する。

高齢者等サポート拠点整備事業

　・12市町村に21カ所整備した。

　・高齢者等サポート拠点では、デイ

サービス17か所、総合相談20か所、配

食サービス7か所、高齢者サロン18か

所、学童保育4か所などのサービスを提

供し、高齢者等の介護、生活支援、生き

がいづくりなどを広く支援している。

地域支え合い体制づくり助成事業

　・緊急通報システムの設置

　・買い物支援バスの運行

などの事業を支援した。

高齢者等サポート拠点

　・市町村への補助により、９市町村に

10箇所整備予定。

地域支え合い体制づくり助成事業

 　・市町村や民間団体が行う高齢者等

の支え合い体制づくりを支援する。

保健

福祉

部

重点重点重点重点プロジェクトにプロジェクトにプロジェクトにプロジェクトに係係係係るるるる主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表

事業番号

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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９　ふくしま・きずなづくりプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

9-1 絆 ③ 4

県産農林水

産物を地域

で支える仕

組みを構築

するための

事業

ごちそう　ふ

くしま絆づく

り運動

県 1,279 965

　多様な主体が一体となった農林水産

業の再生、とりわけ風評被害の払拭や

消費者の信頼回復に向けた安全・安心

を提供する取組みを大幅に拡充強化す

ることから、消費者と生産者との絆の再

構築に向けて、これらの取組みへの理

解や相互の交流を促進する活動に取り

組む。

・福島県農林水産業の復興に関して、

農林水産業関係機関・団体等との意見

交換会を実施した。(県内８箇所）

・「農業総合センターまつり」等イベント

でのパネル展示やチラシ配布により農

林水産業への理解促進を図った。あわ

せて消費者意向調査を実施した。

・会津地方では、会津・浜通り両地方の

住民の郷土料理を介した交流、いわき

地方では農業生産施設等をめぐるツ

アーを開催した。

・メールマガジン「ごちそうふくしま通信」

の配信した。

・「ごちそうふくしま絆づくり運動交流イベ

ントカレンダー」をHP上に掲載した。

・県推進本部会議及び地方推進会議の

運営

・消費者等との意見交換会の開催

・消費者と農林漁業者等との交流

・「ごちそう　ふくしま絆づくり大賞の実施

・情報収集・発信の継続

（メールマガジン・カレンダーの継続）

農林

水産

部

9-1 絆 ③ 7

震災後の住

民組織同士

のネットワー

クづくり等を

支援する事

業

生涯学習に

よる復興応

援事業（ふく

しまの地域

や学習をサ

ポートする環

境づくり）

県 4,801

　地域をつなぐ活動や自治組織の形成

を支援するため、地域のリーダーを養成

するセミナーや住民を対象とした講座等

を実施する。

実施なし。 ・地域リーダー養成セミナーの実施

　日程：平成24年7月17日(火)～20日

(金)

　会場：県内4方部（県中、会津、相双、

いわき）

・地域再生のための住民力アップ講座

の実施（6回）

　日程：6/28(木)、7/5(木)、7/12(木)、

　　　　　9/13(木)、9/20(木)、9/27(木)

　会場：おだがいさまセンター(郡山市)

・避難住民への学びの支援　（2箇所）

文化

ス

ポー

ツ局

9-1 絆 ① 4

避難地域等

のコミュニ

ティ再生を支

援するため

の事業

仮設住宅に

おける地域

コミュニティ

活動支援事

業（２再掲）

県 　 　

　仮設住宅に避難した県民が市町村と

協働して行う地域コミュニティ活動に要

する経費を補助することにより、仮設住

宅における地域コミュニティ活動の活性

化や地域課題の解決、避難生活の質の

向上を図る。

　 ※予算化されず

文化

ス

ポー

ツ局

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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９　ふくしま・きずなづくりプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

9-1 絆 ④ 12

ICTによる流

通インフラを

構築するた

めの事業

ICTによる広

域連携商業

ネットワーク

整備事業（６

再掲）

県 22,604 　

　ICT（情報通信技術）を活用した地域を

つなげる商業環境整備（買い物弱者対

策、配送拠点整備 等）を実施する。

2月補正計上のため、全額年度繰り越

し。

補助金交付要綱制定。

・広域連携商業ネットワーク協議会の設

立（上半期）

・地域物流センター（共同倉庫）の整備

（下半期）

・買い物支援システム（アプリ）等の整備

（下半期）

商工

労働

部

9-1 絆 ⑤ 9

被災地域の

文化資源等

の復活に向

けた事業

地域の「きず

な」を結ぶ民

俗芸能支援

事業

県 － 12,000

　継承の危機に瀕している民俗芸能の

円滑な継承を促進し、ふるさとに対する

誇りや郷土愛を確認し、地域のつながり

を再構築するための活動に対して補助

を行うとともに、稽古の様子、公演での

演目披露の様子について記録保存す

る。

（Ｈ２４新規事業） 　５月中に補助先の保存会を決定し、６

月には申請・交付決定の手続きをする

予定。

　補助件数は１０件程度を予定してい

る。

　補助決定がされた保存会は、１０月開

催の「日本の祭りinふくしま」に出演を依

頼する予定。

教育

庁

9-1 絆 ⑤ 9

被災地域の

文化資源等

の復活に向

けた事業

２１世紀ふく

しま文化担

い手育成事

業（伝統芸能

交流会）

県 0 724

　震災後、被災地域の県民がふるさとを

離れている状況を踏まえ、後継者の育

成も含めた被災地域の伝統文化を始め

とした文化資源等を保存継承する活動

を支援する。

･東日本大震災の影響により、事業中

止。

・伝統芸能交流会の実施

　（3団体の交流。10月に実施予定。）

文化

ス

ポー

ツ局

9-1 応 ⑦ 14

大学等の英

知を活用し

た地域課題

解決を促進

するための

復興支援事

業

知のネット

ワークを活

用した復興

推進事業

県 　 7,398

　地域だけでは解決できない課題の解

決を図るため、専門的知見を有する研

究者等を含む調査研究会を設置して解

決策の検討を行い、その実践に向けた

取組を支援する。

(1)地域課題調査研究事業

　地域行政だけでは解決できない課題

の解決を図るため、専門的知見を有す

る研究者等を含む調査研究会を設置し

て解決策の検討を行い、その実戦に向

けた取り組みを支援する。（調査研究課

題：１件を選定）

(2)地域課題解決実践活動支援事業

　前年度(今年度はH21・22)に取り組ん

だ地域課題について、引き続き解決策

実践の取組を支援するとともに、その解

決策の他地域への活用を促進する。

企画

調整

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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９　ふくしま・きずなづくりプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

9-1 子 ③ 3

若者交流促

進事業

同左

県、民

間団

体

1,460 12,534

　震災をきっかけに人と人とのきずなが

より求められていることから、きずなづく

りを促進するとともに、若者の社会参画

の機会を増やしその活力を地域活性化

へ結びつけていくため、男女の出会い

の場の創出や若者同士の交流を行う事

業を実施する。

・若者交流に取り組む団体に対する補

助

　補助実績　６団体

・若者交流に取り組む団体のネットワー

ク会議　１回開催

・若者交流に取り組む団体に対する補

助

　補助予定　１５団体

・若者交流に取り組む団体のネットワー

ク会議　１回開催予定 保健

福祉

部

9-1 応 ① 12

地域コミュニ

ティ復興支

援事業（２再

掲）

同左

市町

村、民

間団

体

0 932,822

　被災地における地域コミュニティの復

興を図るため、市町村・社会福祉協議

会・NPO等との連携を強化し、生活支援

相談員を配置するなど被災者・要援護

者への支援を行う。

・被災地及び被災者を受け入れている

地域への生活支援相談員の配置にか

かる事業の経費の助成。30市町村177

人予定。

・市町村が実施する地域見守り、関係

機関との連携強化等地域コミュニティ復

興に関する事業にかかる経費の助成。5

市町村予定。

保健

福祉

部

9-2 絆 ① 5

県外避難者

生活サポー

ト拠点支援

事業

なし 県 － －

　全国各地で受入自治体や民間団体の

協力を得て設置された生活サポート拠

点において、福島県の情報提供を始

め、避難先での生活相談や見守り支

援、避難者同士の交流の機会を設ける

ことにより、避難者間のきずなの維持や

地域コミュニティの再生を支援する。

なし   全国各地で受入自治体や民間団体の

協力を得て設置された生活サポート拠

点において、福島県の情報提供を始め

避難先での生活相談や見守り支援、避

難者同士の交流の機会を設けることに

より、避難者間のきずなの維持や地域

コミュニティの再生を支援する。

生活

環境

部

9-2 絆 ① 1

電子回覧板

等による情

報の発信

ふるさとの絆

電子回覧板

事業

県 0 94,337

　避難者とふるさととの絆を維持するた

め、警戒区域等にある市町村から県内

外へ避難した人達に行政情報をリアル

タイムで配信し、併せてふるさとの画像

なども配信する。

・４市町（南相馬市、大熊町、双葉町、浪

江町）が電子回覧板（タブレット端末、デ

ジタルフォトフレーム）による避難者への

情報提供施策を実施した。

今後、６月中に委託業者を決定し、順次

デジタルフォトフレーム向けに情報発信

を開始予定。

知事

直轄

企画

調整

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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９　ふくしま・きずなづくりプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

9-2 絆 ⑤ 17

映像により

ふくしまを発

信する事業

ふくしまの知

恵発信事業

県 　 　

　ふるさと　ふくしまの原風景の映像を

作成し、県外避難者を始め全国に発信

する。

財政課査定。

今後、基金や助成事業等の活用が可能

な場合、改めて事業検討したい。

文化

ス

ポー

ツ局

9-2 絆 ① 2

避難者と福

島県とのネッ

トワークを支

援するため

の事業

県、市

町村、

民間

団体

0 0

避難者への支援情報等の伝達ととも

に、地域コミュニティの維持を図るため、

インターネット、ホワイトスペースの活用

等ＩＣＴを始めとしたあらゆるツールを活

用して、県内外の避難者と県民とのネッ

トワーク化を支援する。

・５市町（南相馬市、楢葉町、大熊町、双

葉町、浪江町）がタブレット端末、デジタ

ルフォトフレーム、デジタルテレビ等によ

るICTを活用した避難者への情報提供

施策を実施した。

・国の平成23年度第3次補正予算「被災

地域情報化推進事業（ICT地域のきずな

再生・強化事業）」に７市町村が補助申

請した。

・１２市町村がタブレット端末、デジタル

フォトフレーム、デジタルテレビ等による

ICTを活用した避難者への情報提供施

策を実施する予定。

・国の平成23年度第3次補正予算「被災

地域情報化推進事業（ICT地域のきずな

再生・強化事業）」に７市町村が採択さ

れる予定。

企画

調整

部

9-2 絆 ⑤ 13

スポーツ・レ

クリエーショ

ンの全国大

会や国際大

会を誘致す

る事業

ふくしまから

スポーツ発

信・全国大会

誘致事業（大

会開催支援

事業）（10再

掲）

大会

主催

者

　 6,000

　他県からの多くの来県者が期待できる

スポーツやレクリエーションの大会を誘

致するため、大会主催者に対して開催

運営に係る経費について補助する。

（H24新規事業） ①助成制度の広報

②関係団体への働きかけ

③大会の多数誘致

④大会主催者への事務処理支援
文化

ス

ポー

ツ局

9-2 災 ③ 2

地域防災計

画の見直し

における広

域的な応援・

受援体制の

構築と情報

通信体制の

強化の検討

 県 　 549

　地域防災計画の見直しに合わせ、災

害時における県と市町村、県内市町村

間、民間、団体等様々な主体の広域的

な被災地の応援体制、及び他県から本

県への応援の受け入れ体制の構築を

検討する。併せて、他県で大規模な災

害が起きた際、本県から応援を行う体

制を検討する。

　さらに、災害時の情報通信体制の強

化・情報の伝達、情報共有の迅速化や

確実性について検討を行い、地域防災

力の向上を図る。

　市町村等に地域防災計画の見直しに

関するアンケート調査を実施し、課題の

洗い出しを行った。

　地域防災計画の見直し結果に基づ

き、他の自治体等との連携について検

討する。

生活

環境

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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９　ふくしま・きずなづくりプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

9-2 絆 ⑤ 23

ふくしま復興

へ向けたメッ

セージの発

信

ふくしま復興

への誓い事

業

県 14,073 14,076

　新しい福島の再生に向けたシンポジ

ウム等を開催し、記憶の風化の防止を

図るとともに、本県のメッセージを全国

に向けて発信する。

3.11ふくしま復興の誓い2012を開催し

た。

【実施概要】

実施日：2012年3月11日

会場：福島市こむこむ及び県内７方部

内容：東日本大震災犠牲者追悼式、復

興の誓いシンポジウム、ふくしま宣言、

キャンドルナイト

来場者数：約18,000人

Ustream動画視聴者数：約53,000人

3.11ふくしま復興の誓い2013（仮称）を

開催する。

企画

調整

部

9-2 絆 ⑤ 3

ふくしま再生

交流推進事

業

ふくしま再生

交流推進プ

ロジェクト

県 18,766 30,718

　風評被害の払拭や震災復興促進のた

め、元気なふくしまをアピールするととも

に、首都圏に避難している方の交流の

場として、首都圏における交流イベント

を開催する。

「がんばろうふくしま！大交流フェア」開

催

日時：平成24年3月20日（祝・火）11:00～

17:00

会場：東京国際フォーラム展示ホール２

他

入場者数：15,867名

内容：知事と俳優西田敏行さんのトーク

ショーなど

首都圏イベント開催

日程：平成24年12月（予定）

会場：東京国際フォーラム展示ホール

全面

内容：平成25年大河ドラマ「八重の桜」

を中心とし、観光復興キャンペーンと連

動したイベントを実施する。

観光

交流

局

9-2 絆 ③ 9

ふくしまふる

さと暮らし復

興推進事業

同左 県 13,720 27,227

　風評被害の払拭や震災復興促進のた

め、本県への愛着や興味が高い方に対

し、正しい情報発信を行うとともに、本県

の安全性をアピールする。

「ふくしまふるさと暮らし情報センター」設

置による相談対応

委託先：ＮＰＯ法人ふるさと回帰支援セ

ンター

相談件数：4,988件（平成23年度）

「ふくしまファンクラブ」会員数

6,368名（平成23年度末）

「ふくしまふるさと暮らし情報センター」を

東京・東銀座から有楽町駅前に移転。

委託先：ＮＰＯ法人ふるさと回帰支援セ

ンター

「ふくしまファンクラブ」については、観光

復興キャンペーンなどと連動し、更なる

会員数の増加を目指す。

観光

交流

局

9-2 絆 ③ 8

まちづくりの

取組を通じ

たふくしまの

元気を全国

に発信する

事業

元気いっぱ

いふくしま

まちづくりプ

ロジェクト

県 0 0

　県内各地の魅力あるまちづくりの取組

を県内外に発信し、震災からの復興を

広くアピールする。

・まちづくり団体の取組に関する情報収

集、発信（ゼロ予算）

商工

労働

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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９　ふくしま・きずなづくりプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

9-2 絆 ⑤ 24

国際会議等

誘致推進事

業（10再掲）

同左 県 2,709 4,165

　本県のイメージづくりと認知度向上、さ

らには地域経済の活性化等を図るた

め、国その他の機関と連携し、受入体

制を調整しながら、国際会議等の誘致

に取り組む。

　外務省やＪＮＴＯ，ＪＩＣＡなどを訪問し、

国際会議等の誘致活動を実施。政府等

が主催する国際会議が８件、その他視

察ツアーなども開催された。

　また、韓国からインセンティブ（報奨）

旅行のキーパーソンを招聘し震災以降

の福島をＰＲ、さらには、コンベンション

施設のデータベース（福島県コンベン

ションガイド）を作成し、ウエブ上で公開

した。

　政府系の国際会議等を誘致するた

め、情報収集や関係機関への要請活動

等を行う。市町村等とのネットワークを

構築し、誘致及び開催に係る情報共有

と協力体制の確立を図るほか、国際会

議の開催に合わせて、復旧復興に取り

組む福島の姿を対外的に情報発信す

る。また、インセンティブ旅行のキー

パーソンを本県に招聘し、風評被害の

払拭を図る。

生活

環境

部

9-3 絆 ⑤ 7

地域の伝統

文化による

震災からの

復旧・復興を

アピールす

る事業

地域伝統芸

能全国大会

開催事業

実行

委員

会

　 25,000

　祭りの力で地域に活力をもたらすため

地域伝統芸能の公演等を行う全国大会

を開催するとともに、県内各地の観光や

物産等のPR等を行い、復旧・復興に向

けて確かな歩みを続けるふくしまの良さ

を全国へ発信する。

（H24新規事業） ①地域伝統芸能全国大会の出演団体

の決定

②地域伝統芸能全国大会の広報

③地域伝統芸能全国大会の開催

文化

ス

ポー

ツ局

9-3 絆 ⑤ 15

戦略的に情

報を発信す

る事業

「新生ふくし

ま」戦略的情

報発信事業

県 180,650 58,558

　新しいスローガン「ふくしまから　はじ

めよう。」の下、各部が連携を図り一体

感をもって、本県の持つ魅力とふくしま

の「今」の正確な情報を国内外に戦略的

に発信し、復興に向けた前向きなふくし

まのイメージを創り上げる。

全国向け民放テレビ番組を活用し、福

島の“今”の魅力を発信することにより、

本県の農林水産物や観光に対する風

評被害を払拭させることを目的に実施

済。

「ありがとうのメッセージ」を全国紙に掲

載。

東京のテレビキー局による県内特産品

（川俣シルク）や県内観光地の紹介。

震災１年ＤＶＤを作成。

１　福島に心を寄せる発信力のある

人々の力を結集して発信を行う。

２　学生等の発信力を活かした「ふくしま

の今」の発信を行う。

３　メディアによる情報発信

１、２　６月から開始予定

知事

直轄

9-3 絆 ⑤ 16

海外のマスメ

ディア等を活

用したイメー

ジアップ事業

ふくしま観光

海外イメージ

アップ事業

県 　 　

海外の旅行関係メディア等を招聘し、本

県の観光地や県民生活等を積極的に

取材、情報発信することで、本県が災害

から着実に復興している姿をしっかりと

ＰＲすることや観光親善大使によるウエ

ルカムキャンペーンに取り組むことで、

イメージの回復を図る。

観光

交流

局

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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９　ふくしま・きずなづくりプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

9-3 災 ⑧ 1

東日本大震

災の記録を

保存し活用

する事業

東日本大震

災記録保存

活用事業

県 3,100 7,052

　地震・津波災害及び原子力災害の体

験や教訓、復興の姿を次世代へ継承す

るため、風化、散逸されることが懸念さ

れる伝えるべき資料、残すべき資料を

検討し収集、保存する。

記憶等の聞き書き映像107件。動画、写

真等約5,000点を収集。

・資料収集保存活用検討会の開催

・資料の収集、保存、保管

・市町村との協議、調整

・記録の展示、公開

文化

ス

ポー

ツ局

9-3 災 ⑧ 1

東日本大震

災の記録を

保存し活用

する事業

ふくしま・き

ずな物語発

信事業

県 5,000

　地域のきずなで結ばれた地域コミュニ

ティづくりを一層推進するとともに、きず

なを大切にする温かい県民性を持った

本県イメージを広く発信するため、震災

を契機とした「きずな」をテーマにした

エッセーを募集し、広く発信する。

（Ｈ２４新規事業） エッセーの募集

優秀作品の選定・発表

冊子の作成

文化

ス

ポー

ツ局

9-3 災 ⑧ 3

東日本大震

災ライブラ

リー事業

東日本大震

災福島県復

興ライブラ

リー整備事

業

県 － 7,111

　東日本大震災に関連する図書等を購

入・保存するとともに、避難自治体や学

校に対し貸出を行う。

（Ｈ２４新規事業） ・震災及び原発事故関連資料収集事業

　災害記録の保存と県民への情報提供

に活用する資料を収集する。資料は、

館内での貸出に加え、避難自治体や学

校向けの貸出に活用する。

・避難自治体支援事業

　避難自治体の教育委員会と連携し学

校等への移動図書館及び協力車の巡

回を実施し、資料の貸出を通じた支援を

行う。また、避難住民向けの朗読会を公

民館等において実施し、読書普及を通

じた支援を行う。

教育

庁

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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１０　ふくしまの観光交流プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

10-1 産 ② 6

福島県観光

復興キャン

ペーンを行う

ための事業

（「産②5有料

道路無料開

放事業」を含

む）

観光復興

キャンペーン

事業・福島県

観光復興緊

急プロジェク

ト事業・観光

誘客特別対

策事業

県 365,834

394,541

(256,427)

　国内外からの観光客の誘客、本県観

光の正確な情報発信と風評被害の払拭

のため、NHK大河ドラマとタイアップした

観光PR、県内観光有料道路の無料開

放、国内外のコンベンション誘致事業等

を実施する。

【有料道路無料開放】無料開放期間

(7/16～11/15)の４ヶ月間の通行実績は

442,964台（前年度実績の約２倍）

【ありがとうキャンペーン】県産品プレゼ

ント応募実績 約54,468件(2/1～3/31)

【スキーエリア誘客緊急対策】無料化利

用実績 58,973人（12/28～3/31）

【県内周遊宝探しイベント】宝箱発見報

告者数 コードＦ　11,990人（H23.9.17～

11.27）

コードF２　34,877人（H24.3.3～H24.5.6現

在）

【八重の桜キャンペーン事業（一部繰

越）】大河ドラマ「八重の桜」を核とした観

光誘客のため広報宣伝・イベント開催

等。

【ふくしま応援観光誘客事業（H23繰

越）】旅行会社と連携した誘客・宣伝事

業。

【有料道路無料開放】無料開放期間

（4/8～11/15）、ＧＷ期間中（4/28～

5/6）の通行実績は37,313人（H22実績

の1.6倍）

【スキーエリア誘客緊急対策】20～22歳

のリフト券無料化事業。

観光

交流

局

10-1 絆 ⑤ 16

海外のマスメ

ディア等を活

用したイメー

ジアップ事業

ふくしま観光

海外イメージ

アップ事業

県 　 　

海外の旅行関係メディア等を招聘し、本

県の観光地や県民生活等を積極的に

取材、情報発信することで、本県が災害

から着実に復興している姿をしっかりと

ＰＲすることや観光親善大使によるウエ

ルカムキャンペーンに取り組むことで、

イメージの回復を図る。 観光

交流

局

10-1 絆 ⑤ 15

戦略的に情

報を発信す

る事業

「新生ふくし

ま」戦略的情

報発信事業

（９再掲）

県 180,650 58,558

　新しいスローガン「ふくしまから　はじ

めよう。」の下、各部が連携を図り一体

感をもって、本県の持つ魅力とふくしま

の「今」の正確な情報を国内外に戦略的

に発信し、復興に向けた前向きなふくし

まのイメージを創り上げる。

全国向け民放テレビ番組を活用し、福

島の“今”の魅力を発信することにより、

本県の農林水産物や観光に対する風

評被害を払拭させることを目的に実施

済。

「ありがとうのメッセージ」を全国紙に掲

載。

東京のテレビキー局による県内特産品

（川俣シルク）や県内観光地の紹介。

震災１年ＤＶＤを作成。

１　福島に心を寄せる発信力のある

人々の力を結集して発信を行う。

２　学生等の発信力を活かした「ふくしま

の今」の発信を行う。

３　メディアによる情報発信

１、２　６月から開始予定

知事

直轄

重点重点重点重点プロジェクトにプロジェクトにプロジェクトにプロジェクトに係係係係るるるる主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表

事業番号

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値

70



１０　ふくしまの観光交流プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

10-1 産 ② 7

食と観光の

連携により

交流を促進

するための

事業

ふくしまの恵

み販売力強

化事業（５再

掲）

県、農

業団

体等

　 144,099

  本県基幹産業である農林水産業の再

生に向け、風評被害を払拭するため、

正確な情報の発信、県内キャンペーン

の実施、首都圏における信頼回復のた

めの安全性アピールイベントを実施する

とともに、輸出の回復・拡大のための支

援等を実施する。

　 (1)　「ふくしま新発売。」復興プロジェクト

事業

　ア　専用ＷＥＢ情報発信事業

　イ　パブリシティ活動事業

　ウ　ふくしまダイアログ推進事業

(2)　「みんなのチカラで農林水産絆づく

り事業」

　ア　「がんばろう　ふくしま！」応援店等

拡大事業

　イ　農林水産物利用推進絆づくり事業

　ウ　ふくしま米消費拡大推進事業

(3)　復興サポート事業

　ア　「全国安全安心キャラバン隊」復興

活動支援事業

　イ　首都圏安心ＰＲ事業

農林

水産

部

10-1 産 ② 7

食と観光の

連携により

交流を促進

するための

事業

ふくしまの恵

み安全・安心

推進事業（新

生！ふくしま

の恵み発信

事業）（５再

掲）

県、農

業団

体等

　 182,300

　本県基幹産業である農林水産業の再

生に向け、風評被害を払拭するため、

正確な情報の発信、県内キャンペーン

の実施、首都圏における信頼回復のた

めの安全性アピールイベントを実施する

とともに、輸出の回復・拡大のための支

援等を実施する。

　 (1)　調査・集計分析・戦略の構築

　　県内メディア各社による「メディア発

信研究会」を設置し、各種データ収集分

析・効果的なＰＲ手法を検討する。

(2)　モデル実証

　　首都圏キー局の全国枠において「も

も」や「米」を主体としたスポットＣＭなど

映像広告を放送する。

農林

水産

部

10-2 絆 ⑤ 5

指定文化財

保存活用事

業

指定文化財

保存活用事

業

（災害復旧事

業）

文化材保存

助成事業（指

定文化財保

存活用事業）

県 19,632 156,077

　文化財を活かした地域振興を図るた

め、国及び県指定文化財の保存と活用

を一体的に行う取組みや被災した文化

財の修復に要する経費を補助する。

国指定３件、県指定２件を交付決定。 （災害復旧事業）

　国指定９件、県指定１５件の事業実施

を予定。

（指定文化財保存活用事業・通常事業

分）

　国指定２８件、県指定４件の事業実施

を予定。

教育

庁

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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１０　ふくしまの観光交流プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

10-2 絆 ⑤ 7

地域の伝統

文化による

震災からの

復旧・復興を

アピールす

る事業

地域伝統芸

能全国大会

開催事業（９

再掲）

実行

委員

会

　 25,000

　祭りの力で地域に活力をもたらすため

地域伝統芸能の公演等を行う全国大会

を開催するとともに、県内各地の観光や

物産等のPR等を行い、復旧・復興に向

けて確かな歩みを続けるふくしまの良さ

を全国へ発信する。

（H24新規事業） ①地域伝統芸能全国大会の出演団体

の決定

②地域伝統芸能全国大会の広報

③地域伝統芸能全国大会の開催

文化

ス

ポー

ツ局

10-2 絆 ⑤ 24

国際会議等

誘致推進事

業

同左 県 2,709 4,165

　本県のイメージづくりと認知度向上、さ

らには地域経済の活性化等を図るた

め、国その他の機関と連携し、受入体

制を調整しながら、国際会議等の誘致

に取り組む。

　外務省やＪＮＴＯ，ＪＩＣＡなどを訪問し、

国際会議等の誘致活動を実施。政府等

が主催する国際会議が８件、その他視

察ツアーなども開催された。

　また、韓国からインセンティブ（報奨）

旅行のキーパーソンを招聘し震災以降

の福島をＰＲ、さらには、コンベンション

施設のデータベース（福島県コンベン

ションガイド）を作成し、ウエブ上で公開

した。

　政府系の国際会議等を誘致するた

め、情報収集や関係機関への要請活動

等を行う。市町村等とのネットワークを

構築し、誘致及び開催に係る情報共有

と協力体制の確立を図るほか、国際会

議の開催に合わせて、復旧復興に取り

組む福島の姿を対外的に情報発信す

る。また、インセンティブ旅行のキー

パーソンを本県に招聘し、風評被害の

払拭を図る。

生活

環境

部

10-2 絆 ⑤ 8

文化財の災

害復旧

地域に根差

した文化財

の災害復旧

支援事業

県 － 22,000

　地域の宝である文化財の保護・継承を

図るため、国登録文化財の個人・法人

所有者が、東日本大震災により被災し

た文化財の修復を実施する場合に事業

実施に要する経費を補助する。

（H24新規事業） 　国登録文化財１５件の事業実施を予

定。

教育

庁

10-2 絆 ⑤ 10

歴史的建造

物等の復旧・

魅力向上支

援事業

歴史的建造

物等の復旧・

魅力向上支

援事業

市町

村

　 50,153

　震災で被災した歴史的建造物等の復

旧を行う市町村を支援する。

（H24新規事業） １００棟（５０万円/棟）で５，０００万円の

補助を実施予定。

活用検討市町村：会津若松市、白河

市、須賀川市、三春町

実施市町村にて復旧復興の状況を広報

予定。

生活

環境

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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１０　ふくしまの観光交流プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

10-2 絆 ⑤ 13

スポーツ・レ

クリエーショ

ンの全国大

会や国際大

会を誘致す

る事業

ふくしまから

スポーツ発

信・全国大会

誘致事業（大

会開催支援

事業）

大会

主催

者

　 6,000

　他県からの多くの来県者が期待できる

スポーツやレクリエーションの大会を誘

致するため、大会主催者に対して開催

運営に係る経費について補助する。

（H24新規事業） ①助成制度の広報

②関係団体への働きかけ

③大会の多数誘致

④大会主催者への事務処理支援

文化

ス

ポー

ツ局

10-2 絆 ⑤ 1

地域づくり総

合支援事業

（サポート事

業（復興関連

事業））

地域づくり総

合支援事業

（地域づくり

総合支援事

業）（９再掲）

民間

団体

等

377,102 775,042

　民間団体等が行う震災等からの復興

に向けた地域づくり活動等を支援すると

ともに、地方振興局を中心に出先機関

が連携し、地域の実情に応じた事業を

企画・実施する。

採択実績（2月末現在）227件（一般枠

183件、活性化枠44件）うち「震災復興

及び関連する取組み」として164件採

択。（一般枠の9割弱）

【震災復興関連の主な事業例】

県中：被災者向けモニターツアーの実施

会津：首都圏の社員食堂や社員旅行で

の活用PR

相双：首都圏や県外避難先で「相双味

祭り」の開催

いわき：仮設商店街で週末ごとにイベン

ト開催

○サポート事業

一般枠73件採択。うち58件が震災復興

関連（一般枠の8割）。

活性化枠14件採択。

【主な事業例】

南会津：只見線応援イベントの開催

相双：生活支援、復興関連の情報誌ＨＰ

の作成

いわき：いわき市でフラガール甲子園開

催

県中：子どもたちのフットサル大会の開

催

企画

調整

部

10-2 産 ② 10

磐梯山ジオ

パーク推進

事業

同左 県 2,668 2,110

　磐梯山周辺の観光振興をはじめ、自

然保護への理解や環境教育の推進、火

山による地域防災意識の高揚など、

様々な面での持続的な発展のため、磐

梯山の世界ジオパーク認定を目指す取

組に対して支援する。

（１）磐梯山ジオサイトのポイント解説看

板整備事業

　ジオサイト訪問者に対する解説看板

整備を行う3町村(北塩原村、磐梯町、猪

苗代町）への補助を実施した。

（２）磐梯山ジオパークへの理解促進事

業

　磐梯山ジオパーク協議会が行うジオ

パーク理解促進を目的とした啓発活動

や広報事業、ガイド養成の取組に対す

る補助を実施した。

前年度に同じ。

22～24年度は解説看板整備と磐梯山ジ

オパーク協議会活動の補助金を交付し

ている。３町村が解説看板整備を行い、

協議会がジオパーク理解促進活動を

行っている。

企画

調整

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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１０　ふくしまの観光交流プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

10-2 産 ② 8

外国人観光

客誘致促進・

強化事業

同左 県 14,708 28,554

　海外からの観光客を回復させるため、

海外誘客促進活動及び受入体制の整

備を行う。

・韓国、中国、台湾、香港にて観光プロ

モーションを実施

・国や観光関係団体と連携しながら、韓

国、中国、台湾等の旅行会社やマスコミ

を招聘し、福島県の観光ＰＲと放射線に

関する現状について説明を実施。（１２

件）

・県内の宿泊及び観光事業者、交通事

業者が多言語表記を行う場合、補助を

実施。（７件）

・韓国語、中国語（簡体字、繁体字）、英

語の観光パンフレットをリニューアルし、

関係機関に配布。（5,000部×４カ国語）

・韓国、中国、台湾等において国等とも

連携しながら観光プロモーションを実施

する。

・国や観光関係団体と連携しつつ、韓

国、中国、台湾等の旅行会社やマスコミ

を招聘し、福島県の観光ＰＲと放射線に

関する現状への理解促進に努める。

・県内の宿泊及び観光施設、公共交通

の多言語化を促進するため、補助を実

施する。

・国等と連携しながら、観光振興に資す

る国際会議の誘致に努める。

観光

交流

局

10-2 絆 ⑤ 3

ふくしま再生

交流推進事

業

ふくしま再生

交流推進プ

ロジェクト（９

再掲）

県 18,766 30,718

　風評被害の払拭や震災復興促進のた

め、元気なふくしまをアピールするととも

に、首都圏に避難している方の交流の

場として、首都圏における交流イベント

を開催する。

「がんばろうふくしま！大交流フェア」開

催

日時：平成24年3月20日（祝・火）11:00～

17:00

会場：東京国際フォーラム展示ホール２

他

入場者数：15,867名

内容：知事と俳優西田敏行さんのトーク

ショーなど

首都圏イベント開催

日程：平成24年12月（予定）

会場：東京国際フォーラム展示ホール

全面

内容：平成25年大河ドラマ「八重の桜」

を中心とし、観光復興キャンペーンと連

動したイベントを実施する。 観光

交流

局

10-2 産 ② 11

福島空港を

活用した広

域的な交流

を促進する

事業

福島空港交

流・物流・防

災機能強化

事業（12再

掲）

県 0 62,195

　震災からの復旧・復興の推進に向け

て福島空港を有効に活用するため、物

流や防災機能強化への取組を進めると

ともに、福島空港貨物施設の活用促

進、さらには、国際定期路線の再開を契

機とした交流促進を実施する。

（H24新規事業） ・福島空港を航空物流の拠点として活

用するため、空港物流機能や防災機能

の強化についての調査・検討を行う。

・航空会社施設拡充の検討を進めなが

ら、既存施設の活用促進を図るため福

島空港貨物の利用に対する支援を行

う。

・国際定期路線の再開に向けて航空会

社への支援や交流促進に対する支援を

行う。

観光

交流

局

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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１１　津波被災地復興まちづくりプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

11-1 災 ④ 14

公共土木施

設等災害復

旧事業（海

岸）

公共土木施

設等災害復

旧事業（海

岸）

県 2,684,008 12,961,000

　被災した海岸保全施設の復旧や堤

防・護岸の嵩上げを行う。

・警戒区域等を除く、被災した全24地区

海岸について災害査定を完了。

・緊急に対策が必要な7地区海岸につい

て、大型土のう等による仮締切工を実

施済。

・3地区海岸について、消波堤工事を発

注済。（完了箇所なし）

・全24地区海岸について海岸堤防の詳

細設計を完了予定。

・海岸堤防として必要となる用地につい

て、順次取得予定。

・24地区海岸中16地区海岸について、

海岸堤防工事発注予定。

土木

部

11-1 災 ④ 23

公共土木施

設等災害復

旧事業（海

岸）

海岸災害復

旧事業（５再

掲）

県 2,120,619 4,336,750

  海岸保全施設の被害区域について、

災害復旧事業を実施する。

【海岸保全施設の復旧】

査定完了6地区13か所。着手済6地区12

か所。（着手済には応急復旧工事含む）

23年度査定が完了した6地区について、

引き続き復旧工事を進める。また、南相

馬市小高区の村上海岸、井田川海岸、

楢葉町の山田浜海岸について応急工

事を実施する。 農林

水産

部

11-1 応 ② 1

公共土木施

設等災害復

旧事業

公共土木施

設等災害復

旧事業ほか

（道路、河

川、海岸、砂

防、港湾、漁

港、下水、公

園・都市施

設、公営住

宅）

国・県 43,042,844 37,992,911

　東日本大震災により被災した海岸施

設等の復旧を行う。

平成２３年１２月２８日までに、警戒区域

等を除く県内全域１，６５５か所の災害

査定を完了。

このうち、１，０２５か所で復旧工事に着

手、７２４か所で工事が完了。（平成２４

年４月３０日現在）

復旧工事に着手済みの箇所について

は、早期完成を目指すとともに、査定済

みの箇所について、早期発注・完成に

努める。

また避難解除準備区域及び警戒区域

内の低線量箇所について災害査定の

準備を進める。

土木

部

11-1 災 ① 16

河川流域総

合情報シス

テム整備事

業

河川流域総

合情報シス

テム管理費

県 89,032 154,499

　防災機能の向上、河川の適正な管

理、水害による被害の軽減を図るため、

海岸、河口部及び主要な河川等にライ

ブカメラを設置し、津波、波浪及び高潮

等の防災情報を提供する。

・ライブカメラの設置箇所の選定等を実

施。

ライブカメラを沿岸部、河口部及び主要

河川等に計１０期設置し、福島県河川

流域総合情報システムのホームページ

上から画像を閲覧可能とし防災情報を

提供する。

土木

部

重点重点重点重点プロジェクトにプロジェクトにプロジェクトにプロジェクトに係係係係るるるる主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表

事業番号

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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１１　津波被災地復興まちづくりプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

11-1 災 ② 14

河川改修事

業

河川改修事

業（交付金事

業（河川）（再

生復興）、交

付金事業（海

岸））

県 2,107,300 2,752,400

　河川の河口部において、津波遡上を

考慮した堤防の改修を行う。

・津波及び高潮・波浪に対応する設計方

針を決定。

【交付金事業（河川）】

・全9河川について詳細設計を実施予

定。

・河川堤防として必要となる用地につい

て、順次取得予定。

・河川事業に伴い支障となる橋梁の詳

細設計を実施予定。

【交付金事業（海岸）】

・全2地区海岸について詳細設計を実施

予定。

・海岸堤防の工事着手予定。

土木

部

11-1 災 ④ 12

道路整備事

業

交付金事業

（道路）等

県 545,000 560,000

　海岸堤防や防災緑地などとの防災・減

災機能の役割分担を踏まえ、道路の最

適な配置や構造形式を選定し、二線堤

の機能を付加するなど、災害に強く安全

で安心なまちづくりを支える道路整備を

行う。

【交付金事業（道路）】

　津波被災地域の本格的な復興に向け

て、市町村復興計画に基づく箇所につ

いて、国の３次補正予算を活用して事業

の早期着手を図った。

～重点化の方針と対象箇所数（3次補

正）～

・市町村復興計画に基づく道路整備

　　　　　　　　　　　　　　　　　【22か所】

【交付金事業（道路）】

　津波被災地域の本格的な復興に向け

て、市町村復興計画に基づく箇所につ

いて、引き続き事業の早期着工に向け

事業促進を図る。

～重点化の方針と対象箇所数～

・市町村復興計画に基づく道路整備

　　　　　　　　　　　　　　　　【24か所】

土木

部

11-1 災 ④ 10

被災市街地

復興土地区

画整理事業

都市再生区

画整理事業

(被災市街地

復興土地区

画整理事業

等)

市町

村

　 　

　被災市街地復興特別措置法に基づく

被災市街地復興推進地域において、土

地区画整理事業による速やかな復興と

防災性に優れた市街地の整備を図る。

津波被災市町が主体となって、津波被

災地復興手法調査を活用し、被災市街

地復興土地区画整理事業の計画策定

に着手した。

【都市再生区画整理事業】

・いわき市の６地区、及び新地町１地区

において事業計画策定中。

・上記のうち、いわき市の小名浜港背後

地地区について４月に認可済み。

・計画がまとまった地区から順次認可申

請予定。

土木

部

11-1 災 ④ 11

防災集団移

転促進事業

同左

市町

村

　 　

　津波等により災害が発生した地域に

おいて、住民の居住に適当でないと認

められる区域内にある住居の集団的移

転を促進し、住民の生命及び財産を災

害から保護する。

津波被災市町が主体となって、津波被

災地復興手法調査を活用し、防災集団

移転促進事業の計画策定に着手した。

【復興交付金基幹事業】

相馬市の７地区について事業認可済

み。計画がまとまった地区から順次認可

申請予定。

土木

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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１１　津波被災地復興まちづくりプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

11-1 災 ④ 13

防災緑地整

備事業

同左 県 　 31,600,000

　津波災害に強い地域づくりを推進する

ため、津波被害を軽減する機能を有す

る防災緑地を整備する。

津波被災地復興手法調査を活用し、防

災緑地整備事業の計画策定に着手し

た。

また防災緑地計画ガイドラインの策定を

実施した。

・新地町、相馬市、広野町の各１地区、

いわき市の７地区の防災緑地基本計画

を策定中。

・計画がまとまった地区から順次申請予

定。

土木

部

11-1 災 ④ 6

防災林造成

事業

治山災害復

旧事業

（津波被災地

復興プロジェ

クト関係分の

み）

※　５治山災

害復旧事業

の内数

県 2,224,977 1,881,000

津波で被災した治山施設を復旧し、海

岸防災林を再生･復旧するための基盤

を造成する。

・査定完了5地区

・着手済4地区

・復旧工事の継続実施

・３月査定箇所の着手

・警戒区域等内の査定実施、復旧工事

の実施を計画

農林

水産

業

11-1 災 ④ 6

防災林造成

事業

治山事業

（津波被災地

復興プロジェ

クト関係分の

み）

※　５治山事

業の内数

県 3,498,295 0

津波で被災した海岸防災林を復旧する

とともに、津波の減衰効果が発揮される

よう林帯幅の拡大出来る箇所について

は、拡大し再生･復旧を図る。

・１地区着手

・２地区については市及び関係機関と調

整を開始。

・復旧工事の継続実施

・２地区の着手

農林

水産

業

11-1 災 ④ 25

農地災害区

画整備事業

農地災害区

画整理計画

事業（５再

掲）

県 185,000 1,192,893

　大規模経営など効率的営農を図るた

め、被災農地について未被災農地と併

せて一体的に大区画のほ場整備を行

う。

作田前(新地町)、和田(相馬市)の２地区

についてH24.3月に国の事業採択を受

けた。

作田前、和田の年度内着工を目指す。

農林

水産

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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１１　津波被災地復興まちづくりプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

11-1 災 ① 1

福島県地域

防災計画の

見直し及び

市町村が策

定する地域

防災計画に

ついての技

術的助言

原子力防災

体制整備・応

急活動事業

（原子力災害

対策計画の

見直し）

防災会議の

開催経費

県 　 4,729

　地域防災計画見直しに係る東日本大

震災の災害対応の検証のための有識

者会議の運営。

　国の関連指針の見直し内容を踏まえ、

地域防災計画（原子力災害対策編）の

見直しを行うため、原子力防災会議を

開催する。また、市町村の原子力防災

計画の策定に資するため、他道府県が

実施する原子力防災訓練の現地調査を

行う。

　市町村等に地域防災計画の見直しに

関するアンケート調査を実施し、課題の

洗い出しを行った。

　防災会議等を開催し、本県独自の課

題や国の防災基本計画を踏まえた検討

を行い、秋頃を目途に初動対応にかか

る地域防災計画の見直しを行う。

生活

環境

部

11-1 災 ① 1

福島県地域

防災計画の

見直し及び

市町村が策

定する地域

防災計画に

ついての技

術的助言

原子力防災

体制整備・応

急活動事業

（原子力災害

対策計画の

見直し）

防災会議の

開催経費

県 　 4,180

 国の関連指針の見直し内容を踏まえ、

地域防災計画（原子力災害対策編）の

見直しを行うため、原子力防災会議を

開催する。また、市町村の原子力防災

計画の策定に資するため、他道府県が

実施する原子力防災訓練の現地調査を

行う。

　 以下の開催等をふまえ、地域防災計画

の見直し等を行う。

・原子力防災部会の開催

・原子力防災情報交換会等の開催

・市町村職員等の原子力防災訓練現地

調査

生活

環境

部

11-2 災 ① 6

総合情報通

信ネットワー

ク整備事業

（１２再掲）

同左 県 2,692,304 1,375,075

　防災通信機能の拡充・強化等を図る

ため、安全性、経済性、機動性に優れ

た新システムに更新する。

　市町や県機関の修理対象に係る庁舎

復旧計画等の決定に合わせて、順次修

理した。

　総合情報通信ネットワークシステムの

整備事業を平成２１年度から実施してお

り、今年度は最終年度として引き続き整

備工事等を実施する。

生活

環境

部

11-2 災 ⑦ 1

防災リー

ダー育成研

修等

　 県 0 0

　防災リーダー育成研修、県内７方部で

の防災訓練の支援

　震災の影響により中止した。 　秋頃、自主防災組織リーダー研修会

を実施する。

生活

環境

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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１１　津波被災地復興まちづくりプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

11-2 災 ⑦ 4

防災教育を

推進する事

業

学校におけ

る災害安全

支援事業（４

再掲）

県 － 1,871

　東日本大震災の教訓を踏まえ、児童

生徒等の防災意識の高揚と主体的に行

動する態度等を育成し、児童生徒等の

安全確保を図るため、保護者や地域、

関係機関等と連携した学校安全の体制

づくりを行う。

１　防災対応マニュアルの整備

　　公立小・中・高等学校、特別支援学

校に

　　おいて100％（地震対応）

１　研究指定校への防災アドバイザー

派遣

２　防災科学技術を活用した避難訓練

の実施

３　災害ボランティア活動の推進

４　学校安全担当者研修会の開催

５　防災学習の指導資料作成

教育

庁

11-3 災 ④ 22

まちなみ再

生支援事業

　 県 　 　

　被災した地区（地域）や地域の魅力向

上において、まちなみ景観等に関して具

体的な復興計画等を作成する場合、計

画作成に必要な経費等を補助する。

また、地域の計画に位置付けられた事

業として、地域景観の向上等に配慮した

建築等を行う場合、経費の一部を補助

する。

（H24新規事業） ・実施市町村の具体的把握と市町村へ

の広報

・具体的活用検討市町村がある場合、

予算化の検討。

・関係事業との進捗調整

生活

環境

部

11-3 災 ② 9

JR常磐線災

害復旧・基盤

強化事業（線

形改良・道路

との立体交

差等）（12再

掲）

　

JR東

日本

　 　

　ＪＲ東日本がＪＲ常磐線の運行再開に

向けて、災害復旧及び基盤強化（線形

改良や道路との立体交差等）を行う。

（県内）

○相馬駅以北

 ・国が主催する復興調整会議におい

て、復旧ルートの検討を行ってきた。（計

4回開催）

 ・移設ルート（浜吉田駅～駒ヶ嶺駅間）

は、現行ルートより内陸とすることで国、

ＪＲ、本県、宮城県、沿線市町村で合

意。

 ・H23.4.12に亘理駅～相馬駅間の代行

バスの運行開始。

○相馬駅～原ノ町駅間

　H23.12.21に折り返し運転再開。

○原ノ町駅～広野駅間

 ・H23.6.17にJRが小高駅～木戸駅間の

被害調査を実施。

 ・警戒区域等に指定されており、復旧

の見通しが立っていない。

○広野駅以南

　H23.10.10に広野町駅～久ノ浜駅運転

再開。

○H24.4.23に県、新地町、JRの三者で

復旧に関する協力体制についての覚書

を取り交わした。

○覚書きに基づき、JR東日本は、被災

した常磐線を、新地駅を含めて内陸側

に移設する。

企画

調整

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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１１　津波被災地復興まちづくりプロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

11-3 災 ④ 20

復興まちづく

り会社を支

援するため

の事業

復興まちづく

り会社設立

支援事業

県 H24新規 1,431

　復興の担い手となる復興まちづくり会

社を支援するため、まちづくりに必要な

専門家を派遣する。

（24新規事業） ・専門家地域団体一覧の作成（上半期）

・派遣申請制度要領の制定（上半期）

・エキスパートバンクの構築（上半期）

商工

労働

部

11-3 災 ④ 18

都市公園整

備事業

都市公園整

備事業

県 0 350,000

　災害が発生した場合において、避難

地や防災活動の拠点となる機能を有す

る都市公園を整備する。（東ヶ丘公園）

震災、原発事故の影響により事業休

止。

今年度事業休止。

事業再開に向け関係機関と調整を進め

る。

土木

部

11-3 絆 ① 13

原発避難市

町村の災害

公営住宅整

備事業の支

援

復興公営住

宅整備促進

事業（２再

掲）

県 - 27,123,890

 原子力災害による避難者の恒久住宅

を早期に確保するため、市町村による

復興公営住宅の計画策定及び整備を

促進する。

東日本大震災からの住まいの早期復興

に向け、被災市町村ほか関係機関が連

携協力して住まいの自立再建や復興公

営住宅の整備等を着実に促進するため

に、「福島県住まいの復興に向けた連

絡調整会議」を平成２３年１２月９日に設

置し、意見交換や情報提供を行った。

（３回開催）

復興公営住宅整備計画策定の支援

復興公営住宅整備の代行

土木

部

11-3 絆 ⑤ 10

歴史的建造

物等の復旧・

魅力向上支

援事業

歴史的建造

物等の復旧・

魅力向上支

援事業（１０

再掲）

市町

村

　 50,153

　震災で被災した歴史的建造物等の復

旧を行う市町村を支援する。

（H24新規事業） １００棟（５０万円/棟）で５，０００万円の

補助を実施予定。

活用検討市町村：会津若松市、白河

市、須賀川市、三春町

実施市町村にて復旧復興の状況を広報

予定。

生活

環境

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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１２　県土連携軸・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

12-1 災 ② 1

東北中央自

動車道整備

事業

（東北中央道

　　福島～米

沢間）

国直轄道路

事業に対す

る負担金

国 5,847,365 1,412,500

　被災地の早期の復旧・復興を図るた

め、東北中央自動車道（福島～米沢間）

の整備を促進する。

H23.7.21　建設促進期成同盟会として、

国土交通大臣へ要望

～　建設事業の状況（平成２４年３月末）

～

・用地進捗率：　９９％

・事業進捗率：　５５％

　県が関連事業として整備する地域活

性化IC等について、連結許可の手続き

を進め、関係機関と緊密に連携を図りな

がら、高速道路本線との同時供用に向

けて取り組みを進める。

土木

部

12-1 災 ② 1

東北中央自

動車道整備

事業

（復興支援道

路

　　相馬～福

島道路）

国直轄道路

事業に対す

る負担金(再

生・復興)

国 - 5,000,000

　被災地の早期の復旧・復興を図るた

め、東北中央自動車道（相馬～福島間）

の整備を促進する。

　国の第３次補正により、復興支援道路

に位置付けられ、相馬～相馬西間及び

阿武隈東～阿武隈間の２区間が新規事

業として着手した。

H23.7.22　路線発表

H23.11.21　新規事業化（H23　3次補正

予算）

H23.11.26　着工式

H24.1.11　測量作業に本格着手（中心杭

設置式）

　H24.4.24より着手した設計・用地幅杭

打設のための地元説明会を皮切りに、

早期の工事着手に向け、調査・設計及

び用地取得等を事業主体である国土交

通省と緊密に連携しながら整備促進を

図る。

土木

部

12-1 災 ② 2

常磐自動車

道整備事業

　

NEXC

O

　 　

　浜通りの復興を支援するため、県土の

骨格を形成する６本の連携軸（浜通り

軸）として浜通りを南北に結ぶ常磐自動

車道の整備を促進する。（警戒区域を含

む）

H24.1.26　警戒区域内の20mSv/年未満

にある次の区間で工事を再開

～既開通区間～

　常磐道　広野IC～楢葉PAの一部区間

～建設中区間～

　常磐道　浪江IC～南相馬ICの一部区

間

　H24.4.8に常磐道　南相馬IC～相馬IC

間（14.4km）が開通し、物資・人員輸送

の円滑化を通じて、復興を支援するとと

もに、相馬～山元間（23.3km）の平成26

年度の開通を目指し、事業主体である

東日本高速道路株式会社と緊密に連携

しながら整備促進を図ります。

土木

部

12-1 災 ② 3

磐越自動車

道整備事業

　

NEXC

O

　 　

　大規模災害時の物流等の支援のた

め、県土の骨格を形成する６本の連携

軸（横断道軸）として磐越自動車道（会

津若松～新潟間）の4車線化整備を促

進する。併せて災害時の防災機能の強

化を図る。

H23.7.21　建設促進期成同盟会として、

国土交通大臣へ要望

　磐越自動車道　会津若松以西の４車

線化の早期実現に向けて、政府関係機

関へ要望活動を行う。

土木

部

重点重点重点重点プロジェクトにプロジェクトにプロジェクトにプロジェクトに係係係係るるるる主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表主要事業進捗状況一覧表

事業番号

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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１２　県土連携軸・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

12-1 災 ② 4

道路整備事

業

交付金事業

（道路）等

県 9,430,223 8,713,250

　災害に強い道路ネットワークを構築す

るため、機能を強化する道路改築や街

路の整備、道路の安全性を高める耐

震、防災対策を行う。

【交付金事業（道路）】

　本格的な復興に向けて、次の２つの視点

から復興に資する箇所を抽出し、国の３次

補正予算を活用して重点的に事業の更な

る促進を図った。

～重点化の方針と箇所数（３次補正対応）

～

　①　沿岸地域と周辺地域の接続・連携

　　【地域間連携道路の整備等：　29か所】

　②　防災・耐震対策

　　【防災・震災対策（橋りょう補修等）：2か

所】

【交付金事業（道路）】

　本格的な復興に向けて、次の２つの視

点から、事業効用の早期発現を目指

し、引き続き重点的に事業の促進を図

る。

～重点化の方針と箇所数～

①　沿岸地域と周辺地域の接続・連携

　【地域間連携道路の整備等：50か所】

②　防災・震災対策

　【防災・震災対策（橋りょう補修等）：53

か所】

土木

部

12-2 災 ② 26

港湾整備事

業（小名浜

港）

港湾整備事

業（小名浜

港）（補助事

業（港湾）、

小名浜港ふ

頭埋立造成

事業（東港））

県 599,900 610,100

　東港地区国際物流ターミナルの港湾

施設等の整備を行う。

・国際バルク戦略港湾に選定

・泊地（港湾内で船舶が安全に停泊する

ことができる範囲）浚渫の実施

・護岸上部工の整備促進

・港湾計画の一部変更

・埋立護岸の上部工完了

・埋立造成の促進

土木

部

12-2 災 ② 28

港湾整備事

業（相馬港）

港湾整備事

業（相馬港）

（補助事業

（港湾）、相

馬港ふ頭埋

立造成事業）

県 538,500 360,100

　3号ふ頭地区国際物流ターミナルの港

湾施設等の整備を行う。

・岸壁　ケーソン（コンクリート製函型構

造物）製作・撤去、埋立造成の促進

・岸壁　ケーソン（コンクリート製函型構

造物）進水・仮置・据付

・臨港道路（港湾法で定められている道

路）　路盤工完了

・電気・給水の整備、埋立造成の促進 土木

部

12-2 災 ② 27

直轄港湾整

備事業（小名

浜港）

直轄港湾整

備事業（小名

浜港）

国 6,974,000 5,774,000

　東港地区国際物流ターミナルの港湾

施設の整備を行う。

・国際バルク戦略港湾に選定

・泊地（港湾内で船舶が安全に停泊する

ことができる範囲）浚渫の実施

・臨港道路（港湾法で定められている道

路）橋梁の整備促進

・港湾計画の一部変更

・土留壁改良の実施

・臨港道路（港湾法で定められている道

路）橋梁の整備促進

土木

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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１２　県土連携軸・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

12-2 災 ② 29

直轄港湾整

備事業（相馬

港）

直轄港湾整

備事業（相馬

港）

国 700,000 400,000

　3号ふ頭地区国際物流ターミナルの港

湾施設の整備を行う。

・泊地（港湾内で船舶が安全に停泊する

ことができる範囲）浚渫の実施

・沖防波堤の復旧

・岸壁　裏埋工、エプロン（岸壁の陸側

にある荷さばき施設などまでのスペー

ス）舗装の実施

土木

部

12-2 災 ② 30

福島空港に

おける防災

機能強化の

検討

福島空港交

流・物流・防

災機能強化

事業

（福島空港基

盤強化事業）

県 0 62,195

　震災からの復旧・復興の推進に向け

て福島空港を有効に活用するため、物

流や防災機能強化への取組を進めると

ともに、福島空港貨物施設の活用促

進、さらには、国際定期路線の再開を契

機とした交流促進を実施する。

（H24新規事業） ・福島空港を航空物流の拠点として活

用するため、空港物流機能や防災機能

の強化についての調査・検討を行う。

・航空会社施設拡充の検討を進めなが

ら、既存施設の活用促進を図るため福

島空港貨物の利用に対する支援を行

う。

・国際定期路線の再開に向けて航空会

社への支援や交流促進に対する支援を

行う。

観光

交流

局

12-2 応 ② 1

公共土木施

設等災害復

旧事業

公共土木施

設等災害復

旧事業（港湾

災害復旧事

業（小名浜

港・相馬

港）、国直轄

港湾事業負

担金、）

国・県 13,057,524 9,750,000

 東日本大震災により被災した港湾施設

の復旧を行う。

【港湾等施設の災害復旧】3/30現在、災

害査定は、327施設全て完了し、132施

設で着工済、うち77施設の復旧が完了

【港湾施設等の災害復旧】

港湾施設においては、H24年度で査定

決定額の約80%の復旧を図る。

土木

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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１２　県土連携軸・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

12-3 災 ② 9

JR常磐線災

害復旧・基盤

強化事業（線

形改良・道路

との立体交

差等）

　

JR東

日本

　 　

　ＪＲ東日本がＪＲ常磐線の運行再開に

向けて、災害復旧及び基盤強化（線形

改良や道路との立体交差等）を行う。

（県内）

○相馬駅以北

 ・国が主催する復興調整会議におい

て、復旧ルートの検討を行ってきた。（計

4回開催）

 ・移設ルート（浜吉田駅～駒ヶ嶺駅間）

は、現行ルートより内陸とすることで国、

ＪＲ、本県、宮城県、沿線市町村で合

意。

 ・H23.4.12に亘理駅～相馬駅間の代行

バスの運行開始。

○相馬駅～原ノ町駅間

　H23.12.21に折り返し運転再開。

○原ノ町駅～広野駅間

 ・H23.6.17にJRが小高駅～木戸駅間の

被害調査を実施。

 ・警戒区域等に指定されており、復旧

の見通しが立っていない。

○広野駅以南

　H23.10.10に広野町駅～久ノ浜駅運転

再開。

○H24.4.23に県、新地町、JRの三者で

復旧に関する協力体制についての覚書

を取り交わした。

○覚書きに基づき、JR東日本は、被災

した常磐線を、新地駅を含めて内陸側

に移設する。

企画

調整

部

12-3 災 ② 7

JR東日本・

国に対して

の早期復旧・

基盤強化の

要望

　 県 　 　

　JR東日本や国に対し、ＪＲ常磐線の早

期復旧・基盤強化の要望を行う。

知事から、早期全線復旧及び国の財政

支援について、国土交通大臣等に対し

て要望を行った。

・Ｈ２３．４．１７　国土交通大臣への要望

・Ｈ２３．７．２１　政府要望

・Ｈ２３．８．１２　国土交通大臣　他への

要望

・Ｈ２３．９．２　　ＪＲ東日本代表取締役

社長への要望

・Ｈ２３．１１．６　国土交通大臣への要望

・Ｈ２３．１１．１９　復興担当大臣への要

望

・Ｈ２３．１１．２４　政府緊急要望

・Ｈ２３．１２．１８　経済産業大臣　他へ

の要望

他、県幹部等から要望　計１５回

県独自で実施する、福島県鉄道活性化

対策協議会等を通じて、沿線市町の意

向を十分汲み取り、国やJR東日本に対

し要望を行う。

・H24.5.22　ＪＲ東日本仙台支社長・東北

工事事務所長へ要望（県生活環境部長

が実施）

生活

環境

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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１２　県土連携軸・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

12-3 災 ② 10

JR東日本・

国に対して

の早期復旧

の要望

　 県 　 　

JR東日本・国に対し、ＪＲ只見線の早期

全線復旧の要望を行う。

知事から、早期全線復旧、国による財

政支援等について、総理大臣等に対し

て要望を行った。

・H２３．　８．　１　総理大臣への要望

・H２３．　８．１２　国土交通大臣への要

望

・H２３．　９．　２　JR東日本代表取締役

社長への要望

・H２３．１１．　６　国土交通大臣への要

望

・Ｈ２３．１１．２４　政府緊急要望

他　県幹部から要望計１０回

県が、JR東日本・国に対し、ＪＲ只見線

の早期復旧に向けた要望を行う。

・Ｈ24.5.22　ＪＲ東日本仙台支社長・東北

工事事務所長へ要望（県生活環境部長

が実施）

生活

環境

部

12-3 災 ② 11

福島県JR只

見線復興連

絡会議等で

の検討

　 県 　 　

　福島県ＪＲ只見線復興連絡会議等に

おいて課題の検討を行う。

平成２３年１１月９日に第１回JR只見線

復興連絡会議を開催し、JR東日本や沿

線自治体の参画のもと、JR只見線の早

期全線復旧に向けた課題の抽出等を

行った。

福島県ＪＲ只見線復興連絡会議等を継

続的に開催し、早期全線復旧に向けた

課題の抽出及び検討を行う。

・Ｈ24.4.23  開催

生活

環境

部

12-4 災 ① 6

総合情報通

信ネットワー

ク整備事業

同左 県 2,692,304 1,375,075

　防災通信機能の拡充・強化等を図る

ため、安全性、経済性、機動性に優れ

た新システムに更新する。

　市町や県機関の修理対象に係る庁舎

復旧計画等の決定に合わせて、順次修

理した。

　総合情報通信ネットワークシステムの

整備事業を平成２１年度から実施してお

り、今年度は最終年度として引き続き整

備工事等を実施する。

生活

環境

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値

85



１２　県土連携軸・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト

重点

番号

主要事業名 予算上の事業名

事業

主体

Ｈ23決算

見込み額

H24当初

予算額

事業概要 前年度実施結果 本年度実施計画

担当

部局

事業番号

12-4 災 ① 9

モバイルアク

セス等の基

盤を整備す

る事業

情報通信基

盤運営事業

県 　 7,951

災害派遣先から県庁メール、県庁電子

掲示板等を使用可能とし、災害時に使

用するパソコンの設定を自動化するな

ど、迅速な対応を可能とする。

　 災害派遣先から県庁メール、県庁電子

掲示板等を使用可能とし、災害時に使

用するパソコンの設定を自動化するな

ど、迅速な対応を可能とするための基

盤を構築する。 企画

調整

部

12-4 災 ① 7

自治体クラ

ウドを支援す

る事業

自治体クラ

ウド推進支

援事業

県、市

町村

　 616

　県内市町村への「自治体クラウド」の

普及・啓発を図り、災害に強い自治体シ

ステムを構築するため、市町村等の関

係職員を交えた「自治体クラウド検討部

会」を設置し、市町村の情報システムの

現状と課題、体制整備等の調査・検討

を行う。

・平成24年2月8日に福島県電子自治体

推進連絡会議内に「福島県自治体クラ

ウド検討部会」を設置した。

・国の平成23年度第3次補正予算「被災

地域情報化推進事業（自治体クラウド

導入事業）」に４市町村が補助申請し

た。

・「福島県自治体クラウド検討部会」を開

催し、自治体クラウドに関する理解を深

めるとともに導入に向けた検討を行う。

・国の平成23年度第3次補正予算「被災

地域情報化推進事業（自治体クラウド

導入事業）」に採択された４市町村及び

市町村単独事業により３市町が平成24

年度中にクラウド化予定。

企画

調整

部

※　国、市町村等の直営事業に関する決算見込み額等は推計数値
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